
規 則

�愛媛県規則第２０号
愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則

愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則………………………………………………………………………………………………………………（人事課）……１

○ 愛媛県職員の職の設置規則の一部を改正する規則………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……５

○ 児童福祉法施行細則及び愛媛県老人福祉法施行細則の一部を改正する規則…………………………………………………………………………（ 〃 ）……６

○ 愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則等の一部を改正する規則…………………………………………………………………………………（子育て支援課）……７

○ 愛媛県会計規則の一部を改正する規則……………………………………………………………………………………………………………………（会計課）……２７

告 示

○ 愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報の一部改正………………………（広報広聴課）……３６

○ 愛媛県がん対策推進委員会規程の一部改正…………………………………………………………………………………………………………（医療対策課）……３６

訓 令

○ 愛媛県処務細則の一部を改正する訓令……………………………………………………………………………………………………………………（人事課）……３７

○ 愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令……………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……３８

○ 愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令……………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……６７

○ 愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……７４

○ 組織改正に伴う関係訓令の整理に関する訓令……………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）……８２

教育委員会規則

○ 愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則…………………………………………………………………………………………（教育総務課）……８９

教育委員会告示

○ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１９条第８項の規定による教育行政に関する相談に関する事務を行う職員の指定の一部改正

……………………………………………………………………………………………………………………………………………………………（教育総務課）……９０

人事委員会規則

○ 職員の採用及び昇任に関する規則及び公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則………………………（人事委員会事務局）……９１

○ 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則等の一部を改正する規則……………………………………………………………………（ 〃 ）……９２

公営企業管理規程

○ 愛媛県公営企業組織規程等の一部を改正する管理規程………………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）……９６

公営企業訓令

○ 愛媛県企業臨時職員の給与に関する規則等の一部を改正する訓令…………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…１００

改 正 後 改 正 前

（局及び課）

第４条 次の表の左欄に掲げる部に、それぞれ当該中欄に掲げる局

及び当該右欄に掲げる課を置く。

（局及び課）

第４条 次の表の左欄に掲げる部に、それぞれ当該中欄に掲げる局

及び当該右欄に掲げる課を置く。

省略 省略

保健 省略 保健 省略
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福祉

部

生きがい

推進局

子育て支援課、障がい福祉課、長寿介護課 福祉

部

生きがい

推進局

子育て支援課、障害福祉課 、長寿介護課

省略 省略

２ えひめ国体推進局に国体総務企画課、障がい者スポーツ大会

課、国体運営・施設課、国体競技式典課

及び国体競技力向上対策課を置く。

（室）

第４条の２ 次の表の左欄に掲げる課にそれぞれ当該右欄に掲げる

室を置く。

２ えひめ国体推進局に国体総務企画課

、国体運営・施設課、国体競技式典課、障害者スポーツ大会課

及び国体競技力向上対策課を置く。

（室）

第４条の２ 次の表の左欄に掲げる課にそれぞれ当該右欄に掲げる

室を置く。

省略 省略

建築住宅課 省略 建築住宅課 省略

国体総務企画課 行幸啓室

（総務部各課の所掌事務）

第７条 省略

２ 人事課の所掌事務は、次のとおりとする。この場合において、

第７号、第８号、第１０号及び第１１号の事務は、職員厚生室が所掌

する。

�～� 省略

� 職員の退職管理に関すること。

� 省略

３～７ 省略

（企画振興部各課の所掌事務）

第８条 省略

２～４ 省略

５ 情報政策課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 小規模施設特定有線一般放送に関すること。

６～８ 省略

（県民環境部各課の所掌事務）

第９条 省略

２～６ 省略

７ 環境政策課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第

４９号）に基づくエネルギー管理に関すること。

�～� 省略

８・９ 省略

（保健福祉部各課の所掌事務）

第１０条 省略

２～５ 省略

６ 障がい福祉課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～	 省略

７ 省略

（農林水産部各課の所掌事務）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 農地整備課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～
 省略

� 中山間地域等の直接支払に関すること。

� 省略

５ 農産園芸課の所掌事務は、次のとおりとする。この場合におい

（総務部各課の所掌事務）

第７条 省略

２ 人事課の所掌事務は、次のとおりとする。この場合において、

第７号、第８号、第１０号及び第１１号の事務は、職員厚生室が所掌

する。

�～� 省略

� 省略

３～７ 省略

（企画振興部各課の所掌事務）

第８条 省略

２～４ 省略

５ 情報政策課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

６～８ 省略

（県民環境部各課の所掌事務）

第９条 省略

２～６ 省略

７ 環境政策課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� エネルギーの使用の合理化に関する法律 （昭和５４年法律第

４９号）に基づくエネルギー管理に関すること。

�～� 省略

８・９ 省略

（保健福祉部各課の所掌事務）

第１０条 省略

２～５ 省略

６ 障害福祉課 の所掌事務は、次のとおりとする。

�～	 省略

７ 省略

（農林水産部各課の所掌事務）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 農地整備課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～
 省略

� 省略

５ 農産園芸課の所掌事務は、次のとおりとする。この場合におい
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て、第４号及び第１６号から第１８号までの事務は、担い手・農地保

全対策室が所掌する。

�～� 省略

� 省略

６～１１ 省略

（土木部各課の所掌事務）

第１４条 省略

２ 省略

３ 河川課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 水防に関すること（他の主管に属するものを除く。）。

�・� 省略

４～１１ 省略

（えひめ国体推進局各課の所掌事務）

第１４条の２ 国体総務企画課の所掌事務は、第６条に規定するもの

のほか、次のとおりとする。この場合において、第６号の事務

は、行幸啓室が所掌する。

�～� 省略

� 行幸啓、行啓及びお成りに関すること。

２ 障がい者スポーツ大会課の所掌事務は、次のとおりとする。
え がお

� 愛顔つなぐえひめ国体・えひめ大会実行委員会の全国障害者

スポーツ大会推進委員会に関すること。

� 第１７回全国障害者スポーツ大会の開催準備の企画及び総合調

整に関すること。

� 第１７回全国障害者スポーツ大会の関係機関等との連絡調整に

関すること。

� その他第１７回全国障害者スポーツ大会の開催準備に関するこ

と（他の主管に属するものを除く。）。

３ 省略

４ 省略

５ 省略

（知事に直属して置く職員）

第１５条の２ 知事に直属して特命理事、営業本部長、防災安全統括

部長 、営業本部マネージャー、営業主幹、すご味

係長及びすごモノ係長を置く。

（部等に置く職員）

第１６条 省略

２ 省略

３ 県民環境部に環境技術専門監を置く。

４ 省略

５ えひめ国体推進局に局長、総務担当次長、運営・式典担当次長

及び競技力向上担当次長を置く。

（局に置く職員）

て、第４号及び第１６号から第１９号までの事務は、担い手・農地保

全対策室が所掌する。

�～� 省略

� 中山間地域等の直接支払に関すること。

	 省略

６～１１ 省略

（土木部各課の所掌事務）

第１４条 省略

２ 省略

３ 河川課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 水防に関すること 。

�・� 省略

４～１１ 省略

（えひめ国体推進局各課の所掌事務）

第１４条の２ 国体総務企画課の所掌事務は、第６条に規定するもの

のほか、次のとおりとする。

�～� 省略

２ 省略

３ 省略

４ 障害者スポーツ大会課の所掌事務は、次のとおりとする。
え がお

� 愛顔つなぐえひめ国体・えひめ大会実行委員会の全国障害者

スポーツ大会推進委員会に関すること。

� 第１７回全国障害者スポーツ大会の開催準備の企画及び総合調

整に関すること。

� 第１７回全国障害者スポーツ大会の関係機関等との連絡調整に

関すること。

� その他第１７回全国障害者スポーツ大会の開催準備に関するこ

と（他の主管に属するものを除く。）。

５ 省略

（知事に直属して置く職員）

第１５条の２ 知事に直属して 営業本部長、防災安全統括

部長、営業副本部長、営業本部マネージャー、営業主幹、すご味

係長及びすごモノ係長を置く。

（部等に置く職員）

第１６条 省略

２ 省略

３ 省略

４ えひめ国体推進局に局長、総務担当次長

及び競技力向上担当次長を置く。

（局に置く職員）
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第１６条の２ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

（課及び室に置く職員）

第１７条 省略

２～５ 省略

６ 国体運営・施設課に交通警備調整監を置く。

（出納局に置く職員）

第２０条 省略

２ 出納局に、必要に応じ、次の職員を置く。

�～� 省略

� 担当係長

� 省略

第３節の２ 愛媛県福祉総合支援センター

第７４条 省略

２ 福祉総合支援センターに、次の表の左欄に掲げる課及び当該右

欄に掲げる係を置く。

第１６条の２ 省略

２ 省略

３ 環境局に環境技術専門監を置く。

４ 省略

５ 省略

（課及び室に置く職員）

第１７条 省略

２～５ 省略

（出納局に置く職員）

第２０条 省略

２ 出納局に、必要に応じ、次の職員を置く。

�～� 省略

� 省略

第３節の２ 愛媛県福祉総合支援センター

第７４条 省略

２ 福祉総合支援センターに、次の表の左欄に掲げる課及び当該右

欄に掲げる係を置く。

省略 省略

障がい者支援課 障害者支援課

３・４ 省略

別表第１（第５条関係）

３・４ 省略

別表第１（第５条関係）

課 係 課 係

省略 省略

障がい福祉課 障がい政策係、在宅福祉係、障がい施設係、

障がい支援係

障害福祉課 障害政策係 、在宅福祉係、障害施設係、障

害支援係

省略 省略

観光物産課 観光企画係 、物産振興係 観光物産課 観光企画係、観光まちづくり係、物産振興係

省略 省略

農地整備課 事業管理係、用地管理係 、技術管理

係、ほ場整備係、農業水利係、農村整備係、

農地防災係

農地整備課 事業管理係、用地管理係、計画係、技術管理

係、ほ場整備係、農業水利係、農村整備係、

農地防災係

農産園芸課 省略 農産園芸課 省略

担い手・農地

保全対策室

農地活用係、鳥獣害対策係、担い手育成係 担い手・農地

保全対策室

農地活用係、鳥獣害対策係、担い手育成係、

直接支払係

省略 省略

森林整備課 造林係、保護緑化係、林地保全係、治山係 森林整備課 造林係、保護緑化係、林地保全係、治山係、

水源林整備係、公有林整備係

省略 省略

別表第３（第２３条の２関係） 別表第３（第２３条の２関係）

地方局の部 課 係 地方局の部 課 係

省略 省略

南予

地方

局

総務企

画部

省略 南予

地方

局

総務企

画部

省略

税務課 収納管理係 、事業

税・自動車税係、軽油引取税係

税務課 収納管理係、不動産取得税係、事業

税・自動車税係、軽油引取税係

省略 省略

省略 省略
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附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則の施行の際、次の表の左欄に掲げる職を命ぜられ、又は課に勤務若しくは兼務を命ぜられている者は、別に辞令を発せられな

い限り、それぞれ当該右欄に掲げる職を命ぜられ、又は課に勤務若しくは兼務を命ぜられたものとする。

保健福祉部生きがい推進局障害福祉課長 保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課長

保健福祉部生きがい推進局障害福祉課障害政策係長 保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課障がい政策係長

保健福祉部生きがい推進局障害福祉課障害政策係担当係長 保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課障がい政策係担当係長

保健福祉部生きがい推進局障害福祉課在宅福祉係長 保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課在宅福祉係長

保健福祉部生きがい推進局障害福祉課 保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課

えひめ国体推進局障害者スポーツ大会課総務グループ担当係長 えひめ国体推進局障がい者スポーツ大会課総務グループ担当係長

えひめ国体推進局障害者スポーツ大会課運営グループ担当係長 えひめ国体推進局障がい者スポーツ大会課運営グループ担当係長

えひめ国体推進局障害者スポーツ大会課 えひめ国体推進局障がい者スポーツ大会課

福祉総合支援センター障害者支援課身体障害者支援グループ担当

係長

福祉総合支援センター障がい者支援課身体障がい者支援グループ

担当係長

子ども療育センター発達障害者支援センター担当係長 子ども療育センター発達障がい者支援センター担当係長

�愛媛県規則第２１号
愛媛県職員の職の設置規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県職員の職の設置規則の一部を改正する規則

愛媛県職員の職の設置規則（昭和４８年愛媛県規則第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

建設部 省略 建設部 省略

道路課 道路課 九島架橋係

省略 省略

省略 省略

別表第５（第２３条の３関係） 別表第５（第２３条の３関係）

土木事務所 課 係 土木事務所 課 係

省略 省略

東予地方局今治

土木事務所

省略 東予地方局今治

土木事務所

省略

建設企画課 企画調査係 建設企画課 企画調査係、上島架橋係

省略 省略

道路課 道路課

上島架橋建設課 上島架橋係

省略 省略

南予地方局八幡

浜土木事務所

省略 南予地方局八幡

浜土木事務所

省略

道路課 道路課 高規格道路係

大洲・八幡浜自動

車道建設課

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（職の設置）

第２条 知事の事務部局及び労働委員会事務局に置く職員の職は、

（職の設置）

第２条 知事の事務部局及び労働委員会事務局に置く職員の職は、
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第２２号
児童福祉法施行細則及び愛媛県老人福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

児童福祉法施行細則及び愛媛県老人福祉法施行細則の一部を改正する規則

（児童福祉法施行細則の一部改正）

第１条 児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

次の表のとおりとする。 次の表のとおりとする。

区 分 職 区 分 職

知事の

事務部

局

本庁 特命理事、部長、営業本部長、防災安全統括部

長、局長、部付、環境技術専門監、医療政策

監、技術監、総務担当次長、運営・式典担当次

長、競技力向上担当次長、参事、課長、室長、

営業本部マネージャー、副参事、技幹、医監、

危機管理監 、原子力安全対策

推進監、高速道路推進監、主席工事検査専門

員、学校連携推進監、交通警備調整監、課長補

佐、所長、秘書、医幹、主幹、営業主幹、廃棄

物監視指導官、検査班長、工事検査専門員、換

地指導専門員、用地補償審査専門員、課付、室

付、専門員、隊長、船長、機関長、係長、担当

係長、すご味係長、すごモノ係長、主計係長、

スゴ技係長、副隊長、隊員、主任、主任主事、

主任技師、主事、技師、技術主任、技能主任、

主任守衛、主任業務員、主任技術員、主任技能

員、技術員、技能員、守衛、業務員

知事の

事務部

局

本庁 部長、営業本部長、防災安全統括部

長、局長、部付、営業副本部長 、医療政策

監、技術監、総務担当次長

、競技力向上担当次長、参事、課長、室長、

営業本部マネージャー、副参事、技幹、医監、

危機管理監、環境技術専門監、原子力安全対策

推進監、高速道路推進監、主席工事検査専門

員、学校連携推進監 、課長補

佐、所長、秘書、医幹、主幹、営業主幹、廃棄

物監視指導官、検査班長、工事検査専門員、換

地指導専門員、用地補償審査専門員、課付、室

付、専門員、隊長、船長、機関長、係長、担当

係長、すご味係長、すごモノ係長、主計係長、

スゴ技係長、副隊長、隊員、主任、主任主事

、主事、技師、技術主任、技能主任、

主任守衛、主任業務員、主任技術員、主任技能

員、技術員、技能員、守衛、業務員

省略 省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（委任）

第１条 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�～�の２０ 省略

� 法第４６条第１項の規定による児童福祉施設の最低基準の実施

の監督に関すること（県及び２以上の社会福祉施設（社会福祉

法（昭和２６年法律第４５号）第６２条第１項に規定する社会福祉施

設（養護老人ホーム及び軽費老人ホームを除く。）並びに保育

所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設及び児童家庭支援

センターに限る。以下この項において同じ。）を設置する者

（市町を除く。）に係るものを除く。）。

�の２～� 省略

３ 省略

（委任）

第１条 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�～�の２０ 省略

� 法第４６条第１項の規定による児童福祉施設の最低基準の実施

の監督に関すること（県及び２以上の社会福祉施設（社会福祉

法（昭和２６年法律第４５号）第６２条第１項に規定する社会福祉施

設（養護老人ホーム及び軽費老人ホームを除く。）並びに保育

所 、児童厚生施設及び児童家庭支援

センターに限る。以下この項において同じ。）を設置する者

（市町を除く。）に係るものを除く。）。

�の２～� 省略

３ 省略
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（愛媛県老人福祉法施行細則の一部改正）

第２条 愛媛県老人福祉法施行細則（昭和３８年愛媛県規則第７１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第２３号
愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則等の一部を改正する規則

（愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則の一部改正）

第１条 愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則（昭和４０年愛媛県規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（委任）

第２条 次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�～� 省略

� 法第１８条第２項の規定に基づく特別養護老人ホーム（２以上

の社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６２条第

１項に規定する社会福祉施設（養護老人ホーム及び軽費老人ホ

ームを除く。）並びに保育所、幼保連携型認定こども園、児童

厚生施設及び児童家庭支援センター

に限る。以下この項において同じ。）を設置する者（市町を除

く。）に係るものを除く。）及び養護老人ホームに対する報告

の徴収及び立入検査に関すること。

�の２～�の２ 省略

（委任）

第２条 次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�～� 省略

� 法第１８条第２項の規定に基づく特別養護老人ホーム（２以上

の社会福祉施設（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第６２条第

１項に規定する社会福祉施設（養護老人ホーム及び軽費老人ホ

ームを除く。）並びに保育所 、児童

厚生施設、児童家庭支援センター及び精神障害者社会復帰施設

に限る。以下この項において同じ。）を設置する者（市町を除

く。）に係るものを除く。）及び養護老人ホームに対する報告

の徴収及び立入検査に関すること。

�の２～�の２ 省略

改 正 後 改 正 前

愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則

（趣旨）

第１条 この規則は、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法

律第１２９号。以下「法」という。）の施行について必要な事項を

定めるものとする。

（書類の経由）

第２条 この規則により知事に提出する書類は、母子・父子福祉団

体に係る書類を除くほか、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２５２条の１７の２第１項の規定に基づく条例（当該条例の規定に基

づく規則を含む。）の規定により町がこれを知事へ送付する場合

にあつては、当該町の区域を管轄する地方局の長を経由するもの

とする。

２ この規則により知事が交付する書類は、母子・父子福祉団体に

係る書類を除くほか、前項に規定する条例の規定により町がその

交付に関する事務を処理することとされる場合にあつては、当該

町の区域を管轄する地方局の長を経由して町に交付するものとす

る。

（母子福祉資金の貸付けの申請）

第３条 法第１３条第１項の規定による資金の貸付けを受けようとす

る者は、母子福祉資金貸付申請書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添えて知事に提出しなければならない。

愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則

（趣旨）

第１条 この規則は、母子及び寡婦福祉法 （昭和３９年法

律第１２９号。以下「法」という。）の施行について必要な事項を

定めるものとする。

（書類の経由）

第２条 この規則により知事に提出する書類は、母子福祉団体

に係る書類を除くほか、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２５２条の１７の２第１項の規定に基づく条例（当該条例の規定に基

づく規則を含む。）の規定により町がこれを知事へ送付する場合

にあつては、当該町の区域を管轄する地方局の長を経由するもの

とする。

２ この規則により知事が交付する書類は、母子福祉団体 に

係る書類を除くほか、前項に規定する条例の規定により町がその

交付に関する事務を処理することとされる場合にあつては、当該

町の区域を管轄する地方局の長を経由して町に交付するものとす

る。

（母子福祉資金の貸付けの申請）

第３条 法第１３条第１項の規定による資金の貸付けを受けようとす

る者は、母子福祉資金貸付申請書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添えて知事に提出しなければならない。
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� 省略

� 配偶者のない女子であること又はその扶養している児童（配

偶者のない女子で現に児童を扶養しているものが同時に民法

（明治２９年法律第８９号）第８７７条の規定により２０歳以上である

子その他これに準ずる者を扶養している場合におけるその２０歳

以上である子その他これに準ずる者を含む。以下この項におい

て同じ。）であることを証する書類

� 省略

� 母子事業開始資金の貸付申請の場合には、事業計画書及びそ

の事業が免許、許可等を必要とするものについては、免許、許

可等を証する書類

� 母子事業継続資金の貸付申請の場合には、事業実績書及び借

入後の事業計画書

� 母子修学資金 の貸付申請の場合には、修学、実地修練を

証する書類

� 母子技能習得資金及び母子修業資金の貸付申請の場合には、

知識技能の習得を証する書類

� 母子就職支度資金の貸付申請の場合には、就職を証する書類

	 母子医療介護資金の貸付申請の場合には、医療に係る資金に

あつては医師の証する書類、介護に係る資金にあつては介護保

険法（平成９年法律第１２３号）に規定する保険給付に係る利用

者負担額、償還払額等を証する書類


 母子住宅資金の貸付申請の場合には、住宅を補修し、保全

し、改築し、又は増築する個所の図面及び経費見積書

� 母子転宅資金の貸付申請の場合には、賃貸借契約による敷

金、前家賃等一時金を必要とする事実を証する書類

� 母子就学支度資金の貸付申請の場合には、就学を証する書類

・� 省略

２ 法第１４条の規定による資金の貸付けを受けようとする母子・父

子福祉団体は、母子福祉資金貸付申請書に次に掲げる書類を添え

て知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 法人の役員のうち配偶者のない女子及び貸付けを受けようと

する事業（母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和３９年政

令第２２４号。以下「令」という。）第６条第１項に規定するも

のに限る。）に使用される者のうち配偶者のない女子で現に児

童を扶養しているものに係るその事実を証する書類

�・� 省略

（母子福祉資金の借用書等の提出）

第６条 省略

２ 前条の規定による貸付決定通知書の交付を受けた第３条第２項

の規定による申請者は、連帯借主である役員が連署した母子福祉

資金借用書に当該役員の印鑑証明書を添えて速やかに知事に提出

しなければならない。

（母子福祉資金貸付金の交付）

第７条 母子福祉資金貸付金のうち、母子修学資金、母子技能習得

資金、母子修業資金及び母子生活資金は、毎年１月、４月、７月

及び１０月の４期にそれぞれの次期月の前月までの分を交付するも

のとする。ただし、交付すべき理由が生じた場合におけるその期

の貸付金は、その交付期月でない月であつても交付するものとす

る。

２ 省略

（母子福祉資金貸付金の増額）

� 省略

� 配偶者のない女子であること又はその扶養している児童

であることを証する書類

� 省略

� 事業開始資金 の貸付申請の場合には、事業計画書及びそ

の事業が免許、許可等を必要とするものについては、免許、許

可等を証する書類

� 事業継続資金 の貸付申請の場合には、事業実績書及び借

入後の事業計画書

� 修学資金 の貸付申請の場合には、修学、実地修練を

証する書類

� 技能習得資金及び修業資金 の貸付申請の場合には、

知識技能の習得を証する書類

� 就職支度資金 の貸付申請の場合には、就職を証する書類

	 医療介護資金 の貸付申請の場合には、医療に係る資金に

あつては医師の証する書類、介護に係る資金にあつては介護保

険法（平成９年法律第１２３号）に規定する保険給付に係る利用

者負担額、償還払額等を証する書類


 住宅資金 の貸付申請の場合には、住宅を補修し、保全

し、改築し、又は増築する個所の図面及び経費見積書

� 転宅資金 の貸付申請の場合には、賃貸借契約による敷

金、前家賃等一時金を必要とする事実を証する書類

� 就学支度資金 の貸付申請の場合には、就学を証する書類

・� 省略

２ 法第１４条の規定による資金の貸付けを受けようとする母子福祉

団体 は、母子福祉資金貸付申請書に次に掲げる書類を添え

て知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 法人の理事のうち配偶者のない女子及び貸付けを受けようと

する事業（母子及び寡婦福祉法施行令 （昭和３９年政

令第２２４号。以下「令」という。）第６条第１項に規定するも

のに限る。）に使用される者のうち配偶者のない女子で現に児

童を扶養しているものに係るその事実を証する書類

�・� 省略

（母子福祉資金の借用書等の提出）

第６条 省略

２ 前条の規定による貸付決定通知書の交付を受けた第３条第２項

の規定による申請者は、連帯借主である理事が連署した母子福祉

資金借用書に当該理事の印鑑証明書を添えて速やかに知事に提出

しなければならない。

（母子福祉資金貸付金の交付）

第７条 母子福祉資金貸付金のうち、修学資金、技能習得資金、修

業資金及び生活資金 は、毎年１月、４月、７月

及び１０月の４期にそれぞれの次期月の前月までの分を交付するも

のとする。ただし、交付すべき理由が生じた場合におけるその期

の貸付金は、その交付期月でない月であつても交付するものとす

る。

２ 省略

（母子福祉資金貸付金の増額）
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第８条 母子福祉資金のうち、母子修学資金、母子技能習得資金、

母子修業資金、母子生活資金又は特例児童扶養資金の貸付けを受

けている者は、その貸付金の額が令第７条第３号から第５号まで

若しくは第８号又は改正令附則第４条第２項の規定による限度額

に満たない場合において、特別の理由により増額を必要とすると

きは、その限度額の範囲内において貸付金の増額を知事に申請す

ることができる。

２・３ 省略

（母子福祉資金のうち、母子修学資金又は母子修業資金の貸付け

の継続）

第９条 法第１３条第３項の規定による母子修学資金又は母子修業資

金の継続貸付けを受けようとする者は、母子福祉資金貸付継続申

請書（様式第９号）に令第５条第２項各号のいずれかに該当する

事実を証する書類を添えて知事に提出しなければならない。

２ 省略

（母子福祉資金貸付金の辞退又は減額の申出等）

第１０条 母子福祉資金のうち、母子修学資金、母子技能習得資金、

母子修業資金、母子生活資金又は特例児童扶養資金の貸付けを受

けている者は、母子福祉資金貸付辞退申出書（様式第１２号）又は

母子福祉資金貸付金減額申出書（様式第１３号）により、将来に向

かつてそれぞれ貸付けを辞退し、又は減額することを知事に申し

出ることができる。

（母子福祉資金のうち、母子修学資金の交付の停止及び減額）

第１３条 知事は、令第１１条の規定により、母子修学資金の貸付金の

交付を停止し、又はその額を減額したときは、母子修学資金交付

停止決定通知書（様式第１６号）又は母子修学資金貸付減額決定通

知書（様式第１７号）によりその旨を当該貸付金の貸付を受けてい

る者に通知するものとする。

（母子福祉資金貸付金に係る届出）

第１８条 母子福祉資金貸付金の貸付けを受けている者は、次の各号

のいずれかに該当するときは、その旨を当該各号に定める届書に

より知事に届け出なければならない。ただし、第２号の規定によ

る届出は、連帯借主若しくは同居の親族又は保証人が行わなけれ

ばならない。

�・� 省略

� 母子福祉資金のうち、母子修学資金の貸付けにより就学して

いる者が休学し、又は復学したとき。休学届（様式第２８号）又

は復学届（様式第２９号）

�・� 省略

� 母子福祉資金貸付金の貸付けを受けた母子・父子福祉団体の

役員又はその貸付けの対象となつた事業に使用されている者に

異動があつたとき。母子・父子福祉団体の役員等の異動届（様

式第３１号）

（母子福祉資金の貸付台帳の備付け）

第１９条 省略

２ 知事は、母子福祉資金貸付金の貸付けを受けている母子・父子

福祉団体について母子福祉資金貸付台帳（団体貸付用）（様式第

３３号）を備えるものとする。

（母子家庭日常生活支援事業 の開始の届出）

第２０条 法第２０条の規定による届出は、母子家庭（父子家庭・寡

婦）日常生活支援事業開始届出書（様式第３４号）を提出すること

によつて行わなければならない。

（母子家庭日常生活支援事業等 の変更の届出）

第８条 母子福祉資金のうち、修学資金、技能習得資金、修業資

金、生活資金 又は特例児童扶養資金の貸付けを受

けている者は、その貸付金の額が令第７条第３号から第５号まで

若しくは第８号又は改正令附則第４条第２項の規定による限度額

に満たない場合において、特別の理由により増額を必要とすると

きは、その限度額の範囲内において貸付金の増額を知事に申請す

ることができる。

２・３ 省略

（母子福祉資金のうち、修学資金又は修業資金 の貸付け

の継続）

第９条 法第１３条第３項の規定による修学資金又は修業資金

の継続貸付けを受けようとする者は、母子福祉資金貸付継続申

請書（様式第９号）に令第５条第２項各号のいずれかに該当する

事実を証する書類を添えて知事に提出しなければならない。

２ 省略

（母子福祉資金貸付金の辞退又は減額の申出等）

第１０条 母子福祉資金のうち、修学資金、技能習得資金、修業資

金、生活資金 又は特例児童扶養資金の貸付けを受

けている者は、母子福祉資金貸付辞退申出書（様式第１２号）又は

母子福祉資金貸付金減額申出書（様式第１３号）により、将来に向

かつてそれぞれ貸付けを辞退し、又は減額することを知事に申し

出ることができる。

（母子福祉資金のうち、修学資金 の交付の停止及び減額）

第１３条 知事は、令第１１条の規定により、修学資金 の貸付金の

交付を停止し、又はその額を減額したときは、修学資金交付停止

決定通知書 （様式第１６号）又は修学資金貸付減額決定通知書

（様式第１７号）によりその旨を当該貸付金の貸付を受けてい

る者に通知するものとする。

（母子福祉資金貸付金に係る届出）

第１８条 母子福祉資金貸付金の貸付けを受けている者は、次の各号

のいずれかに該当するときは、その旨を当該各号に定める届書に

より知事に届け出なければならない。ただし、第２号の規定によ

る届出は、連帯借主若しくは同居の親族又は保証人が行わなけれ

ばならない。

�・� 省略

� 母子福祉資金のうち、修学資金 の貸付けにより就学して

いる者が休学し、又は復学したとき。休学届（様式第２８号）又

は復学届（様式第２９号）

�・� 省略

� 母子福祉資金貸付金の貸付けを受けた母子福祉団体の理事

又はその貸付けの対象となつた事業に使用されている者に

異動があつたとき。母子福祉団体の理事等の異動届 （様

式第３１号）

（母子福祉資金の貸付台帳の備付け）

第１９条 省略

２ 知事は、母子福祉資金貸付金の貸付けを受けている母子福祉団

体 について母子福祉資金貸付台帳（団体貸付用）（様式第

３３号）を備えるものとする。

（母子家庭等日常生活支援事業の開始の届出）

第２０条 法第２０条の規定による届出は、母子家庭等（寡婦）日常生

活支援事業開始届出書 （様式第３４号）を提出すること

によつて行わなければならない。

（母子家庭等日常生活支援事業等の変更の届出）
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第２１条 母子及び父子並びに寡婦福祉法施行規則（昭和３９年厚生省

令第３２号）第４条（同省令第６条の１７の４及び第７条において準

用する場合を含む。）の規定による届出は、母子家庭（父子家

庭・寡婦）日常生活支援事業変更届出書（様式第３５号）を提出す

ることによつて行わなければならない。

（母子家庭日常生活支援事業等 の廃止の届出等）

第２２条 法第２１条（法第３１条の７第４項及び第３３条第５項において

準用する場合を含む。）の規定による届出は、母子家庭（父子家

庭・寡婦）日常生活支援事業廃止（休止）届出書（様式第３６号）

を提出することによつて行わなければならない。

（父子福祉資金の貸付けの申請）

第２２条の２ 法第３１条の６第１項の規定による資金の貸付けを受け

ようとする者は、父子福祉資金貸付申請書（様式第３６号の２）に

次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。

� 配偶者のない男子であること又はその扶養している児童（配

偶者のない男子で現に児童を扶養しているものが同時に民法第

８７７条の規定により２０歳以上である子その他これに準ずる者を

扶養している場合におけるその２０歳以上である子その他これに

準ずる者を含む。以下この項において同じ。）であることを証

する書類

� 前号の配偶者のない男子が現に児童を扶養していることを証

する書類

� 第３条第１項第１号及び第１４号に掲げる書類

� 第３条第１項第４号から第１２号までに掲げる書類に準じた書

類として知事が必要と認めるもの

２ 法第３１条の６第４項において準用する法第１４条（各号を除

く。）の規定による資金の貸付けを受けようとする母子・父子福

祉団体は、父子福祉資金貸付申請書に次に掲げる書類を添えて知

事に提出しなければならない。

� 法人の役員のうち配偶者のない男子及び貸付けを受けようと

する事業（令第３１条の４において準用する令第６条第１項に規

定するものに限る。）に使用される者のうち配偶者のない男子

で現に児童を扶養しているものに係るその事実を証する書類

� 第３条第２項第１号から第３号まで、第５号及び第６号に掲

げる書類

（準用規定）

第２２条の３ 第４条から第１９条までの規定（特例児童扶養資金に係

るものを除く。）は、父子福祉資金の貸付けについて準用する。

この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。

第２１条 母子及び寡婦福祉法施行規則 （昭和３９年厚生省

令第３２号）第４条（同省令第９条第２項 において準

用する場合を含む。）の規定による届出は、母子家庭等（寡婦）

日常生活支援事業変更届出書 （様式第３５号）を提出す

ることによつて行わなければならない。

（母子家庭等日常生活支援事業等の廃止の届出等）

第２２条 法第２１条（法第３３条第４項 において

準用する場合を含む。）の規定による届出は、母子家庭等（寡

婦）日常生活支援事業廃止（休止）届出書 （様式第３６号）

を提出することによつて行わなければならない。

第４条、第

６条第１項

第３条第１項 第２２条の２第１項

第５条 第３条 第２２条の２

第６条第２

項

第３条第２項 第２２条の２第２項

第７条第１

項、第８条

第１項、第

１０条

母子福祉資金の

うち、母子修学

資金、母子技能

習得資金、母子

修業資金、母子

生活資金

父子福祉資金のうち、父子

修学資金、父子技能習得資

金、父子修業資金、父子生

活資金
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第８条第１

項

令第７条第３号

から第５号まで

若しくは第８号

令第３１条の５第３号から第

５号まで若しくは第８号

第８条第２

項

前項 第２２条の３において準用す

る第８条第１項

第８条第３

項

第４条、第５条

及び第６条第１

項

第２２条の３において準用す

る第４条、第５条及び第６

条第１項

前項 第２２条の３において準用す

る第８条第２項

第９条第１

項

法第１３条第３項

の規定による母

子修学資金又は

母子修業資金

法第３１条の６第３項の規定

による父子修学資金又は父

子修業資金

令第５条第２項

各号

令第３１条の３第２項各号

第９条第２

項

前項 第２２条の３において準用す

る第９条第１項

第１１条 令第８条第３項

ただし書

令第３１条の６第３項ただし

書

第１２条第１

項

令第８条第５項 令第３１条の６第５項

第１２条第３

項

第５条 第２２条の３において準用す

る第５条

前２項 第２２条の３において準用す

る第１２条第１項

第１３条 令第１１条 令第３１条の７において準用

する令第１１条

母子修学資金 父子修学資金

第１４条 令第１２条若しく

は第１３条

令第３１条の７において準用

する令第１２条若しくは第１３

条

第１５条 令第１６条 令第３１条の７において準用

する令第１６条

第１６条第１

項

令第１７条ただし

書

令第３１条の７において準用

する令第１７条ただし書

第１６条第２

項

前項 第２２条の３において準用す

る第１６条第１項

第１７条第１

項

令第１９条 令第３１条の７において準用

する令第１９条

法第１５条第１項 法第３１条の６第５項におい

て準用する法第１５条第１項

第１７条第２

項

前項 第２２条の３において準用す

る第１７条第１項

第１７条第３

項から第５

項まで

第１項
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第１８条第３

号

母子福祉資金の

うち、母子修学

資金

父子福祉資金のうち、父子

修学資金

第１８条第４

号

令第１２条 令第３１条の７において準用

する令第１２条

２ 第２０条の規定は、法第３１条の７第４項において準用する法第２０

条の規定による届出について準用する。

（寡婦福祉資金の貸付けの申請）

第２３条 法第３２条第１項（法附則第６条第１項の規定により法第３２

条の規定の例による場合を含む。）

の規定による資金の貸付けを受けようとする者は、寡婦福祉

資金貸付申請書（様式第３７号）に次に掲げる書類を添えて知事に

提出しなければならない。

� 省略

� 第３条第１項第４号から第１２号まで に掲げる書類

に準じた書類として知事が必要と認めるもの

� 第３条第１項第１４号に掲げる書類

２ 法第３２条第４項において準用する法第１４条（各号を除く。）の

規定による資金の貸付けを受けようとする母子・父子福祉団体

は、寡婦福祉資金貸付申請書に次 に掲げる書類を添えて知

事に提出しなければならない。

� 法人の役員 のうち配偶者のない女子及び貸付けを受

けようとする事業（令第６条第１項に規定するものに限る。）

に使用される者のうち配偶者のない女子で現に児童を扶養して

いるもの又は寡婦に係るその事実を証する書類

� 省略

（準用規定）

第２４条 第４条から第１９条までの規定（特例児童扶養資金に係るも

のを除く。）は、寡婦福祉資金の貸付けについて準用する。この

場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。

（寡婦福祉資金の貸付けの申請）

第２３条 法第３２条第１項（法附則第６条第１項の規定により法第３２

条の規定の例による場合を含む。）において準用する法第１３条第

１項の規定による資金の貸付けを受けようとする者は、寡婦福祉

資金貸付申請書（様式第３７号）に次に掲げる書類を添えて知事に

提出しなければならない。

� 省略

� 第３条第１項第４号から第１２号まで及び第１４号に掲げる書類

２ 法第３２条第３項において準用する法第１４条 の

規定による資金の貸付けを受けようとする母子福祉団体

は、寡婦福祉資金貸付申請書に次の各号に掲げる書類を添えて知

事に提出しなければならない。

� 母子福祉団体の理事のうち配偶者のない女子及び貸付けを受

けようとする事業（令第６条第１項に規定するものに限る。）

に使用される者のうち配偶者のない女子で現に児童を扶養して

いるもの又は寡婦に係るその事実を証する書類

� 省略

（準用規定）

第２４条 第４条から第１９条までの規定（特例児童扶養資金に係るも

のを除く。）は、寡婦福祉資金の貸付けについて準用する。この

場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとす

る。

省略 省略

第６条第２

項

省略 第６条第２

項

省略

第７条第１

項、第８条

第１項、第

１０条

母子福祉資金の

うち、母子修学

資金、母子技能

習得資金、母子

修業資金、母子

生活資金

寡婦福祉資金のうち、寡婦

修学資金、寡婦技能習得資

金、寡婦修業資金、寡婦生

活資金

省略 省略

第９条第１

項

法第１３条第３項

の規定による母

子修学資金又は

母子修業資金

法第３２条第２項の規定によ

る寡婦修学資金又は寡婦修

業資金

第９条第１

項

法第１３条第３項 法第３２条第１項において準

用する法第１３条第３項

令第５条第２項

各号

令第３３条第２項各号 令第５条第２項

各号

令第３３条第２項において準

用する令第５条第２項各号

省略 省略
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第１１条 令第８条第３項

ただし書

令第３７条第３項ただし書 第１１条 令第８条第３項

ただし書

令第３７条第２項において準

用する令第８条第３項ただ

し書

第１２条第１

項

令第８条第５項 令第３７条第５項 第１２条第１

項

令第８条第５項 令第３７条第２項において準

用する令第８条第５項

省略 省略

第１３条 令第１１条 省略 第１３条 令第１１条 省略

母子修学資金 寡婦修学資金

省略 省略

第１７条第１

項

省略 第１７条第１

項

省略

法第１５条第１項 法第３２条第５項において準

用する法第１５条第１項

法第１５条第１項 法第３２条第４項において準

用する法第１５条第１項

省略 省略

第１７条第３

項から第５

項まで

省略 第１７条第３

項から第５

項まで

省略

第１８条第３

号

母子福祉資金の

うち、母子修学

資金

寡婦福祉資金のうち、寡婦

修学資金

省略 省略

２ 第２０条の規定は、法第３３条第４項の規定による届出について準

用する。

様式第１号（第３条関係） 母子福祉資金貸付申請書

様式第１号（その１） 個人用

２ 第２０条の規定は、法第３３条第３項の規定による届出について準

用する。

様式第１号（第３条関係） 母子福祉資金貸付申請書

様式第１号（その１） 個人用

母子福祉資金貸付申請書 省略 母子福祉資金貸付申請書 省略

省略 省略

申

請

者

ふりがな

氏 名

省略
申

請

者

ふりがな

氏 名

省略

個人番号

省略 省略

省略 省略

（様式第１号（その１）の裏面）

記 載 上 の 注 意

１・２ 省略

３ 貸付期間欄には、母子修学資金、母子技能習得資金、母子修

業資金、母子生活資金又は特例児童扶養資金を借り受けようと

する場合にのみ記入すること。

４ 省略

５ 児童欄には、母子修学資金、母子修業資金、母子就職支度資

金又は母子就学支度資金を借り受けようとする場合にのみ記入

すること。

６～８ 省略

９ この申請書には、次に掲げる書類を添付すること。

� 省略

� 申請者が母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第

１２９号）第６条第１項に規定する「配偶者のない女子」であ

ること又はその扶養している児童（配偶者のない女子で現に

児童を扶養しているものが同時に民法（明治２９年法律第８９

（様式第１号（その１）の裏面）

記 載 上 の 注 意

１・２ 省略

３ 貸付期間欄には、修学資金、技能習得資金、修業資金、生活

資金 又は特例児童扶養資金を借り受けようと

する場合にのみ記入すること。

４ 省略

５ 児童欄には、修学資金、修業資金、就職支度資金又は就学支

度資金 を借り受けようとする場合にのみ記入

すること。

６～８ 省略

９ この申請書には、次に掲げる書類を添付すること。

� 省略

� 申請者が母子及び寡婦福祉法 （昭和３９年法律第

１２９号）第６条第１項に規定する「配偶者のない女子」であ

ること又はその扶養している児童
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号）第８７７条の規定により２０歳以上である子その他これに準

ずる者を扶養している場合におけるその２０歳以上である子そ

の他これに準ずる者を含む。以下この項において同じ。）で

あることを証する書類

� 省略

� 母子事業開始資金の貸付申請の場合には、事業計画書及び

その事業が、免許、許可等を必要とするものについては、免

許、許可等を証する書類

� 母子事業継続資金の貸付申請の場合には、事業実績書及び

借入後の事業計画書

� 母子修学資金の貸付申請の場合には、修学、実地修練を証

する書類

� 母子技能習得資金及び母子修業資金の貸付申請の場合に

は、知識技能の習得を証する書類

� 母子就職支度資金の貸付申請の場合には、就職を証する書

類

� 母子住宅資金の貸付申請の場合には、住宅を補修し、保全

し、改築し、又は増築する個所の図面及び経費見積書

� 母子転宅資金の貸付申請の場合には、賃貸借契約による敷

金、前家賃等一時金を必要とする事実を証する書類

	 母子就学支度資金の貸付申請の場合には、就学を証する書

類


 母子医療介護資金の貸付申請の場合には、医療に係る資金

にあつては医師の証する書類、介護に係る資金にあつては介

護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する保険給付に係

る利用者負担額、償還払額等を証する書類

�・� 省略

様式第１号（その２） 団体用

母子福祉資金貸付申請書

で

あることを証する書類

� 省略

� 事業開始資金 の貸付申請の場合には、事業計画書及び

その事業が、免許、許可等を必要とするものについては、免

許、許可等を証する書類

� 事業継続資金 の貸付申請の場合には、事業実績書及び

借入後の事業計画書

� 修学資金 の貸付申請の場合には、修学、実地修練を証

する書類

� 技能習得資金及び修業資金 の貸付申請の場合に

は、知識技能の習得を証する書類

� 就職支度資金 の貸付申請の場合には、就職を証する書

類

� 住宅資金 の貸付申請の場合には、住宅を補修し、保全

し、改築し、又は増築する個所の図面及び経費見積書

� 転宅資金 の貸付申請の場合には、賃貸借契約による敷

金、前家賃等一時金を必要とする事実を証する書類

	 就学支度資金 の貸付申請の場合には、就学を証する書

類


 医療介護資金 の貸付申請の場合には、医療に係る資金

にあつては医師の証する書類、介護に係る資金にあつては介

護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する保険給付に係

る利用者負担額、償還払額等を証する書類

�・� 省略

様式第１号（その２） 団体用

母子福祉資金貸付申請書

省略 省略

役

員

の

氏

名

、

住

所

等

省略 理

事

の

氏

名

、

住

所

等

省略

省略 省略

（様式第１号（その２）の裏面）

記 載 上 の 注 意

１～７ 省略

８ この申請書には、次の書類を添付のこと。

～� 省略

� 法人の役員のうち配偶者のない女子及び貸付けを受けよう

とする事業（母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令（昭和３９

年政令第２２４号）第６条第１項に規定するものに限る。）に

使用される者のうち「配偶者のない女子」で「現に児童を扶

養しているもの」に係るその事実を証する書類

�・� 省略

様式第３号（第４条関係） 母子福祉資金貸付申請書調査書

（様式第１号（その２）の裏面）

記 載 上 の 注 意

１～７ 省略

８ この申請書には、次の書類を添付のこと。

～� 省略

� 法人の理事のうち配偶者のない女子及び貸付けを受けよう

とする事業（母子及び寡婦福祉法施行令 （昭和３９

年政令第２２４号）第６条第１項に規定するものに限る。）に

使用される者のうち「配偶者のない女子」で「現に児童を扶

養しているもの」に係るその事実を証する書類

�・� 省略

様式第３号（第４条関係） 母子福祉資金貸付申請書調査書
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様式第３号（その１） 配偶者のない女子で現に児童を扶養して

いるもの及び寡婦に対する貸付用

様式第３号（その１） 配偶者のない女子で現に児童を扶養して

いるもの及び寡婦に対する貸付用

省略 省略

母子及び父子並び

に寡婦福祉法第６

条該当の事実

母子及び寡婦福祉

法 第６

条該当の事実

省略 省略

様式第３号（その２） 児童に対する貸付用 様式第３号（その２） 児童に対する貸付用

省略 省略

母子及び父子並び

に寡婦福祉法第６

条該当の事実

母子及び寡婦福祉

法 第６

条該当の事実

省略 省略

様式第７号（第６条関係） 母子福祉資金借用書

様式第７号（その１） 個人用

様式第７号（第６条関係） 母子福祉資金借用書

様式第７号（その１） 個人用

母子福祉資金借用書 省略 母子福祉資金借用書 省略

省略

ついては、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第

１２９号）及びこれに基づく政令等の定めるところに従い償還しま

す。

省略

ついては、母子及び寡婦福祉法 （昭和３９年法律第

１２９号）及びこれに基づく政令等の定めるところに従い償還しま

す。

省略 省略

利子 年 分 利子 年３分

省略 省略

（注）

１・２ 省略

３ 無利子の場合は、「利子」欄の「年 分」の文字を抹消

してください。

様式第７号（その２） 団体用

（注）

１・２ 省略

３ 無利子の場合は、「利子」欄の「年３分」の文字を抹消

してください。

様式第７号（その２） 団体用

母子福祉資金借用書 省略 母子福祉資金借用書 省略

省略

ついては、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第

１２９号）及びこれに基づく政令等の定めるところに従い、償還し

ます。

省略

ついては、母子及び寡婦福祉法 （昭和３９年法律第

１２９号）及びこれに基づく政令等の定めるところに従い、償還し

ます。

省略 省略

（注） 省略

様式第１６号（第１３条関係） 母子修学資金交付停止決定通知書

省略

母子修学資金交付停止決定通知書

省略

様式第１７号（第１３条関係） 母子修学資金貸付減額決定通知書

省略

母子修学資金貸付減額決定通知書

省略

様式第１９号（第１５条関係） 母子福祉資金貸付金一時償還請求書

省略

年 月 日付けであなたに母子福祉資金 資金を貸付

けましたが、次の事実は、母子及び父子並びに寡婦福祉法施行令

（昭和３９年政令第２２４号）第１６条第 号の規定に該当するので

次により貸付金を償還してください。

（注） 省略

様式第１６号

省略

修学資金交付停止決定通知書

省略

様式第１７号

省略

修学資金貸付減額決定通知書

省略

様式第１９号（第１５条関係） 母子福祉資金貸付金一時償還請求書

省略

年 月 日付けであなたに母子福祉資金 資金を貸付

けましたが、次の事実は、母子及び寡婦福祉法施行令

（昭和３９年政令第２２４号）第１６条第 号の規定に該当するので

次により貸付金を償還してください。
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省略

様式第２０号（第１６条関係） 母子福祉資金違約金不徴収願

省略

母子福祉資金違約金不徴収願

年 月 日付で 資金を借り受けましたが次の理由に

よつて償還金を支払期日までに支払うことができなかつたので違

約金を徴収しないようお願いします。

省略

様式第２０号

省略

母子福祉資金違約金不徴収額

年 月 日付で 資金を借り受けましたが次の理由に

よつて償還金を支払期日までに支払うことができない ので違

約金を徴収しないようお願いします。

省略 省略

（注） 省略

様式第２７号（第１８条関係） 母子福祉資金借主の死亡届

省略

（注）

１ 母子修学資金又は母子修業資金の借主が死亡した場合

は、母子修学資金又は母子修業資金によつて現に修学又

は修業している者が届け出ること。

２・３ 省略

様式第３１号（第１８条関係） 母子・父子福祉団体の役員等の異動届

省略

母子・父子福祉団体の役員等の異動届

省略

様式第３４号（第２０条関係） 母子家庭（父子家庭・寡婦）日常生活

支援事業開始届出書

（注） 省略

様式第２７号（第１８条関係） 母子福祉資金借主の死亡届

省略

（注）

１ 修学資金又は修業資金 の借主が死亡した場合

は、修学資金又は修業資金 によつて現に修学又

は修業している者が届け出ること。

２・３ 省略

様式第３１号

省略

母子福祉団体の理事等の異動届

省略

様式第３４号（第２０条関係） 母子家庭等（寡婦）日常生活支援事業

開始届出書

母子家庭（父子家庭・寡婦）日常生活支援事業開始届出書

省略

母子家庭等（寡婦）日常生活支援事業開始届出書

省略

省略 省略

注 省略

様式第３５号（第２１条関係） 母子家庭（父子家庭・寡婦）日常生活

支援事業変更届出書

注 省略

様式第３５号（第２１条関係） 母子家庭等（寡婦）日常生活支援事業

変更届出書

母子家庭（父子家庭・寡婦）日常生活支援事業変更届出書

省略

母子家庭等（寡婦）日常生活支援事業変更届出書

省略

省略 省略

注 省略

様式第３６号（第２２条関係） 母子家庭（父子家庭・寡婦）日常生活

支援事業廃止（休止）届出書

注 省略

様式第３６号（第２２条関係） 母子家庭等（寡婦）日常生活支援事業

廃止（休止）届出書

母子家庭（父子家庭・寡婦）日常生活支援事業廃止（休止）届出書

省略

母子家庭等（寡婦）日常生活支援事業廃止（休止）届出書

省略

省略 省略

注 省略

様式第３７号（第２３条関係） 寡婦福祉資金貸付申請書

様式第３７号（その１） 個人用

（表面）

注 省略

様式第３７号（第２３条関係） 寡婦福祉資金貸付申請書

様式第３７号（その１） 個人用

（表面）

省略 省略

申

請

者

ふりがな

氏 名

省略
申

請

者

ふりがな

氏 名

省略

個人番号

省略 省略

省略 省略

（裏面） （裏面）

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

１６



省略

１～３ 省略

４ 貸付期間欄には、寡婦修学資金、寡婦技能習得資金、寡

婦修業資金又は寡婦生活資金を借り受けようとする場合に

のみ記入すること。

５ 省略

６ 子欄には、寡婦修学資金、寡婦修業資金又は寡婦就学支

度資金を借り受けようとする場合のみ記入すること。

７～９ 省略

１０ この申請書には、次 に掲げる書類を添付するこ

と。

� 寡婦又は母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法

律第１２９号）附則第６条第１項に規定する女子であること

を証する書類

� 寡婦事業開始資金にあつては、事業計画書及びその事

業が免許、許可等を必要とするものについては免許、許

可等を証する書類

� 寡婦事業継続資金にあつては、事業実績書及び借入後

の事業計画書

� 寡婦技能習得資金又は寡婦修業資金にあつては、知識

技能の習得を証する書類

� 寡婦就職支度資金にあつては、就職を証する書類

� 寡婦住宅資金にあつては、住宅を補修し、改築し、又

は増築する箇所の図面及び経費見積書

� 寡婦転宅資金にあつては、賃貸借契約による敷金その

他の一時金を必要とする事実を証する書類

� 寡婦医療介護資金の貸付申請の場合には、医療に係る

資金にあつては医師の証する書類、介護に係る資金にあ

つては介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する保

険給付に係る利用者負担額、償還払額等を証する書類

	 寡婦修学資金にあつては、修学を証する書類


 寡婦就学支度資金にあつては、入学を証する書類

� 省略

省略

１～３ 省略

４ 貸付期間欄には、修学資金、技能習得資金、修業資金又

は生活資金 を借り受けようとする場合に

のみ記入すること。

５ 省略

６ 子欄には、修学資金、修業資金又は就学支度資金

を借り受けようとする場合のみ記入すること。

７～９ 省略

１０ この申請書には、次の各号に掲げる書類を添付するこ

と。

� 寡婦又は母子及び寡婦福祉法 （昭和３９年法

律第１２９号）附則第６条第１項に規定する女子であること

を証する書類

� 事業開始資金 にあつては、事業計画書及びその事

業が免許、許可等を必要とするものについては免許、許

可等を証する書類

� 事業継続資金 にあつては、事業実績書及び借入後

の事業計画書

� 技能習得資金又は修業資金 にあつては、知識

技能の習得を証する書類

� 就職支度資金 にあつては、就職を証する書類

� 住宅資金 にあつては、住宅を補修し、改築し、又

は増築する箇所の図面及び経費見積書

� 転宅資金 にあつては、賃貸借契約による敷金その

他の一時金を必要とする事実を証する書類

� 医療介護資金 の貸付申請の場合には、医療に係る

資金にあつては医師の証する書類、介護に係る資金にあ

つては介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する保

険給付に係る利用者負担額、償還払額等を証する書類

	 修学資金 にあつては、修学を証する書類


 就学支度資金 にあつては、入学を証する書類

� 省略

様式第３７号（その２） 団体用

（表面）

様式第３７号（その２） 団体用

（表面）

省略 省略

母子・父子福祉団体の名称等 省略 母子福祉団体 の名称等 省略

省略 省略

役員

の氏

名、

住所

等

省略 理事

の氏

名、

住所

等

省略

省略 省略

母

子

・

父

子

福

祉

（

年

月

日

省略 母

子

福

祉

団

体

（

年

月

日

省略

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

１７



第２条 愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則の一部を次のように改正する。

様式第３６号の次に次の１様式を加える

団

体

の

資

産

の

状

況

現

在

） の

資

産

の

状

況

現

在

）

省略 省略

（裏面） （裏面）

記 載 上 の 注 意

１ この申請書は、母子・父子福祉団体が申請する場合に使

用すること。

２～５ 省略

６ 母子・父子福祉団体の資産の状況欄については、

�～� 省略

７・８ 省略

９ この申請書には、次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 法人の役員 のうち配偶者のない女子及び貸付

けを受けようとする事業（母子及び父子並びに寡婦福祉

法施行令（昭和３９年政令第２２４号）第６条第１項に規定す

るものに限る。）に使用される者のうち配偶者のない女

子で現に児童を扶養しているもの又は寡婦に係るその事

実を証する書類

�・� 省略

記 載 上 の 注 意

１ この申請書は、母子福祉団体 が申請する場合に使

用すること。

２～５ 省略

６ 母子福祉団体 の資産の状況欄については、

�～� 省略

７・８ 省略

９ この申請書には、次の書類を添付すること。

�～� 省略

� 母子福祉団体の理事のうち配偶者のない女子及び貸付

けを受けようとする事業（母子及び寡婦福祉法施行令

（昭和３９年政令第２２４号）第６条第１項に規定す

るものに限る。）に使用される者のうち配偶者のない女

子で現に児童を扶養しているもの又は寡婦に係るその事

実を証する書類

�・� 省略

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１
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様式第３６号の２（第２２条の２関係） 父子福祉資金貸付申請書

様式第３６号の２（その１） 個人用

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

１９



愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

２０



（様式第３６号の２（その１）の裏面）

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

２１



様式第３６号の２（その２） 団体用

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

２２



愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

２３



（様式第３６号の２（その２）の裏面）

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

２４



（児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部改正）

第３条 児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則の一部改正）

第４条 愛媛県事務処理の特例に関する条例に基づき市町が処理する事務の範囲を定める規則（平成１２年愛媛県規則第１６号）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第４条関係）

徴 収 金 基 準 額 表

別表（第４条関係）

徴 収 金 基 準 額 表

省略 省略

備考

１～５ 省略

６ 世帯の階層がＢ階層と認定された措置児童等の属する

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この

表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は、零

円とする。

� 省略

� 母子世帯等（母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和

３９年法律第１２９号）第１７条第１項又は第３１条の７第１項

の配偶者のない女子又は男子で現に児童を扶養してい

るものの世帯をいう。）

�・� 省略

７～１０ 省略

備考

１～５ 省略

６ 世帯の階層がＢ階層と認定された措置児童等の属する

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この

表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は、零

円とする。

� 省略

� 母子世帯等（母子及び寡婦福祉法 （昭和

３９年法律第１２９号）第１７条に規定する

配偶者のない者 で現に児童を扶養してい

るものの世帯をいう。）

�・� 省略

７～１０ 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

１～１３ 省略 １～１３ 省略

１４ 特例条例

別表４５の項

第１１号に規

定する母子

及び父子並

びに寡婦福

祉法（昭和

３９年法律第

１２９号）の

施行のため

の規則に基

づく事務で

あって規則

で定めるも

の

愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行

細則（昭和４０年愛媛県規則第１９号。以下この

項において「規則」という。）に基づく事務

のうち、次に掲げるもの

� 規則第５条（規則第８条第３項及び第１２

条第３項（これらの規定を規則第２２条の３

第１項及び第２４条第１項において準用する

場合を含む。）並びに規則第２２条の３第１

項及び第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金、

父子福祉資金又は寡婦福祉資金の貸付け等

の決定又は不承認の決定の通知に係る通知

書の交付に関する事務

� 規 則 第６条 第１項（規 則 第８条 第３項

（規則第２２条の３第１項及び第２４条第１項

において準用する場合を含む。）、第２２条

の３第１項及び規則第２４条第１項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく母

子福祉資金、父子福祉資金又は寡婦福祉資

金の借用書等の提出の受付及び知事への送

付に関する事務

１４ 特例条例

別表４５の項

第１１号に規

定する母子

及び寡婦福

祉法

（昭和

３９年法律第

１２９号）の

施行のため

の規則に基

づく事務で

あって規則

で定めるも

の

愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則

（昭和４０年愛媛県規則第１９号。以下この

項において「規則」という。）に基づく事務

のうち、次に掲げるもの

� 規則第５条（規則第８条第３項及び第１２

条第３項（これらの規定を規則

第２４条第１項において準用する

場合を含む。）並びに規則

第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金

又は寡婦福祉資金の貸付け等

の決定又は不承認の決定の通知に係る通知

書の交付に関する事務

� 規 則 第６条 第１項（規 則 第８条 第３項

（規則 第２４条第１項

において準用する場合を含む。）

及び規則第２４条第１項において

準用する場合を含む。）の規定に基づく母

子福祉資金 又は寡婦福祉資

金の借用書等の提出の受付及び知事への送

付に関する事務

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

２５



附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に提出されている第１条の規定による改正前の愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則（以下「旧規則」という。）様

式第１号、様式第７号、様式第２０号及び様式第３７号の規定による書類は、同条の規定による改正後の愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉

法施行細則様式第１号、様式第７号、様式第２０号及び様式第３７号の規定による書類とみなす。

３ この規則施行の際現にある旧規則様式第１号、様式第７号、様式第１９号、様式第２０号、様式第３１号及び様式第３４号から様式第３７号まで

� 規則第８条第１項（規則第２２条の３第１

項及び第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金貸

付金、父子福祉資金貸付金又は寡婦福祉資

金貸付金の増額の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事務

� 規則第９条第２項（規則第２２条の３第１

項及び第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金、

父子福祉資金又は寡婦福祉資金の継続貸付

けの決定又は不承認の決定の通知に係る通

知書の交付に関する事務

� 規則第１０条（規則第２２条の３第１項及び

第２４条第１項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく母子福祉資金、父子

福祉資金又は寡婦福祉資金の貸付けの辞退

又は減額の申出の受付及び当該申出に係る

申出書の知事への送付に関する事務

� 規則第１６条第２項（規則第２２条の３第１

項及び第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金貸

付金、父子福祉資金貸付金又は寡婦福祉資

金貸付金の違約金の不徴収の承認の決定又

は不承認の決定の通知に係る通知書の交付

に関する事務

� 規則第１７条第５項（規則第２２条の３第１

項及び第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金貸

付金、父子福祉資金貸付金又は寡婦福祉資

金貸付金の償還金の支払猶予又は償還免除

（愛媛県特例児童扶養資金貸付金の償還の

一部免除に関する条例（平成１７年愛媛県条

例第２８号）第１条の規定による特例児童扶

養資金貸付金の償還免除を除く。）の決定

又は不承認の決定の通知に係る通知書の交

付に関する事務

� 規則第１８条（規則第２２条の３第１項及び

第２４条第１項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく母子福祉資金貸付

金、父子福祉資金貸付金又は寡婦福祉資金

貸付金に係る届出の受付及び当該届出に係

る届出書の知事への送付に関する事務

� 規則第８条第１項（規則

第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金貸

付金 又は寡婦福祉資

金貸付金の増額の申請の受付及び当該申請

に係る申請書の知事への送付に関する事務

� 規則第９条第２項（規則

第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金

又は寡婦福祉資金の継続貸付

けの決定又は不承認の決定の通知に係る通

知書の交付に関する事務

� 規則第１０条（規則

第２４条第１項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく母子福祉資金

又は寡婦福祉資金の貸付けの辞退

又は減額の申出の受付及び当該申出に係る

申出書の知事への送付に関する事務

� 規則第１６条第２項（規則

第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金貸

付金 又は寡婦福祉資

金貸付金の違約金の不徴収の承認の決定又

は不承認の決定の通知に係る通知書の交付

に関する事務

� 規則第１７条第５項（規則

第２４条第１項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく母子福祉資金貸

付金 又は寡婦福祉資

金貸付金の償還金の支払猶予又は償還免除

（愛媛県特例児童扶養資金貸付金の償還の

一部免除に関する条例（平成１７年愛媛県条

例第２８号）第１条の規定による特例児童扶

養資金貸付金の償還免除を除く。）の決定

又は不承認の決定の通知に係る通知書の交

付に関する事務

� 規則第１８条（規則

第２４条第１項において準用する場合を含

む。）の規定に基づく母子福祉資金貸付

金 又は寡婦福祉資金

貸付金に係る届出の受付及び当該届出に係

る届出書の知事への送付に関する事務

１５～２０ 省略 １５～２０ 省略
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の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することができる。

�愛媛県規則第２４号
愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県会計規則の一部を改正する規則

第１条 愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第１０

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１１号から第１８号まで

に掲げる職にある者については、法第１７２条第１項に規定する職

員（以下「職員」という。）に任命されていない場合にあつて

は、これらの号に掲げる職にある間に限り、職員に任命されてい

るものとして、これらの職にある者をもつてこれに充てる。

�～� 省略

� 警察本部の会計課長、広報県民課県民課長補佐 、交通指

導課取締課長補佐及び運転免許課庶務課長補佐

（出納員以外の会計職員）

第５条 省略

２ 省略

３ 別に辞令を用いるもののほか、次表の左欄に掲げる職員は、こ

れらの者が職員に任命されていない場合にあつては、その職にあ

る間に限り、職員に任命されているものとして、その職にある間

同表右欄の職に充てる。

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第１０

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１１号から第１８号まで

に掲げる職にある者については、法第１７２条第１項に規定する職

員（以下「職員」という。）に任命されていない場合にあつて

は、これらの号に掲げる職にある間に限り、職員に任命されてい

るものとして、これらの職にある者をもつてこれに充てる。

�～� 省略

� 警察本部の会計課長、広報県民課情報公開課長補佐、交通指

導課取締課長補佐及び運転免許課庶務課長補佐

（出納員以外の会計職員）

第５条 省略

２ 省略

３ 別に辞令を用いるもののほか、次表の左欄に掲げる職員は、こ

れらの者が職員に任命されていない場合にあつては、その職にあ

る間に限り、職員に任命されているものとして、その職にある間

同表右欄の職に充てる。

省略 省略 省略 省略

一～五 省略

六 警察署の交通課交通係長（松山東警察署に

あつては、交通第一課交通係長 ）

一～五 省略

六 警察署の交通課交通係長（松山東警察署に

あつては、交通第二課指導取締係長）

省略 省略

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

�～� 省略

� 次の表の左欄に掲げる出納員に委任させる事務は、それぞれ

同表の右欄に掲げる会計事務のうち、公文書の写しの交付に要

する費用を負担させるために徴収する現金（土木部土木管理局

用地課収用係長にあつては、収用委員会の公文書の写しの交付

に係るものに限る。）の収納及び保管に関すること。

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

�～� 省略

� 次の表の左欄に掲げる出納員に委任させる事務は、それぞれ

同表の右欄に掲げる会計事務のうち、公文書の写しの交付に要

する費用を負担させるために徴収する現金（土木部土木管理局

用地課収用係長にあつては、収用委員会の公文書の写しの交付

に係るものに限る。）の収納及び保管に関すること。

出 納 員 会計事務 出 納 員 会計事務

省略 省略

省略

警察本部の広報県民課県民課長補佐

省略 省略

警察本部の広報県民課情報公開課長補佐

省略

２ 省略

（物品の分類）

第１６６条 物品管理者は、物品を、次に掲げる分類基準により分類

し、別に定める物品分類表により細分類しなければならない。

２ 省略

（物品の分類）

第１６６条 物品管理者は、物品を、次に掲げる分類基準により分類

し、別に定める物品分類表により細分類しなければならない。
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分 類 分 類 基 準 分 類 分 類 基 準

一 備品 性質及び形状を変えることなく、長期間使用で

きる物品であつて、取得価格（取得価格がない

とき、又は明らかでないときは、評価額）が５

万円 以上のもの。

ただし、次に掲げる物品については、取得価格

を問わないものとする。

１ 省略

２ 標本、美術品等であつて長期間の保存を

要するもの

３ 省略

一 備品 性質及び形状を変えることなく、長期間使用で

きる物品であつて、取得価格（取得価格がない

とき、又は明らかでないときは、評価額）が１

万円（図書にあつては、５千円）以上のもの。

ただし、次に掲げる物品については、取得価格

を問わないものとする。

１ 省略

２ 机、いす及び保管庫

３ 加除式の法規集、判例集、実例集等

４ 閲覧又は貸出しのための図書

５ 動物

６ 展示を目的とする物品

７ 他の法令等の定めにより備品として管理

しなければならない物品

８ 省略

二 動物 牛、豚、鶏、魚等の動物のうち個体ごとに管理

するもの。ただし、生産品並びに試験、研究、

教育実習等に用いられる動物及び生後６箇月未

満の動物を除く。

三 省略 二 省略

四 郵便切

手類

郵便切手、郵便はがき、収入印紙その他金券類

五 原材料 工事、生産若しくは工作のため消耗され、又は

築造物の構成部分となる物品

六 消耗品 一から五までに掲げる物品以外の物品 三 消耗品 一及び二 に掲げる物品以外の物品

（物品の受入れ又は払出しの通知）

第１６８条 省略

２ 本庁各課（警察本部を除く。）及び地方機関における物品管理

者は、前項の規定にかかわらず、物品管理簿若しくは動物管理

簿 （以下「物品管理簿

等」という。）若しくは消耗品受払簿、郵便切手類受払簿

、生産品受払簿若しくは原材料受払簿（以下「消

耗品受払簿等」という。）又は第１７９条第２項に規定する適宜の

様式（以下「適宜の様式」という。）により物品の受入れ又は払

出しの通知をすることができる。

３～５ 省略

６ 前渡資金により物品を取得した資金前渡担任者は、物品取得調

書（様式第７３号）を物品管理者に提出し、物品があるときは、こ

れを引継がなければならない。ただし、第１７９条第４項の規定に

より帳簿の記録を省略する物品については、この限りでない。

（物品の使用）

第１７２条 物品管理者は、職員に専用して使用させることが適当と

認められる備品については、職員を指定してこれを使用させるこ

とができる。この場合においては、物品管理簿等又は適宜の様式

に記帳して当該職員の受領印を徴さなければならない。

２ 物品管理者は、消耗品、郵便切手類及び原材料（以下「消耗品

等」という。）を職員に使用させるときは、消耗品受払簿等に記

（物品の受入れ又は払出しの通知）

第１６８条 省略

２ 本庁各課（警察本部を除く。）及び地方機関における物品管理

者は、前項の規定にかかわらず、備品管理簿、 動物管理

簿、図書管理簿若しくは標本・模型類管理簿（以下「備品管理簿

等」という。）若しくは消耗品受払簿、郵便切手・郵便はがき・

収入印紙受払簿、生産品受払簿若しくは原材料受払簿（以下「消

耗品受払簿等」という。）又は第１７９条第２項に規定する適宜の

様式（以下「適宜の様式」という。）により物品の受入れ又は払

出しの通知をすることができる。

３～５ 省略

６ 前渡資金により物品を取得した資金前渡担任者は、物品取得調

書（様式第７３号）を物品管理者に提出し、物品があるときは、こ

れを引継がなければならない。

（物品の使用）

第１７２条 物品管理者は、職員に専用して使用させることが適当と

認められる備品については、職員を指定してこれを使用させるこ

とができる。この場合においては、備品管理簿等又は適宜の様式

に記帳して当該職員の受領印を徴さなければならない。ただし、

別に定める備品については、記帳の一部及び受領印を省略するこ

とができる。

２ 物品管理者は、消耗品

を職員に使用させるときは、消耗品受払簿等に記
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帳して当該消耗品等を交付し、当該職員の受領印を徴さなければ

ならない。ただし、文具、料紙及び紙製品類については、消耗品

受払簿に記帳して庶務を担当する係長等に各月使用見込数量を一

括して交付し、当該庶務を担当する係長等の受領印を徴すること

ができる。

３ 前項の規定により消耗品等を職員に使用させる場合において、

第１７９条第４項の規定により帳簿の記帳を省略したときは、第１６４

条に規定する検査調書に当該職員の受領印を徴するものとする。

４～６ 省略

（物品の分類変更）

第１７３条 省略

２ 本庁各課（警察本部を除く。）及び地方機関における物品管理

者は、前項の規定にかかわらず、物品管理簿等若しくは消耗品受

払簿等又は適宜の様式により物品の分類変更の通知をすることが

できる。

（物品の管理換え等）

第１７４条 省略

２ 省略

３ 物品管理者は、前項の規定による物品の送付を受けたときは、

直ちに物品管理簿等又は消耗品受払簿等に記帳し、物品出納者の

確認を受けなければならない。

４・５ 省略

（帳簿の記帳等）

第１７９条 物品管理者は、物品の受入れ、払出し、分類変更又は管

理換えをしたときは、物品管理簿等又は消耗品受払簿等に記帳し

なければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、物品管理者は、生産品又は消耗品に

分類される動物 につ

いては、適宜の様式を定めて記帳することができる。

３ 物品出納者は、物品の受入れ、払出し、分類変更又は管理換え

の通知を受けたときは、物品出納簿、動物出納簿又は消耗品等・

生産品出納簿 に記帳しなければ

ならない。

４ 物品管理者及び物品出納者は、第１項及び前項の規定にかかわ

らず、取得後直ちに一括して払出しをする消耗品

については、帳簿の記録を省略することができる。

（指定金融機関等の帳簿の保存年限）

第２２７条 指定金融機関等は、前条に規定する帳簿のうち、当該指

定金融機関等が記帳するものを、年度経過後５年保存しなければ

ならない。

別表第４（第７８条、第２２６条関係）

帳して当該消耗品 を交付し、当該職員の受領印を徴さなければ

ならない。ただし、文具、料紙及び紙製品類については、消耗品

受払簿に記帳して庶務を担当する係長等に各月使用見込数量を一

括して交付し、当該庶務を担当する係長等の受領印を徴すること

ができる。

３ 前項の規定により消耗品 を職員に使用させる場合において、

第１７９条第４項の規定により帳簿の記帳を省略したときは、第１６４

条に規定する検査調書に当該職員の受領印を徴するものとする。

４～６ 省略

（物品の分類変更）

第１７３条 省略

２ 本庁各課（警察本部を除く。）及び地方機関における物品管理

者は、前項の規定にかかわらず、備品管理簿等若しくは消耗品受

払簿等又は適宜の様式により物品の分類変更の通知をすることが

できる。

（物品の管理換え等）

第１７４条 省略

２ 省略

３ 物品管理者は、前項の規定による物品の送付を受けたときは、

直ちに備品管理簿等又は消耗品受払簿等に記帳し、物品出納者の

確認を受けなければならない。

４・５ 省略

（帳簿の記帳等）

第１７９条 物品管理者は、物品の受入れ、払出し、分類変更又は管

理換えをしたときは、備品管理簿等又は消耗品受払簿等に記帳し

なければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、物品管理者は、生産品 に

分類される動物又は次に掲げる動物で備品に分類されるものにつ

いては、適宜の様式を定めて記帳することができる。ただし、第

２号に掲げる動物で備品に分類されるものが生後６箇月を経過し

たときは、この限りでない。

� 水産動物及び小鳥

� 前号に定めるもののほか、生後６箇月未満の動物

３ 物品出納者は、物品の受入れ、払出し、分類変更又は管理換え

の通知を受けたときは、備品出納簿、動物出納簿、図書出納簿、

標本・模型類出納簿又は消耗品・生産品出納簿に記帳しなければ

ならない。

４ 物品管理者及び物品出納者は、第１項及び前項の規定にかかわ

らず、取得後直ちに一括して払出しをする消耗品（原材料を除

く。）については、帳簿の記録を省略することができる。

（指定金融機関等の帳簿の保存年限）

第２２７条 指定金融機関等は、前条に規定する帳簿のうち、当該指

定金融機関等が記帳するものを、年度経過後１０年保存しなければ

ならない。

別表第４（第７８条、第２２６条関係）

帳簿の種類及び様式 記帳の原因、時期等 記帳者 帳簿の種類及び様式 記帳の原因、時期等 記帳者

省略 省略

物品管理簿（様式第

１２８号）

備品及び消耗品のうち別に定

めるもの の受入れ、

払出し、分類変更、使用、返

還、管理換え等をしたとき。

省略 備品管理簿（様式第

１２８号）

備品（動物、図書、標本及び

模型類を除く。）の受入れ、

払出し、分類変更、使用、返

還、管理換え等をしたとき。

省略
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動物管理簿（様式第

１２９号）

動物の受入れ、

払出し、分類変更、使用、返

還、管理換え等をしたとき。

省略 動物管理簿（様式第

１２９号）

備品のうち、動物の受入れ、

払出し、分類変更、使用、返

還、管理換え等をしたとき。

省略

図書管理簿（様式第

１３０号）

備品のうち、図書の受入れ、

払出し、分類変更、使用、返

還、管理換え等をしたとき。

物品管

理者

標本・模型類管理簿

（様式第１３１号）

備品のうち、標本及び模型類

の受入れ、払出 し、分 類 変

更、使用、返還、管理換え等

をしたとき。

物品管

理者

消耗品受払簿（様式

第１３２号）

消耗品

の受入れ、払出し、管

理換え等をしたとき。

省略 消耗品受払簿（様式

第１３２号）

消耗品（郵便切手、郵便はが

き、収入印紙及び原材料を除

く。）の受入れ、払出し、管

理換え等をしたとき。

省略

郵便切手類受払簿

（様式第１３３号）

郵便切手類

の受入

れ、払出し、管理換え等をし

たとき。

省略 郵便切手・郵便はが

き・収入印紙受払簿

（様式第１３３号）

消耗品のうち、郵便切手、郵

便はがき及び収入印紙の受入

れ、払出し、管理換え等をし

たとき。

省略

原材料受払簿（様式

第１３４号）

原材料の受入

れ、払出し等をしたとき。

省略 原材料受払簿（様式

第１３４号）

消耗品のうち、原材料の受入

れ、払出し等をしたとき。

省略

省略 省略

物品出納簿（様式第

１３６号）

備品及び消耗品のうち別に定

めるもの の受入れ、

払出し等をしたとき及び分類

変更、管理換え等の通知を受

けたとき。

省略 備品出納簿（様式第

１３６号）

物品（動物、図書、標本及び

模型類を除く。）の受入れ、

払出し等をしたとき及び分類

変更、管理換え等の通知を受

けたとき。

省略

動物出納簿（様式第

１３７号）

動物の受入れ、

払出し等をしたとき及び分類

変更、管理換え等の通知を受

けたとき。

省略 動物出納簿（様式第

１３７号）

備品のうち、動物の受入れ、

払出し等をしたとき及び分類

変更、管理換え等の通知を受

けたとき。

省略

図書出納簿（様式第

１３８号）

備品のうち、図書の受入れ、

払出し等をしたとき及び分類

変更、管理換え等の通知を受

けたとき。

物品出

納者

会計員

標本・模型類出納簿

（様式第１３９号）

備品のうち、標本及び模型類

の受入れ、払出し等をしたと

き及び分類変更、管理換え等

の通知を受けたとき。

物品出

納者

会計員

消耗品等・生産品出

納簿（様式第１４０号）

消耗品等及び生産品の受入

れ、払出し、管理換え等をし

たとき。

省略 消耗品・生産品出納

簿 （様式第１４０号）

消耗品 及び生産品の受入

れ、払出し、管理換え等をし

たとき。

省略

省略 省略

様式第７号（第１７条―第２０条、第２２条、第２８条―第３０条、第２０２

条、第２２５条、別表第４関係） 納入通知書

様式第７号（その１） 省略

様式第７号（その２）

①

省略

②

様式第７号（第１７条―第２０条、第２２条、第２８条―第３０条、第２０２

条、第２２５条、別表第４関係） 納入通知書

様式第７号（その１） 省略

様式第７号（その２）

①

省略

②

省略 省略

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１
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注 １ 納付の

回数と同じ枚数を納入通知書に添付して一括つづりとし

て納入義務者に送付すること。

２・３ 省略

様式第７号（その３） 省略

様式第３３号の２（第６６条、第１９８条、第２０７条、第２１１条、第２２０条関

係） 支払通知書

注 １ 用紙寸法は、各片とも日本工業規格Ａ６とし、納付の

回数と同じ枚数を納入通知書に添付して一括つづりとし

て納入義務者に送付すること。

２・３ 省略

様式第７号（その３） 省略

様式第３３号の２（第６６条、第１９８条、第２０７条、第２１１条、第２２０条関

係） 支払通知書

省略 省略

注 １ ２部複写とする

こと。

２・３ 省略

様式第６５号（第１１７条、第１２０条、第１２５条関係） 入札保証金保管

書

注 １ 用紙寸法は、日本工業規格Ａ６とし、２部複写とする

こと。

２・３ 省略

様式第６５号（第１１７条、第１２０条、第１２５条関係） 入札保証金保管

書

省略 省略

様式第６６号（第１１８条、第１２１条、第１２５条関係） 有価証券保管書

注 用紙寸法は、日本工業規格Ａ６とすること。

様式第６６号（第１１８条、第１２１条、第１２５条関係） 有価証券保管書

省略 省略

注 １ 省略

２ 省略

様式第６７号（第１１８条、第２２３条関係） 有価証券預入書

注 １ 用紙寸法は、各片とも日本工業規格Ａ６とすること。

２ 省略

３ 省略

様式第６７号（第１１８条、第２２３条関係） 有価証券預入書

省略 省略

様式第６８号（第１２１条、第２２３条関係） 有価証券払出通知書

注 用紙寸法は、各片とも日本工業規格Ａ６とすること。

様式第６８号（第１２１条、第２２３条関係） 有価証券払出通知書

省略 省略

様式第９２号（第２００条関係） 国庫金等振込通知書

注 用紙寸法は、日本工業規格Ａ６とすること。

様式第９２号（第２００条関係） 国庫金等振込通知書

省略 省略

注 用紙寸法は、日本工業規格Ａ４とすること。

様式第１２９号（第１６８条、第１７２条、第１７３条、第１７９条、別表第４関

係） 動物管理簿

注 用紙寸法は、日本工業規格Ａ６とすること。

様式第１２９号（第１６８条、第１７２条、第１７３条、第１７９条、別表第４関

係） 動物管理簿

省略 省略

注 １～３ 省略

４ 鶏、豚等で、たびたび受入れ又は払出しをするものに

ついては、物品管理簿を動物管理簿として使用すること

ができる。

様式第１３３号（第１６８条、第１７２条、第１７３条、第１７９条、別表第４関

係） 郵便切手類受払簿

注 １～３ 省略

４ 鶏、豚等で、たびたび受入れ又は払出しをするものに

ついては、備品管理簿を動物管理簿として使用すること

ができる。

様式第１３３号（第１６８条、第１７２条、第１７３条、第１７９条、別表第４関

係） 郵便切手・郵便はがき・収入印紙受払簿

省略 省略

注 １ 種別 ごとに別紙とするこ

と。

２～４ 省略

様式第１３７号（第１７９条、別表第４関係） 動物出納簿

注 １ 郵便切手、郵便はがき、収入印紙ごとに別紙とするこ

と。

２～４ 省略

様式第１３７号（第１７９条、別表第４関係） 動物出納簿

省略 省略

注 １・２ 省略

３ 鶏、豚等で、たびたび受入れ又は払出しをするものに

ついては、物品出納簿を動物出納簿として使用すること

ができる。

様式第１４０号（第１７９条、別表第４関係） 消耗品等・生産品出納簿

注 １・２ 省略

３ 鶏、豚等で、たびたび受入れ又は払出しをするものに

ついては、備品出納簿を動物出納簿として使用すること

ができる。

様式第１４０号（第１７９条、別表第４関係） 消耗品・生産品出納簿

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１
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第２条 愛媛県会計規則の一部を次のように改正する。

様式第１２８号を次のように改める。

省略 省略

注１・２ 省略

３ 郵便切手類 については、金額に

よる種別ごとに別紙とすること。

４ 省略

注１・２ 省略

３ 郵便切手、郵便はがき及び収入印紙については、金額に

よる種別ごとに別紙とすること。

４ 省略

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

３２



様式第１２８号（第１６８条、第１７２条、第１７３条、第１７９条、別表第４関係） 物品管理簿
愛
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様式第１３０号及び様式第１３１号を次のように改める。

様式第１３０号及び様式第１３１号 削除

様式第１３６号を次のように改める。
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様式第１３６号（第１７９条、別表第４関係） 物品出納簿
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告 示
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様式第１３８号及び様式第１３９号を次のように改める。

様式第１３８号及び様式第１３９号 削除

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 物品管理者は、この規則の施行に伴い物品の分類変更をする場合は、第１条の規定による改正後の愛媛県会計規則（以下「新規則」と

いう。）第１７３条の規定にかかわらず、第１条の規定による改正前の愛媛県会計規則第１６８条第２項に規定する備品管理簿等又は消耗品受

払簿等（以下「旧管理簿等」という。）により物品の分類変更の通知をすることができる。

３ 前項の規定により通知を受けた物品出納者は、新規則第１７９条第３項の規定にかかわらず、旧管理簿等に職氏名を記載し、押印して帳簿

の記帳に代えることができる。

�愛媛県告示第３９８号
愛媛県個人情報保護条例第２９条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成１４年３月愛媛県告示第７０１号）

の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県告示第３９９号
愛媛県がん対策推進委員会規程（平成２２年３月愛媛県告示第４２２号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

口頭による開示請求をするこ

とができる個人情報の内容

口頭による開

示請求をする

ことができる

期間

口頭による開

示請求をする

ことができる

場所

口頭による開示請求をするこ

とができる個人情報の内容

口頭による開

示請求をする

ことができる

期間

口頭による開

示請求をする

ことができる

場所試験等の名称 開示する内容 試験等の名称 開示する内容

省略 省略

歯科技工士国

家試験

科目別得点及

び総合得点

合格発表の日

から１月間

保健福祉部社

会福祉医療局

医療対策課

省略 省略

愛媛県立子ど

も療育センタ

ー臨時職員採

用試験及び発

達障がい者支

援センター臨

時職員採用試

験

得点及び順位 合格発表の日

から１月間

保健福祉部生

きがい推進局

障がい福祉課

愛媛県立子ど

も療育センタ

ー臨時職員採

用試験及び発

達障害者支援

センター臨時

職員採用試験

得点及び順位 合格発表の日

から１月間

保健福祉部生

きがい推進局

障害福祉課

省略 省略
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訓 令

�愛媛県訓令第２号
庁中一般

愛媛県処務細則の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県処務細則の一部を改正する訓令

愛媛県処務細則（昭和２９年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、保健福祉部健康衛生局健康増進課 に

おいて処理する。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、保健福祉部社会福祉医療局医療対策課に

おいて処理する。

改 正 後 改 正 前

目次

第１章・第２章 省略

第３章 職務及び係の事務分掌（第２条の２―第３４条）

第４章～第７章 省略

附則

第３章 職務及び係の事務分掌

（特命理事）

第２条の２ 特命理事は、知事の命を受け、首都圏における特命事

項を処理する。

第３条 省略

（環境技術専門監）

第４条の２ 環境技術専門監は、上司の命を受け、特命事項を処理

するとともに、防災局及び環境局の分掌事務に係る技術に関し

て、専門的な指導及び助言を行う。

（次長）

第６条の２ 総務担当次長は、えひめ国体推進局長を補佐し、えひ

め国体推進局内の調整を行うとともに、上司の命を受け、国体総

務企画課及び障がい者スポーツ大会課 の事務を掌理し、

部下職員を指揮監督する。

２ 運営・式典担当次長は、上司の命を受け、国体運営・施設課及

び国体競技式典課の事務を掌理し、部下職員を指揮監督する。

３ 省略

（課長等）

第１０条 省略

２・３ 省略

４ 省略

第１３条の２ 省略

（交通警備調整監）

第１３条の３ 交通警備調整監は、上司の命を受け、総合開会式、総

合閉会式等における輸送交通業務、警備業務及び消防防災業務の

安全かつ円滑な運営に向け、警察本部等関係機関との調整及び輸

送実施計画の策定等に係る事務を処理する。

目次

第１章・第２章 省略

第３章 職務及び係の事務分掌（第３条 ―第３４条）

第４章～第７章 省略

附則

第３章 職務及び係の事務分掌

第３条 省略

（営業副本部長）

第４条の２ 営業副本部長は、営業本部長を補佐し、営業本部内の

調整を行うとともに、上司の命を受け、県産品の流通・販売対

策、企業立地、誘客促進等の営業に関する業務を行う。

（次長）

第６条の２ 総務担当次長は、えひめ国体推進局長を補佐し、えひ

め国体推進局内の調整を行うとともに、上司の命を受け、えひめ

国体推進局（国体競技力向上対策課を除く。）の事務を掌理し、

部下職員を指揮監督する。

２ 省略

（課長等）

第１０条 省略

２・３ 省略

４ 環境技術専門監は、上司の命を受け、特命事項を処理するとと

もに、環境局の分掌事務に係る技術に関して、専門的な指導及び

助言を行う。

５ 省略

第１３条の２ 省略
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第３号
庁中一般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 省略

� 専決 部長（えひめ国体推進局長を含む。第５条第１項にお

いて同じ。）、営業本部長、防災安全統括部長、局長（えひめ

国体推進局長を除く。同項において同じ。）、総務担当次長、

運営・式典担当次長、競技力向上担当次長、出納局長、課長、

室長、営業本部マネージャー、原子力安全対策推進監、高速道

路推進監、出納員（出納局会計課長及び審査課長並びに出納局

の主幹（担任事務に限る。）に限る。以下同じ。）又は主幹

（担任事務に限る。）、課長補佐若しくは検査班長（担任事務

に限る。）（以下「主幹等」という。）が、常時、知事（出納

員にあつては、会計管理者）に代わつて特に定められた範囲の

事務の処理について意思の決定を行うことをいう。

� 省略

（代決者）

第５条 代決者は、次の表に掲げるとおりとする。

（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 省略

� 専決 部長（えひめ国体推進局長を含む。第５条第１項にお

いて同じ。）、営業本部長、防災安全統括部長、局長（えひめ

国体推進局長を除く。同項において同じ。）、総務担当次長

、競技力向上担当次長、出納局長、課長、

室長、営業本部マネージャー、原子力安全対策推進監、高速道

路推進監、出納員（出納局会計課長及び審査課長並びに出納局

の主幹（担任事務に限る。）に限る。以下同じ。）又は主幹

（担任事務に限る。）、課長補佐若しくは検査班長（担任事務

に限る。）（以下「主幹等」という。）が、常時、知事（出納

員にあつては、会計管理者）に代わつて特に定められた範囲の

事務の処理について意思の決定を行うことをいう。

� 省略

（代決者）

第５条 代決者は、次の表に掲げるとおりとする。

区分 決裁者
代決者

区分 決裁者
代決者

第１次代決者 第２次代決者 第１次代決者 第２次代決者

知事の

権限に

属する

事務

省略 知事の

権限に

属する

事務

省略

部長 局長（えひめ国体推

進局にあつては、総

務担当次長、運営・

式典担当次長又は競

技力向上担当次長）

省略 部長 局長（えひめ国体推

進局にあつては、総

務担当次長

又は競

技力向上担当次長）

省略

営業本

部長

営業本部マネージャ

ー

営業本

部長

営業副本部長 営業本部マネージャ

ー

省略 省略

総務担

当次長

省略 総務担

当次長

省略

運営・

式典担

当次長

課長 主幹又は課長が指定

した職員

省略 省略

省略 省略

２ 省略 ２ 省略
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別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係）

省略 省略

備考 １ えひめ国体推進局におけるこの表の規定の適用につ

いては、同表決裁区分の欄中「部長」とあるのは「局

長」とし、総務担当次長、運営・式典担当次長又は競

技力向上担当次長の担任事務に係る同表の規定の適用

については、同欄中「局長」とあるのはそれぞれ「総

務担当次長」、「運営・式典担当次長」又は「競技力

向上担当次長」とする。

２ 省略

３ 営業本部マネージャー、営業主幹、

すご味係長又はすごモノ係長の職にある者の服務に関

する事務に係るこの表６の部５の項�及び６の項の規

定の適用については、同表決裁区分の欄中「部長」と

あるのは、「営業本部長」とする。

４ 省略

５ 営業本部マネージャー、営業主幹、

すご味係長又はすごモノ係長の職にある者の営利企業

等の従事許可等に関する事務に係るこの表６の部８の

項及び非常勤の消防団員との兼職の承認に関する事務

に係る同部９の項の規定の適用については、同表決裁

区分の欄中「部長」とあるのは、「経済労働部長」と

する。

６ 営業本部長 、営業本部マネージャ

ー、営業主幹、すご味係長又はすごモノ係長の職にあ

る者の通勤手当等の決定に関する事務に係るこの表６

の部１８の項の規定の適用については、同表決裁区分の

欄中「課長」とあるのは、「産業政策課長」とする。

７～９ 省略

１０ 省略

１１ １０の規定にかかわらず、営業本部長

、営業本部マネージャー、営業主幹、すご味係長又

はすごモノ係長の職にある者の手当の認定等に関する

事務に係るこの表６の部１６の項、１７の項及び１９の項の

規定の適用については、同表決裁区分の欄中「課長」

とあるのは、「産業政策課長」とする。

１２・１３ 省略

別表第２（第４条関係）

知事の権限に属する総務部関係事務に係る特定決裁事項

備考 １ えひめ国体推進局におけるこの表の規定の適用につ

いては、同表決裁区分の欄中「部長」とあるのは「局

長」とし、総務担当次長 又は競

技力向上担当次長の担任事務に係る同表の規定の適用

については、同欄中「局長」とあるのはそれぞれ「総

務担当次長」 又は「競技力

向上担当次長」とする。

２ 省略

３ 営業副本部長、営業本部マネージャー、営業主幹、

すご味係長又はすごモノ係長の職にある者の服務に関

する事務に係るこの表６の部５の項�及び６の項の規

定の適用については、同表決裁区分の欄中「部長」と

あるのは、「営業本部長」とする。

４ 省略

５ 営業副本部長、営業本部マネージャー、営業主幹、

すご味係長又はすごモノ係長の職にある者の営利企業

等の従事許可等に関する事務に係るこの表６の部８の

項及び非常勤の消防団員との兼職の承認に関する事務

に係る同部９の項の規定の適用については、同表決裁

区分の欄中「部長」とあるのは、「経済労働部長」と

する。

６ 営業本部長、営業副本部長、営業本部マネージャ

ー、営業主幹、すご味係長又はすごモノ係長の職にあ

る者の通勤手当等の決定に関する事務に係るこの表６

の部１８の項の規定の適用については、同表決裁区分の

欄中「課長」とあるのは、「産業政策課長」とする。

７～９ 省略

１０ 省略

１１ １０の規定にかかわらず、営業本部長、営業副本部

長、営業本部マネージャー、営業主幹、すご味係長又

はすごモノ係長の職にある者の手当の認定等に関する

事務に係るこの表６の部１６の項、１７の項及び１９の項の

規定の適用については、同表決裁区分の欄中「課長」

とあるのは、「産業政策課長」とする。

１２・１３ 省略

別表第２（第４条関係）

知事の権限に属する総務部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

人

事

課

１～９

省略

人

事

課

１～９

省略

１０ 職員

の退職

管理に

関する

事務

１ 再就職者による依頼等の承

認（地公法第３８条の２第６項

第６号）

○

２ 違反行為の疑いに係る報告

（地公法第３８条の３）

○
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３ 規制違反行為に係る調査に

関すること。

� 実施及び通知（地公法第

３８条の４第１項）

○

� 調査経過の報告（地公法

第３８条の４第２項、第３８条

の５第２項）

○

� 調査結果の報告（地公法

第３８条の４第３項、第３８条

の５第２項）

○

４ 届出の受理（職員の退職管

理に関する条例第３条）

○

別表第３（第４条関係）

知事の権限に属する企画振興部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

知事の権限に属する企画振興部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

室

長

部

長

局

長

室

長

自

転

車

新

文

化

推

進

室

１ 自転

車施策

の総合

企画、

総合調

整及び

推進に

関する

事務

１ 自転車施策の総合企画、総

合調整及び推進に関するこ

と。

自

転

車

新

文

化

推

進

室

１ 自転

車施策

の総合

企画、

総合調

整及び

推進に

関する

事務

１ 自転車施策の総合企画、総

合調整及び推進

○

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

２ 自転

車新文

化の普

及及び

拡大に

関する

事務

１ 自転車新文化の普及及び拡

大に関すること。

２ 自転

車新文

化の普

及及び

拡大に

関する

事務

１ 自転車新文化の普及及び拡

大

○

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

情

報

政

策

課

１～９

省略

情

報

政

策

課

１～９

省略

１０ 放送

法の施

行に関

する事

１ 小規模施設特定有線一般放

送に関すること。

� 業務の届出 の 受 理（第

１３３条第１項）

○
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務 � 変更の届出 の 受 理（第

１３３条第２項）

○

� 小規模施設特定有線一般

放送事業者の地位の承継の

届出の受理（第１３４条第２

項）

○

� 業務の廃止等の届出の受

理（第１３５条）

○

� 関係行政機関等に対する

協力要請（第１４５条第２

項）

○

� 業務の停止命令に係る国

土交通大臣への通知（第

１４５条第３項）

○

� 報告の徴収及び立入検査

（第１４５条第４項）

○

� 業務の停止命令（第１７４

条）

○

� 資料の提出 の 要 求（第

１７５条）

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

地

域

政

策

課

１～６

省略

地

域

政

策

課

１～６

省略

７ 地域

再生法

の施行

に関す

る事務

１ 新たな措置の提案（第４条

の３第１項）

○

２ 地域再生計画に関するこ

と。

	 認定申請及び変更の認定

申請（第５条第１項、第７

条第１項）

○

� 意 見 聴 取（第５条 第５

項、第７条第２項）

○

� 提案に対する処理（第５

条第８項、第７条第２項）

○

� 内閣総理大臣に対する確

認の要求（第５条第１２項、

第７条第２項）

○

� 実 施 状 況 の 報 告（第８

条）

○

� 関係行政機関の事務の調

整の要請（第１０条の２第１

項）

○

� 地域再生に関する施策の

改 善 の 提 案（第１１条 第１

項）

○
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３ 地域再生協議会に関するこ

と。

� 組織（第１２条第１項） ○

� 組織要請への対応（第１２

条第６項）

○

� 構成員に係る申出への対

応（第１２条第９項）

○

４ 地方活力向上地域特定業務

施設整備計画に関すること。

� 認定及び変更の認定（第

１７条の２第３項、第５項）

○

� 認定の取消し（第１７条の

２第６項）

○

５ 地域再生土地利用計画に関

すること。

� 農地転用に係る記載につ

いての同意（第１７条の７第

５項）

○

� 開発行為及び建築行為等

に係る記載についての同意

（第１７条の７第６項）

○

６ 地域再生推進法人に関する

こと。

� 指定（第１９条第１項、第

２項）

○

� 変更の届出の処理（第１９

条第３項、第４項）

○

� 報告の徴収（第２２条第１

項）

○

� 業務運営改善命令（第２２

条第２項）

○

� 指定の取消し（第２２条第

３項、第４項）

○

� 情報の提供等（第２３条） ○

７ 職員の派遣の要請及びあっ

せんの求め（第３４条）

○

８ 省略 ７ 省略

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

別表第４（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹
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県

民

生

活

課

１～４

省略

県

民

生

活

課

１～４

省略

５ 不当

景品類

及び不

当表示

防止法

の施行

に関す

る事務

１ 資料提出要求（第７条第２

項、第３３条第１１項、不当景品

類及び不当表示防止法施行令

（以下この部にお

いて「政令」という。）第２３

条第１項）

○ ５ 不当

景品類

及び不

当表示

防止法

の施行

に関す

る事務

１ 資料提出要求（第４条第２

項、第１２条第１１項、不当景品

類及び不当表示防止法第１２条

の規定による権限の委任等に

関する政令（以下この部にお

いて「政令」という。）第１０

条第１項）

○

２ 措置命令（第７条第１項、

第３３条第１１項、政令第２３条第

１項）

○ ２ 措置命令（第６条、第１２条

第１１項、政令第１０条第１項

）

○

３ 報告の徴収及び立入検査

（第２９条第１項、第３３条第１１

項、政令第２３条第１項）

○ ３ 報告の徴収及び立入検査

（第９条第１項、第１２条第１１

項、政令第１０条第１項）

○

４ 消費者庁長官への報告（政

令第２３条第２項）

○ ４ 消費者庁長官への報告（政

令第１０条第２項）

○

６～９

省略

６～９

省略

１０ 農業

協同組

合法の

施行に

関する

事務

１ 消費生活協同組合への組織

変更の認可（第８４条第１項）

○

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

１３ 省略 １２ 省略

１４ 消費

者安全

法の施

行に関

する事

務

１～６ 省略 １３ 消費

者安全

法の施

行に関

する事

務

１～６ 省略

７ 権限の委任に係る同意及び

変更等の同意（消費者安全法

施行令（次項に お い て「政

令」と い う。）第１０条 第２

項、第３項、第７項）

○ ７ 権限の委任に係る同意及び

変更等の同意（消費者安全法

施行令（次項に お い て「政

令」と い う。）第９条 第２

項、第３項、第７項）

○

８ 消費者庁長官への報告（政

令第１０条第５項）

○ ８ 消費者庁長官への報告（政

令第９条第５項）

○

１５ 省略 １４ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

知

事

専決者

防

災

安

全

統

括

部

長

局

長

課

長

防

災

安

全

統

括

部

長

局

長

課

長

防 １ 災害 １～６６ 省略 防 １ 災害 １～６６ 省略
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災

危

機

管

理

課

対策基

本法の

施行に

関する

事務（

他の主

管に属

するも

のを除

く。）

６７ 指定行政機関の長等による

応急措置の代行を終了した旨

等の通知の受理（政令第３３条

の６第３項）

○ 災

危

機

管

理

課

対策基

本法の

施行に

関する

事務（

他の主

管に属

するも

のを除

く。）

６７ 指定行政機関の長等による

応急措置の代行を終了した旨

等の通知の受理（政令第３３条

の３第３項）

○

６８ 省略 ６８ 省略

２～４

省略

２～４

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

環

境

政

策

課

１～２９

省略

環

境

政

策

課

１～２９

省略

３０ エネ

ルギー

の使用

の合理

化等に

関する

法律に

基づく

エネル

ギー管

理に関

する事

務

１ エネルギーの使用状況の届

出（エネルギーの使用の合理

化等に関する法律（以下この

部において「法」という。）

第７条第３項）

○ ３０ エネ

ルギー

の使用

の合理

化に関

する法

律 に

基づく

エネル

ギー管

理に関

する事

務

１ エネルギーの使用状況の届

出（エネルギーの使用の合理

化に関する法律 （以下この

部において「法」という。）

第７条第３項）

○

２～６ 省略 ２～６ 省略

３１ 省略 ３１ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

循

環

型

社

会

推

進

課

１・２

省略

循

環

型

社

会

推

進

課

１・２

省略

３ 廃棄

物の処

理及び

清掃に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１～４ 省略 ３ 廃棄

物の処

理及び

清掃に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１～４ 省略

５ 非常災害に係る一般廃棄物

処理施設の設置に関するこ

と。

� 一般廃棄物処理計画の変

更等の同意（第９条の３の

２第１項）

○

� 計画変更命令等（第９条

の３第３項、第９条の３の

３第３項）

○
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� 改善命令等（第９条の３

第１０項、第９条の３の３第

３項）

○

６ 省略 ５ 省略

７ 省略 ６ 省略

８ 省略 ７ 省略

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

４～８

省略

４～８

省略

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

保

健

福

祉

課

１～１８

省略

保

健

福

祉

課

１～１８

省略

１９ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

１ 省略 １９ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 介護サービス事業者（社会

福祉法人である介護サービス

事業者に限る。）に係る業務

管理体制の整備に関するこ

と。

２ 介護サービス事業者（社会

福祉法人である介護サービス

事業者に限る。）に係る業務

管理体制の整備に関するこ

と。

�・� 省略 �・� 省略

� 報告の徴収及び立入検査

の結果に係る他の都道府県

知事又は市町村長への通知

及び厚生労働大臣又は他の

都道府県知事からの通知の

受理（第１１５条の３３第４

項）

○ � 報告の徴収及び立入検査

の結果に係る市町長

への通知

及び厚生労働大臣

からの通知の

受理（第１１５条の３３第４

項）

○

�～� 省略 �～� 省略

� 措置命令に違反した内容

に係る他の都道府県知事又

は市町村長への通知及び厚

生労働大臣又は他の都道府

県知事からの通知の受理

（第１１５条の３４第５項）

○ � 措置命令に違反した内容

に係る市町長

への通知及び厚

生労働大臣

からの通知 の 受 理

（第１１５条の３４第５項）

○

２０ 省略 ２０ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

室

長

部

長

局

長

室

長

医 １ 国民 １～４ 省略 医 １ 国民 １～４ 省略
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療

保

険

室

健康保

険法の

施行に

関する

事務

５ 国民健康保険診療報酬審査

委員会及び国民健康保険審査

会の委員に関すること。

療

保

険

室

健康保

険法の

施行に

関する

事務

５ 国民健康保険診療報酬審査

委員会及び国民健康保険審査

会の委員に関すること。

�・� 省略 �・� 省略

� 国民健康保険審査会委員

の任免（第９３条第１項）

○ � 国民健康保険審査会委員

の任免（第９２条 ）

○

６ 省略 ６ 省略

２ 高齢

者の医

療の確

保に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１ 県医療費適正化計画に関す

ること。

２ 高齢

者の医

療の確

保に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１ 県医療費適正化計画に関す

ること。

� 省略 � 省略

� 市町等との協議（第９条

第７項）

○ � 市町 との協議（第９条

第５項）

○

� 計画の厚生労働大臣への

提出及び公表（第９条第８

項）

○ � 計画の厚生労働大臣への

提出及び公表（第９条第６

項）

○

� 保険者等に対する協力の

要請（第９条第９項、第１０

項）

○ � 保険者等に対する協力の

要請（第９条第７項

）

○

� 計画の進捗状況に関する

公表及び厚生労働大臣への

報告（第１１条第１項から第

３項まで）

○ � 計画の進捗状況に関する

評価

（第１１条第１項

）

○

�～� 省略 �～� 省略

２～４ 省略 ２～４ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

医

療

対

策

課

１ 医療

法の施

行に関

する事

務

１～１８ 省略 医

療

対

策

課

１ 医療

法の施

行に関

する事

務

１～１８ 省略

１９ 医療計画の策定及び変更

（第３０条の４第１項、第１５

項、第３０条の６）

○ １９ 医療計画の策定及び変更

（第３０条の４第１項、第１３

項、第３０条の６）

○

２０ 医療計画の策定に必要な他

県との連絡調整（第３０条の４

第１２項）

○ ２０ 医療計画の策定に必要な他

県との連絡調整（第３０条の４

第１０項）

○

２１ 医療計画の策定及び変更に

係る意見の聴取（第３０条の４

第１３項、第１４項）

○ ２１ 医療計画の策定及び変更に

係る意見の聴取（第３０条の４

第１１項、第１２項）

○

２２・２３ 省略 ２２・２３ 省略

２４ 医療対策協議会の設置等

（第３０条の２３第１項）

○ ２４ 医療対策協議会の設置等

（第３０条の１２第１項）

○

２５～４８ 省略 ２５～４８ 省略

２ 農業

協同組

合法の

施行に

関する

事務

１ 組織変更の認可（第８９条第

１項）

○

２ 認定（第９０条第１項） ○
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３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略

５ 省略 ４ 省略

５ がん

対策基

本法の

施行に

関する

事務

１ がん対策の推進に関する計

画の策定及び変更（第１１条）

○

６～２３

省略

６～２３

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

健

康

増

進

課

１～３

省略

健

康

増

進

課

１～３

省略

４ 感染

症の予

防及び

感染症

の患者

に対す

る医療

に関す

る法律

の施行

に関す

る事務

１ 省略 ４ 感染

症の予

防及び

感染症

の患者

に対す

る医療

に関す

る法律

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 感染症に関する情報の収集

及び公表に関すること。

２ 感染症に関する情報の収集

及び公表に関すること。

� 厚生労働大臣への報告等

（第１２条第２項、第３項、

第５項、第６項、第１３条第

３項、第４項、第１４条第３

項、第１４条の２第４項、第

５項、第１５条第８項、第９

項、第１５条の２第２項、第

１５条の３第２項、第３項、

第１６条の３第８項、第９

項、第２６条の３第６項、第

７項、第２６条の４第６項、

第７項、第４４条の７第６

項、第７項、第５０条第２

項、第３項）

○ � 厚生労働大臣への報告等

（第１２条第２項、第３項、

第５項、第６項、第１３条第

３項、第４項、第１４条第３

項、第１５条第５項

、第１５条の２第２項、第

１５条の３第２項、第３項

）

○

� 指定届出機関及び指定提

出機関の指定並びに指定の

取消し（第１４条第１項、第

５項、第１４条の２第１項、

第７項）

○ � 指定届出機関の指定及び

指定の

取消し（第１４条第１項、第

５項

）

○

� 他の都道府県知事又は厚

生労働大臣に対する

協力要請（第１５条第１０項、

第１６条の３第１０項、第２６条

の３第８項、第２６条の４第

８項、第４４条の７第８項、

第５０条第２項、第３項）

○ � 他の都道府県知事又は厚

生労働大臣に対する調査の

協力要請（第１５条第６項

）

○

� 省略 � 省略

３～８ 省略 ３～８ 省略
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５～１１

省略

５～１１

省略

１２ 健康

増進法

の施行

に関す

る事務

１～６ 省略 １２ 健康

増進法

の施行

に関す

る事務

１～６ 省略

７ 勧告（第３２条第１項） ○

８ 勧告に係る措置命令（第３２

条第２項）

○

９ 内閣総理大臣への通知（第

３２条第４項）

○

１３ がん

対策基

本法の

施行に

関する

事務

１ がん対策の推進に関する計

画の策定及び変更（第１１条）

○

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略

１７ 省略 １６ 省略

１８ 省略 １７ 省略

１９ 省略 １８ 省略

２０ 省略 １９ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

薬

務

衛

生

課

１～４

省略

薬

務

衛

生

課

１～４

省略

５ 麻薬

及び向

精神薬

取締法

の施行

に関す

る事務

１ 麻薬取扱者に関すること。 ５ 麻薬

及び向

精神薬

取締法

の施行

に関す

る事務

１ 麻薬取扱者に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 麻薬小売業者間の譲渡許

可（以下この項において

「許可」という。）（第２４

条第１２項第１号、麻薬及び

向精神薬取締法施行規則

（以下この部において「省

令」という。）第９条の２

第３項）

○

� 許可の変更等の届出の処

理（省令第９条の２第６

項、第９項）

○

� 許可に係る麻薬小売業者

の追加の届出の処理（省令

第９条の２第７項、第９

項）

○

� 許可書の再交付（省令第

９条の２第１０項）

○

� 許可書の返納の受理（省

令第９条の２第１１項）

○
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２～８ 省略 ２～８ 省略

６～２６

省略

６～２６

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

子

育

て

支

援

課

１ 省略 子

育

て

支

援

課

１ 省略

２ 母子

及び父

子並び

に寡婦

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 母子福祉資金、父子福祉資

金及び寡婦福祉資金の貸付け

に関すること。

２ 母子

及び父

子並び

に寡婦

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 母子福祉資金、父子福祉資

金及び寡婦福祉資金の貸付け

に関すること。

� 資金の貸付け（行う業務

が２以上の地方局の管轄区

域にわたる母子・父子福祉

団体に対する貸付けに限

る。）の決定（第１４条、第

３１条の６第４項、第３２条第

４項、愛媛県母子及び父子

並びに寡婦福祉法施行細則

（以下この部において「規

則」という。）第４条から

第６条まで、第２２条の３第

１項、第２４条第１項）

○ � 資金の貸付け（行う業務

が２以上の地方局の管轄区

域にわたる母子・父子福祉

団体に対する貸付けに限

る。）の決定（第１４条、第

３１条の６第４項、第３２条第

４項、愛媛県母子及び寡婦

福祉法施行細則

（以下この部において「規

則」という。）第４条から

第６条まで

、第２４条第１項）

○

�～� 省略 �～� 省略

� 貸付金の増額（規則第４

条から第６条第１項まで、

第８条、第２２条の３第１

項、第２４条第１項）

○ � 貸付金の増額（規則第４

条から第６条第１項まで、

第８条

、第２４条第１項）

○

� 継続貸付けの決定（規則

第９条、第２２条の３第１

項、第２４条第１項）

○ � 継続貸付けの決定（規則

第９条

、第２４条第１項）

○

� 貸付けの辞退及び貸付金

の減額の申出の受理（規則

第１０条、第２２条の３第１

項、第２４条第１項）

○ � 貸付けの辞退及び貸付金

の減額の申出の受理（規則

第１０条

、第２４条第１項）

○

� 繰上償還の申出の受理

（規則第１１条、第２２条の３

第１項、第２４条第１項）

○ � 繰上償還の申出の受理

（規則第１１条

、第２４条第１項）

○

� 貸付金に係る届出の受理

（規則第１８条、第２２条の３

第１項、第２４条第１項）

○ � 貸付金に係る届出の受理

（規則第１８条

、第２４条第１項）

○

２ 省略 ２ 省略

３～６

省略

３～６

省略

７ 児童

福祉法

の施行

１ 児童福祉施設に関するこ

と。

７ 児童

福祉法

の施行

１ 児童福祉施設に関するこ

と。

�～	 省略 �～	 省略
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に関す

る事務

に関す

る事務

� 保育士養成施設の指定又

は変更の申請書及び変更届

出書の進達（児童福祉法施

行令（以下この部において

「政令」という。）第５条

第２項から第４項まで）

○

� 実地検査（児童福祉法施

行令（以下この部において

「政 令」と い う。）第３８

条）

○ � 実地検査（政令

第３８

条）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

２～６ 省略 ２～６ 省略

７ 指定保育士養成施設に関す

ること。

� 指定（第１８条の６第１

号）

○

� 報告の徴収等（第１８条の

７第１項）

○

	 変更の承認（政令第５条

第３項）

○


 変更の届出の受理（政令

第５条第４項）

○

� 報告の受理（政令第５条

第５項）

○

� 指定の取消し（政令第５

条第６項、第７項）

○

８～１３

省略

８～１３

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

障

が

い

福

祉

課

１～８

省略

障

害

福

祉

課

１～８

省略

９ 障害

者虐待

の防止

、障害

者の養

護者に

対する

支援等

に関す

る法律

の施行

１ 省略 ９ 障害

者虐待

の防止

、障害

者の養

護者に

対する

支援等

に関す

る法律

の施行

１ 省略

２ 使用者による障害者虐待に

関する通報等の受理（第２２条

第１項、第２項、第２３条）

○

２ 省略 ３ 省略

４ 県障害者権利擁護センター

の業務に関すること

� 市町相互間の連絡調整、

市町に対する情報の提供、

助言その他必要な援助（２

○
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に関す

る事務

に関す

る事務

以上の地方局の所管区域に

わたるものに関するものに

限る。）（第３６条第２項第

２号）

� 相談又は相談を行う機関

の紹介（第３６条第２項第３

号）

○

� 情報の提供、助言、関係

機関との連絡調整その他の

援助（第３６条第２項第４

号）

○

� 情報の収集、分析及び提

供（第３６条第２項第５号）

○

� 広報その他の啓発活動

（第３６条第２項第６号）

○

� その他障害者に対する虐

待の防止等のための必要な

支援（第３６条第２項第７

号）

○

１０ 省略 １０ 省略

１１ 愛媛

県障が

いを理

由とす

る差別

の解消

の推進

に関す

る条例

の施行

に関す

る事務

１ 助言又はあつせんの申立て

に関すること。

� 受理（第９条第１項） ○

� 事実の調査（第１０条第１

項）

○

� 手続開始の要求（第１１条

第１項）

○

２ 当事者に対する勧告（第１２

条第２項）

○

３ 勧告に従わない場合の公表

（第１３条）

○

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

別表第６（第４条関係）

知事の権限に属する経済労働部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

労

政

雇

用

課

１～１１

省略

労

政

雇

用

課

１～１１

省略

１２ 職業

能力開

発促進

法の施

行その

他職業

訓練に

関する

事務

１ 省略 １２ 職業

能力開

発促進

法の施

行その

他職業

訓練に

関する

事務

１ 省略

２ 公共職業能力開発施設の行

う職業訓練に関すること。

２ 公共職業能力開発施設の行

う職業訓練に関すること。

� 愛媛県立高等技術専門校

以外で行う職業訓練の委託

（第１５条の７第３項）

○ � 愛媛県立高等技術専門校

以外で行う職業訓練の委託

（第１５条の６第３項）

○

�～� 省略 �～� 省略

３～９ 省略 ３～９ 省略
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１３ 省略 １３ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

産

業

創

出

課

１・２

省略

産

業

創

出

課

１・２

省略

３ 中小

企業の

新たな

事業活

動の促

進に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１ 株式の取得 の 確 認（第８

条）

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

経

営

支

援

課

１～８

省略

経

営

支

援

課

１～８

省略

９ 官公

需につ

いての

中小企

業者の

受注の

確保に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 中小企業の受注の確保のた

めの施策の促進（第８条）

○ ９ 官公

需につ

いての

中小企

業者の

受注の

確保に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 中小企業の受注の確保のた

めの施策の促進（第７条）

○

１０～２２

省略

１０～２２

省略

２３ 中小

企業に

よる地

域産業

資源を

活用し

た事業

１ 省略 ２３ 中小

企業に

よる地

域産業

資源を

活用し

た事業

１ 省略

２ 地域産業資源の内容の公表

等（第４条第３項）

○ ２ 地域産業資源の内容の公表

等（第４条第２項）

○

３ 地域産業資源活用事業計画

の認定申請書及び変更認定申

請書の進達（第６条第２項、

第７条第４項）

○ ３ 地域産業資源活用事業計画

の認定申請書及び変更認定申

請書の進達（第６条第２項、

第７条第３項）

○
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活動の

促進に

関する

法律の

施行に

関する

事務

４ 認定地域産業資源活用事業

を行う者に対する情報の提供

等（第１８条）

○ 活動の

促進に

関する

法律の

施行に

関する

事務

４ 認定地域産業資源活用事業

を行う者に対する指導及び助

言（第１５条）

○

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

農

政

課

１～４

省略

農

政

課

１～４

省略

５ 農業

委員会

等に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１ 農業委員会ネットワーク機

構に関すること。

５ 農業

委員会

等に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１ 農業会議の会則の変更の認

可（第４５条第２項）

○

� 指定等（第４２条） ○ ２ 農業会議に対する業務又は

会計の検査等監督上必要な命

令及び法令等の違反に対する

措置命令（第５３条、第５４条）

○

� 業務規程の認可（第４４条

第１項）

○

� 業務規程の変更の命令

（第４４条第２項）

○

� 事業計画書及び収支予算

書の認可及び変更の認可

（第４５条第１項）

○

� 事業報告書及び収支決算

書の提出の受理（第４５条第

２項）

○

� 業務の休廃止の許可（第

４６条）

○

� 報告の徴収及び立入検査

（第４８条第１項）

○

� 監督命令（第４９条） ○

	 指定の取消し（第５０条） ○

６～１５

省略

６～１５

省略

１６ 農地

法の施

行に関

する事

務

１～３ 省略 １６ 農地

法の施

行に関

する事

務

１～３ 省略

４ 報告の要求（第５０条） ○ ４ 報告の徴取（第５０条） ○

５～１１ 省略 ５～１１ 省略

１２ 農林水産大臣の市町の指定

に関する 意見の

具申（農地法施行令第９条第

３項 ）

○ １２ 農林水産大臣の権限に属す

る農地の転用に対する意見の

具申（農地法施行令第７条第

３項、第１５条第２項）

○

１３ 農地に係る不服申立てに関

すること。

○
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１４ 農地に係る訴訟に関するこ

と。

○

１３ 省略 １５ 省略

１７ 地域

資源を

活用し

た農林

漁業者

等によ

る新事

業の創

出等及

び地域

の農林

水産物

の利用

促進に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 総合化事業計画（農地法に

係るものに限る。）に関する

こと。

１７ 地域

資源を

活用し

た農林

漁業者

等によ

る新事

業の創

出等及

び地域

の農林

水産物

の利用

促進に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 総合化事業計画（農地法に

係るものに限る。）に関する

こと。

� 省略 � 省略

� 農林水産大臣の認定及び

変更の認定についての

関係農業委員会の

意見聴取（地域資源を活用

した農林漁業者等による新

事業の創出等及び地域の農

林水産物の利用促進に関す

る法律施行令（以下この部

に お い て「政 令」と い

う。）第１条）

○ � 農林水産大臣の認定及び

変更の認定についての農業

会議及び関係農業委員会の

意見聴取（地域資源を活用

した農林漁業者等による新

事業の創出等及び地域の農

林水産物の利用促進に関す

る法律施行令（以下この部

に お い て「政 令」と い

う。）第１条）

○

２ 研究開発・成果利用事業計

画に関すること。

２ 研究開発・成果利用事業計

画に関すること。

� 省略 � 省略

� 主務大臣の認定及び変更

の認定についての

関係農業委員会の意見

聴取（政令第１条）

○ � 主務大臣の認定及び変更

の認定についての農業会議

及び関係農業委員会の意見

聴取（政令第１条）

○

１８・１９

省略

１８・１９

省略

２０ 特定

農山村

地域に

おける

農林業

等の活

性化の

ための

基盤整

備の促

進に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１ 省略 ２０ 特定

農山村

地域に

おける

農林業

等の活

性化の

ための

基盤整

備の促

進に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１ 省略

２ 所有権移転等促進計画の承

認（第８条第６項）

○ ２ 所有権移転等促進計画の承

認（第８条第４項）

○

３ 所有権移転等促進計画の承

認についての農業会議の意見

の聴取（第８条第５項）

○

３ 省略 ４ 省略

２１ 農業

振興地

域の整

備に関

する法

律の施

行に関

１ 農用地等の確保等に関する

基本指針に対する意見の具申

（第３条の２第３項）

○ ２１ 農業

振興地

域の整

備に関

する法

律の施

行に関

１ 農用地等の確保等に関する

基本指針に対する意見の具申

（第３条の２第３項）

○

２ 関係市町の意見の聴取（第

３条の２第４項）

○

３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略
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する事

務

５ 省略 する事

務

４ 省略

６ 省略 ５ 省略

２２ 省略 ２２ 省略

２３ 地域

再生法

の施行

に関す

る事務

１ 遊休工場用地等に工業等以

外の産業を導入する事業に関

する事項の同意（第５条第６

項）

○

２ 地域農林水産業振興施設整

備計画の同意（第１７条の１５第

４項）

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

農

業

経

済

課

１ 農業

協同組

合法の

施行に

関する

事務

１ 省略 農

業

経

済

課

１ 農業

協同組

合法の

施行に

関する

事務

１ 省略

２ 信用事業規程等の設定、変

更及び廃止の承認並びに信用

事業規程等の変更の届出の受

理（第１１条、第１１条の１７、第

１１条の４２、第１１条の４８、第１１

条の５１）

○ ２ 信用事業規程等の設定、変

更及び廃止の承認並びに信用

事業規程等の変更の届出の受

理（第１１条、第１１条の７、第

１１条の２３、第１１条の２９、第１１

条の３２）

○

３ 信用事業（法第１０条第１項

第３号の事業をいう。以下こ

の部において同じ。）を行う

農業協同組合及び農業協同組

合連合会（以下この部におい

て「農協」という。）及び子

会社等の同一人に対する信用

供与等限度額に係る特例の承

認（第１１条の８第１項ただし

書、第２項ただし書）

○ ３ 信用事業（法第１０条第１項

第３号の事業をいう。以下こ

の部において同じ。）を行う

農業協同組合及び農業協同組

合連合会（以下この部におい

て「農協」という。）及び子

会社等の同一人に対する信用

供与等限度額に係る特例の承

認（第１１条の４第１項ただし

書、第２項ただし書）

○

４ 信用事業又は共済事業を行

う農協における特定関係者等

との取引等の特例の承認（第

１１条の９ただし書）

○ ４ 信用事業又は共済事業を行

う農協における特定関係者等

との取引等の特例の承認（第

１１条の５ただし書）

○

５ 共済事業を行う農協の価格

変動準備金の積立て等に係る

特例の認可（第１１条の３４第１

項ただし書、第２項 た だ し

書）

○ ５ 共済事業を行う農協の価格

変動準備金の積立て等に係る

特例の認可（第１１条の１５第１

項ただし書、第２項 た だ し

書）

○

６ 責任準備金等に係る意見書

の処理（第１１条の４０第２項、

第３項）

○ ６ 責任準備金等に係る意見書

の処理（第１１条の２１第２項、

第３項）

○

７ 共済計理人の解任の命令

（第１１条の４１）

○ ７ 共済計理人の解任の命令

（第１１条の２２）

○

８ 農業協同組合の信託事業に

ついて裁判所に代わつて行う

措置（第１１条の４５）

○ ８ 農業協同組合の信託事業に

ついて裁判所に代わつて行う

措置（第１１条の２６）

○
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９ 共済契約の契約条件の変更

の申出の承認（第１１条の５２第

３項）

○ ９ 共済契約の契約条件の変更

の申出の承認（第１１条の３３第

３項）

○

１０ 共済契約の解約に係る業務

の停止その他必要な措置の命

令（第１１条の５３）

○ １０ 共済契約の解約に係る業務

の停止その他必要な措置の命

令（第１１条の３４）

○

１１ 共済調査人の選任及び解任

（第１１条の５８第１項、第３

項）

○ １１ 共済調査人の選任及び解任

（第１１条の３９第１項、第３

項）

○

１２ 共済契約の契約条件の変更

の内容等の調査の依頼及び調

査に関する事項等の指定（第

１１条の５８第１項、第２項）

○ １２ 共済契約の契約条件の変更

の内容等の調査の依頼及び調

査に関する事項等の指定（第

１１条の３９第１項、第２項）

○

１３ 共済事業を行う組合の契約

条件の変更の承認（第１１条の

６１第１項）

○ １３ 共済事業を行う組合の契約

条件の変更の承認（第１１条の

４２第１項）

○

１４ 信用事業又は共済事業を行

う農業協同組合等による特定

事業会社である国内の会社の

株式の基準議決権数超過取得

の承認（第１１条の６５第２項た

だし書）

○ １４ 信用事業又は共済事業を行

う農業協同組合等による特定

事業会社である国内の会社の

株式の基準議決権数超過取得

の承認（第１１条の４６第２項た

だし書）

○

１５～１８ 省略 １５～１８ 省略

１９ 農協の設立、解散の決議及

び合併の認可並びに設立認可

の取消し、解散及び組織変更

の届出の受理（第５９条、第６１

条第１項、第２項、第５項、

第６３条第２項、第６４条第２項

から第５項まで、第６５条第２

項、第３項、第７３条の１０、第

８０条）

○ １９ 農協の設立、解散の議決及

び合併の認可並びに設立認可

の取消し及び解散

の届出の受理（第５９条、第６１

条第１項、第２項、第５項、

第６３条第２項、第６４条第２項

から第４項まで、第６５条第２

項、第３項

）

○

２０ 農業協同組合連合会の法定

解散の届出の処理（第６４条第

８項）

○ ２０ 農業協同組合連合会の法定

解散の届出の処理（第６４条第

７項）

○

２１ 休眠組合が事業を廃止して

いない旨の届出をすべき旨の

官報公告等（第６４条の２）

○

２２ 農協が継続した旨の届出の

受理（第６４条の３第３項）

○

２３ 出資農協の新設分割の認可

（第７０条の３第３項）

○

２４ 省略 ２１ 省略

２５ 農業協同組合法等の一部を

改正する等の法律（以下この

部及び２の部において「改正

法」という。）附則第９条の

規定によりなお存続するもの

とされた全国農業協同組合中

央会の監査実施計画に対する

○ ２２

全国農業協同組合中

央会の監査実施計画に対する

○
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意見の具申（改正法附則第１０

条の規定によりなおその効力

を有するものとされた改正法

第１条の規定による改正前の

農業協同組合法（以下この部

において「旧法」という。）

第７３条の２７第１項）

意見の具申（

第７３条の２７第１項）

２３ 農協の解散登記の嘱託（第

８９条第２項）

○

２６ 農協及び改正法附則第９条

の規定によりなお存続するも

のとされた愛媛県農業協同組

合中央会（以下この部におい

て「存続中央会」という。）

に対する法令、定款、規約及

び規程の遵守状況に関する必

要な報告の徴収並びに一般状

況資料の提出の命令（第９３条

第１項、旧法第９３条第１項）

○ ２４ 農協及び

愛媛県農業協同組

合中央会（以下この部におい

て「農協中央会」という。）

に対する法令、定款、規約及

び規程の遵守状況に関する必

要な報告の徴収並びに一般状

況資料の提出の命令（第９３条

第１項 ）

○

２７ 省略 ２５ 省略

２８ 農協、存続中央会、子会社

等、信用事業受託者及び共済

代理店の検査（第９４条第１項

から第６項まで、旧法第９４

条）

○ ２６ 農協、農協中央会、子会社

等、信用事業受託者及び共済

代理店の検査（第９４条

）

○

２９ 農協及び存続中央会の業務

会計等に関する監督上必要な

措置（第９４条の２、旧法第９４

条の２）

○ ２７ 農協及び農協中央会の業務

会計等に関する監督上必要な

措置（第９４条の２

）

○

３０ 農協及び存続中央会の法令

等の違反に対する必要な措

置、業務の停止及び役員の改

選の命令並びに信用事業規程

等の承認の取消し（第９５条、

旧法第９５条）

○ ２８ 農協及び農協中央会の法令

等の違反に対する必要な措

置、業務の停止及び役員の改

選の命令並びに信用事業規程

等の承認の取消し（第９５条

）

○

３１ 省略 ２９ 省略

３２ 農協に対する処分又は命令

を行う際の存続中央会への意

見の聴取（旧法第９５条の４）

○ ３０ 農協に対する処分又は命令

を行う際の農協中央会への意

見の聴取（ 第９５条の４）

○

３３ 農協及び存続中央会の総会

決議、選挙及び当選の取消し

（第９６条第１項、旧法第９６条

第１項）

○ ３１ 農協及び農協中央会の総会

決議、選挙及び当選の取消し

（第９６条第１項

）

○

３２ 農協の施設専属利用契約の

取消し（第９７条）

○

３４ 農協等の不祥事件に関する

届出の受理（第９７条第１２号

、農業協同組合法施行規則

（以下この部において「省

令」と い う。）第２３１条 第１

項第２２号）

○ ３３ 農協等の不祥事件に関する

届出の受理（第９７条の２第１２

号、農業協同組合法施行規則

（以下この部において「省

令」と い う。）第２３１条 第１

項第２２号）

○
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３５ 農協等の不祥事件に関する

もの以外の届出の受理（第９７

条、省令第２３１条第１項第１

号から第２１号まで）

○ ３４ 農協等の不祥事件に関する

もの以外の届出の受理（第９７

条の２、省令第２３１条第１項

）

○

３６ 特定農業協同組合に係る余

裕金の運用の承認（農業協同

組合法施行令第３２条第５項た

だし書 ）

○ ３５ 特定農業協同組合に係る余

裕金の運用の承認（農業協同

組合法施行令第３条の５第５

項ただし書）

○

３７ 農協の解散等の登記の嘱託

（組合等登記 令 第１４条 第４

項、第２６条第２項）

○

３８ 業務報告書の提出、縦覧書

類の縦覧の開始及び事業計画

書等の提出の延期の承認（省

令第２０２条第７項、第２０６条第

２項、第２３２条第５項）

○ ３６ 業務報告書の提出、縦覧書

類の縦覧の開始及び事業計画

書等の提出の延期の承認（省

令第２０２条第７項、第２０６条第

２項、第２３２条第６項）

○

３９ 省略 ３７ 省略

４０ 省略 ３８ 省略

２ 改正

法附則

第４６条

第１項

の規定

により

なおそ

の効力

を有す

るもの

とされ

た改正

法第６

条の規

定によ

る廃止

前の農

業倉庫

業法の

施行に

関する

事務

１・２ 省略 ２

農

業倉庫

業法の

施行に

関する

事務

１・２ 省略

３ 農業倉庫収容力の変更並び

に農業倉庫事業の休止、廃止

及び再開の届出の処理（農業

協同組合法等の一部を改正す

る等の法律の施行に伴う農林

水産省関係省令の整備に関す

る省令（以下この項において

「改正省令」という。）附則

第２条の規定によりなおその

効力を有するものとされた改

正省令第１条の規定による廃

止前の農業倉庫業法施行規則

第１３条、第１４条）

○ ３ 農業倉庫収容力の変更並び

に農業倉庫事業の休止、廃止

及び再開の届出の処理（

農業倉庫業法施行規則

第１３条、第１４条）

○

３～１３

省略

３～１３

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

農

地

１～３

省略

農

地

１～３

省略
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整

備

課

４ 農業

の有す

る多面

的機能

の発揮

の促進

に関す

る法律

の施行

に関す

る事務

１ 基本方針の策定及び変更

（第５条第１項、第４項、第

５項）

○ 整

備

課

２ 農林水産大臣との協議（第

５条第３項）

○

３ 促進計画の策定及び変更に

係る協議（第６条第４項、第

６項）

○

４ 土地改良施設についての管

理に関する事項の同意（第７

条第４項）

○

５ 省略 ４ 省略

６ 中山

間地域

等直接

支払交

付金実

施要領

（平成

１２年４

月１日

付け農

林水産

事務次

官通知

）の施

行に関

する事

務

１ 特認地域及び特認基準に関

すること。

� 設定及び変更（第４、中

山間地域等直接支払交付金

実施要領の運用について

（平成１２年４月１日付け農

林水産省構造改善局長通

知。以下この部において

「運用通知」という。）第

３の１２）

○

� 農村振興局長との協議

（第４、運 用 通 知 第３の

１２）

○

２ 緩傾斜農用地のガイドライ

ンの策定（第４の２、運用通

知第３の９）

○

３ 交付金の交付実績の報告

（第１１）

○

４ 実施状況の公表（第１２） ○

５ 交付金交付の評価（第１３） ○

６ 所要額調書の提出（運用通

知第１４の２）

○

７ 中山

間地域

等直接

支払推

進交付

金実施

要領（

平成１２

年４月

１日付

け農林

水産事

務次官

通知）

の施行

に関す

る事務

１ 事 業 実 績 の 報 告（第６の

２）

○

２ その他推進事業の実施に必

要な事項に関すること（第３

の１）。

○
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８ 省略 ５ 省略

９ 省略 ６ 省略

１０ 省略 ７ 省略

１１ 省略 ８ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

農

産

園

芸

課

１～１８

省略

農

産

園

芸

課

１～１８

省略

１９ 農産

物検査

法の施

行に関

する事

務

１ 不正受検に対する処置（第

１６条、第３７条）

○

２ 登録検査機関に関するこ

と。

� 登録（第１７条第２項、第

６項、第３７条）

○

� 変更等の届出の受理（第

１７条 第７項 か ら 第９項 ま

で、第３７条）

○

� 登録の更新（第１７条第６

項、第１８条第１項、第３

項、第３７条）

○

� 失効の公示（第１８条第４

項、第３７条）

○

� 変更の登録（第１７条第６

項、第１９条第１項、第３

項、第３７条）

○

� 農産物検査の報告の受理

（第２０条第３項、第３７条）

○

� 業務規程の届出の受理

（第２１条第１項、第３７条）

○

� 変更命令（第２１条第２

項、第３７条）

○

	 適合命令（第２２条、第３７

条）

○


 改善命令（第２３条、第３７

条）

○

� 登録の取消し（第２４条、

第３７条）

○

� 業務の停止命令（第２４条

第２項、第４項、第３２条第

１項、第３項、第３７条）

○

３ 報告の徴収（第３０条、第３７

条）

○
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４ 立 入 調 査 等（第３１条 第１

項、第２項、第３７条）

○

５ 申出に係る調査及び措置

（第３３条、第３７条）

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

室

長

部

長

局

長

室

長

担

い

手

・

農

地

保

全

対

策

室

１ 省略 担

い

手

・

農

地

保

全

対

策

室

１ 省略

２ 農業

経営基

盤強化

促進法

の施行

に関す

る事務

１ 省略 ２ 農業

経営基

盤強化

促進法

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 農業経営基盤強化促進基本

方針の作成及び変更について

の農業委員会ネットワーク機

構及び関係者の意見の聴取

（第５条第６項）

○ ２ 農業経営基盤強化促進基本

方針の作成及び変更について

の農業会議及び農業協同組合

中央会 の意見 の 聴 取

（第５条第６項）

○

３・４ 省略 ３・４ 省略

３・４

省略

３・４

省略

５ 中山

間地域

等直接

支払交

付金実

施要領

（平成

１２年４

月１日

付け農

林水産

事務次

官通知

）の施

行に関

する事

務

１ 特認地域及び特認基準に関

すること。

� 設定及び変更（第４、中

山間地域等直接支払交付金

実施要領の運用について

（平成１２年４月１日付け農

林水産省構造改善局長通

知。以下この部において

「運用通知」という。）第

３の１２）

○

� 農村振興局長との協議

（第４、運 用 通 知 第３の

１２）

○

� 決定（第４、運用通知第

３の１２）

○

２ 市町長が特に必要と認める

農用地に関すること。

� 緩傾斜農用地のガイドラ

インの策定（第４の２、運

用通知第３の９）

○

� 市町間の基準の調整 ○

３ 市町村基本方針の認定（第

５）

○

４ 交付金の交付実績の報告

（第１１）

○

５ 実施状況の公表（第１２） ○

６ 交付金交付の評価（第１３） ○

６ 中山 １ 推進指導（第３の１） ○
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間地域

等直接

支払推

進交付

金実施

要領（

平成１２

年４月

１日付

け農林

水産事

務次官

通知）

の施行

に関す

る事務

２ 審査等に関すること。

� 市町村基本方針の策定指

導及び審査（第３の１）

○

� 所要額調書の作成（第３

の１）

○

３ 事業の実施に関すること。

� 市町村実施計画の樹立及

び変更の届出の受理（第４

の２）

○

� 事業実績の報告（第６の

２）

○

４ その他推進事業の実施に必

要な事項に関すること（第３

の１）。

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

畜

産

課

１～２５

省略

畜

産

課

１～２５

省略

２６ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１～５ 省略 ２６ 医薬

品、医

療機器

等の品

質、有

効性及

び安全

性の確

保等に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１～５ 省略

６ 動物用医薬品登録販売者に

関すること。

６ 動物用医薬品登録販売者に

関すること。

� 試験の実施（第３６条の８

第１項、第８３条第１項、省

令第１１５条の５）

○

� 試験の合格の通知及び公

示（省令第１１５条の７）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

７～２１ 省略 ７～２１ 省略

２７～３０

省略

２７～３０

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

林

業

１～１３

省略

林

業

１～１３

省略
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政

策

課

１４ 入会

林野等

に係る

権利関

係の近

代化の

助長に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 入会林野整備計画の適否の

決定及び変更の決定（第６条

第１項、第４項、第９条第１

項、第２項、第５項、第６

項）

○ 政

策

課

２ 異議の申出についての協議

命令及び決定（第７条第１項

から第３項まで）

○

３ 調停案の作成及び受諾勧告

（第８条第３項、第４項）

○

４ 整備計画の認可及び申請の

却下並びに金銭の供託（第１０

条第１項、第２項、第１１条第

１項から第３項まで、第２２条

第１項から第４項まで）

○

５ 整備計画の適否の決定又は

認可のための意見の聴取（第

６条第３項、第９条第４項、

第２２条第２項）

○

６ 入会林野整備計画に係る必

要な登記の嘱託（第１４条第２

項、第３項）

○

７ 入会林野活用促進計画の策

定（森林組合育成対策事業の

運用について（平成１０年４月

８日付け林野庁長官通知））

○

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

森

林

整

備

課

１～１５

省略

森

林

整

備

課

１～１５

省略

１６ 入会

林野等

に係る

権利関

係の近

代化の

助長に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 入会林野整備計画の適否の

決定及び変更の決定（第６

条、第９条）

○

２ 異議の申出についての協議

命令及び決定（第７条）

○

３ 調停案の作成及び受諾勧告

（第８条）

○

４ 整備計画の認可及び申請の

却下並びに金銭の供託（第１０

条、第１１条、第２２条）

○

５ 整備計画の適否の決定又は

認可のための意見の聴取（第

６条、第２２条）

○
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６ 入会林野整備計画に係る必

要な登記の嘱託（第１４条）

○

７ 森林組合育成対策事業の運

用について（平成１０年４月８

日付け林野庁長官通知）の実

施に関すること。

� 入会林野活用促進計画の

策定

○

１６ 省略 １７ 省略

１７ 省略 １８ 省略

１８ 省略 １９ 省略

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する土木部関係事務に係る特定決裁事項

別表第８（第４条関係）

知事の権限に属する土木部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

河

川

課

１・２

省略

河

川

課

１・２

省略

３ 水防

法の施

行に関

する事

務

１ 省略 ３ 水防

法の施

行に関

する事

務

１ 省略

２ 水防活動に関すること。 ２ 水防活動に関すること。

� 洪水予報の通知及び周知

（第１０条第３項、第１１条第

１項、第１３条の４）

○ � 洪水予報の通知及び周知

（第１０条第３項、第１１条第

１項、第１３条の２）

○

� 省略 � 省略

� 洪水に係る水位情報の通

知及び周知を実施する河川

の指定（第１３条第２項

）

○ � 水位情報の通

知及び周知を実施する河川

の指定（第１３条第２項、第

１３条の２）

○

� 洪水特別警戒水位の設定

（第１３条第２項）

○ � 特別警戒水位 の設定

（第１３条第２項）

○

� 洪水に係る水位情報の通

知 及 び 周 知（第１３条 第２

項、第３項、第１３条の４）

○ � 水位情報の通

知 及 び 周 知（第１３条 第２

項、第３項 ）

○

� 洪水浸水想定区域の指

定、公表及び通知（第１４条

第１項、第３項、第４項）

○ � 浸 水 想 定 区 域 の 指

定、公表及び通知（第１４条

第１項、第３項、第４項）

○

�・� 省略 �・� 省略

３・４ 省略 ３・４ 省略

４～６

省略

４～６

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

港

湾

１～３

省略

港

湾

１～３

省略
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海

岸

課

４ 水防

法の施

行に関

する事

務

１ 水防活動に関すること。 海

岸

課

� 高潮に係る水位情報の通

知及び周知を実施する海岸

の指定（第１３条の３）

○

� 高潮特別警戒水位の設定

（第１３条の３）

○

� 高潮に係る水位情報の通

知及び周知（第１３条の３、

第１３条の４）

○

� 高潮浸水想定区域の指

定、公表及び通知（第１４条

の３第１項、第３項、第４

項）

○

５ 省略 ４ 省略

６ 省略 ５ 省略

別表第９（第４条関係）

知事の権限に属するえひめ国体推進局関係事務に係る

特定決裁事項

別表第９（第４条関係）

知事の権限に属するえひめ国体推進局関係事務に係る

特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

知

事

専決者

局

長

総

務

担

当

次

長

課

長

局

長

総

務

担

当

次

長

課

長

国

体

総

務

企

画

課

１・２

省略

国

体

総

務

企

画

課

１・２

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

局

長

総

務

担

当

次

長

室

長

行

幸

啓

室

１ 行幸

啓、行

啓及び

お成り

に関す

る事務

１ 行幸啓、行啓及びお成りに

関すること。

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○
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組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

局

長

総

務

担

当

次

長

課

長

障

が

い

者

ス

ポ

ー

ツ

大

会

課

１ 第１７

回全国

障害者

スポー

ツ大会

の開催

準備に

関する

事務（

他の主

管に属

するも

のを除

く。）

え がお

１ 愛顔つなぐえひめ国体・え

ひめ大会実行委員会の全国障

害者スポーツ大会推進委員会

に関すること。

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

２ 第１７回全国障害者スポーツ

大会の開催準備の企画及び総

合調整に関すること。

○

３ 第１７回全国障害者スポーツ

大会の関係機関等との連絡調

整に関すること。

○

４ その他第１７回全国障害者ス

ポーツ大会の開催準備に関す

ること。

○

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

知

事

専決者

局

長

運

営

・

式

典

担

当

次

長

課

長

局

長

総

務

担

当

次

長

課

長

国

体

運

営

・

施

設

課

１・２

省略

国

体

運

営

・

施

設

課

１・２

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

専決者 専決者

運

営
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第４号
庁 中 一 般

地 方 局

愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

知

事
局

長

・

式

典

担

当

次

長

課

長

知

事
局

長

総

務

担

当

次

長

課

長

国

体

競

技

式

典

課

１・２

省略

国

体

競

技

式

典

課

１・２

省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者

局

長

総

務

担

当

次

長

課

長

障

害

者

ス

ポ

ー

ツ

大

会

課

１ 第１７

回全国

障害者

スポー

ツ大会

の開催

準備に

関する

事務（

他の主

管に属

するも

のを除

く。）

え がお

１ 愛顔つなぐえひめ国体・え

ひめ大会実行委員会の全国障

害者スポーツ大会推進委員会

に関すること。

� 特に重要なもの ○

� 重要なもの ○

� 軽易なもの ○

２ 第１７回全国障害者スポーツ

大会の開催準備の企画及び総

合調整に関すること。

○

３ 第１７回全国障害者スポーツ

大会の関係機関等との連絡調

整に関すること。

○

４ その他第１７回全国障害者ス

ポーツ大会の開催準備に関す

ること。

○
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愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令

愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（総務企画部各課の所掌事務）

第２条 省略

２ 省略

３ 税務課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 県税及び地方法人特別税並びにこれらに伴う徴収すべき金額

の賦課決定に関すること（不動産取得税に係る家屋の評価に関

することを除く。）。

�・� 省略

４～６ 省略

７ 東予地方局課税課においては、第３項第７号から第９号までに

掲げる事務を所掌し、中予地方局課税課においては、同項第７号

から第９号までに掲げる事務及び不動産取得税に係る家屋の評価

に関する事務を所掌する。

８・９ 省略

（産業経済部各課室の所掌事務）

第４条 産業振興課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

�の２ 新規就農者、認定農業者その他担い手に係る補助金に関

すること。

�～� 省略

２～１３ 省略

（土木事務所各課の所掌事務）

第８条 地方局の土木事務所（以下「土木事務所」という。）各課

の所掌事務は、次のとおりとする。

省略

建設企画課

�～	 省略


 削除

�・� 省略

省略

道路課

� 道路事業に関すること（他の主管に属するものを除く。）。

�～
 省略

上島架橋建設課

� 上島架橋建設事業に関すること。

� その他工務に関すること。

大洲・八幡浜自動車道建設課

� 大洲・八幡浜自動車道整備事業に関すること。

� その他工務に関すること。

２ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～ 省略

（総務企画部各課の所掌事務）

第２条 省略

２ 省略

３ 税務課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 県税及び地方法人特別税並びにこれらに伴う徴収すべき金額

の賦課決定に関すること（不動産取得税に係る家屋の評価に関

することを除く。）。

�・� 省略

４～６ 省略

７ 課税課 においては、第３項第７号から第９号までに

掲げる事務を所掌し、中予地方局課税課においては、同項第７号

から第９号までに掲げる事務及び不動産取得税に係る家屋の評価

に関する事務を所掌する。

８・９ 省略

（産業経済部各課室の所掌事務）

第４条 産業振興課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

�～� 省略

２～１３ 省略

（土木事務所各課の所掌事務）

第８条 地方局の土木事務所（以下「土木事務所」という。）各課

の所掌事務は、次のとおりとする。

省略

建設企画課

�～	 省略


 上島架橋建設事業に関すること（東予地方局今治土木事務所

に限る。）。

�・� 省略

省略

道路課

� 道路事業に関すること（他の主管に属するものを除く。）。

�～
 省略

２ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～ 省略

改 正 後 改 正 前
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�の２ 愛媛県薬物の濫用の防止に関する条例第１４条第３項の規

定に基づく身分を示す証明書の交付に関すること。

�～�の３ 省略

�の４ 社会福祉法第４０条の規定に基づく監事からの報告の受理

に関すること（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわたる

社会福祉法人及び２以上の社会福祉施設（同法第６２条第１項に

規定する社会福祉施設（養護老人ホーム及び軽費老人ホームを

除く。）並びに保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施

設及び児童家庭支援センター に限る。

以下この項において同じ。）を設置する社会福祉法人に係るも

のを除く。）。

�の５～�の２３ 省略

�の２４ 介護保険法第１１５条の３２第２項第１号及び第２号並びに

旧介護保険法第１１５条の３２第２項第１号及び第２号の規定に基

づく業務管理体制の整備に関する事項の届出の受理に関するこ

と。

�の２５～�の２８ 省略

�の２９ 介護保険法第１１５条の３３第４項及び旧介護保険法第１１５条

の３３第４項の規定に基づく介護サービス事業者に対する報告の

徴収及び立入検査の結果に係る他の都道府県知事又は市町村長

への通知及び厚生労働大臣又は他の都道府県知事からの通知の

受理に関すること（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわ

たる社会福祉法人である介護サービス事業者及び２以上の社会

福祉施設を設置する社会福祉法人である介護サービス事業者に

係るものを除く。）。

�の３０～�の３２ 省略

�の３３ 介護保険法第１１５条の３４第５項及び旧介護保険法第１１５条

の３４第５項の規定に基づく介護サービス事業者の措置命令違反

の内容に係る他の都道府県知事又は市町村長への通知及び厚生

労働大臣又は他の都道府県知事からの通知の受理に関すること

（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわたる社会福祉法人

である介護サービス事業者及び２以上の社会福祉施設を設置す

る社会福祉法人である介護サービス事業者に係るものを除く。）。

�～� 省略

� 生活困窮者自立支援法第６条第１項の規定に基づく生活困窮

者就労準備支援事業及び生活困窮者家計相談支援事業の実施並

びに同条第２項において準用する同法第４条第２項の規定に基

づく生活困窮者就労準備支援事業及び生活困窮者家計相談支援

事業の委託に関すること。

� 省略

� 省略

	 省略


 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進

に関する法律（以下「認定こども園法」という。）第１９条第１

項の規定に基づく報告の徴収等（２以上の社会福祉施設を設置

する者（市町を除く。）に係るものを除く。）

� 認定こども園法第１９条第２項の規定に基づく当該職員の証明

書の交付

� 認定こども園法第２０条の規定に基づく改善勧告及び改善命令

（２以上の社会福祉施設を設置する者（市町を除く。）に係る

ものを除く。）

１０１ 認定こども園法第２１条第１項の規定に基づく事業停止命令

（２以上の社会福祉施設を設置する者（市町を除く。）に係る

�～�の３ 省略

�の４ 社会福祉法第４０条の規定に基づく監事からの報告の受理

に関すること（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわたる

社会福祉法人及び２以上の社会福祉施設（同法第６２条第１項に

規定する社会福祉施設（養護老人ホーム及び軽費老人ホームを

除く。）並びに保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施

設、児童家庭支援センター及び精神障害者社会復帰施設に限る。

以下この項において同じ。）を設置する社会福祉法人に係るも

のを除く。）。

�の５～�の２３ 省略

�の２４ 介護保険法第１１５条の３２第２項第１号及び第２号並びに

旧介護保険法第１１５条の３２第２項第１号及び第２号の規定に基

づく業務管理体制の整備に関する事項の届出の受理に関するこ

と。

�の２５～�の２８ 省略

�の２９ 介護保険法第１１５条の３３第４項及び旧介護保険法第１１５条

の３３第４項の規定に基づく介護サービス事業者に対する報告の

徴収及び立入検査の結果に係る市町長

への通知及び厚生労働大臣又は他の都道府県知事からの通知の

受理に関すること（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわ

たる社会福祉法人である介護サービス事業者及び２以上の社会

福祉施設を設置する社会福祉法人である介護サービス事業者に

係るものを除く。）。

�の３０～�の３２ 省略

�の３３ 介護保険法第１１５条の３４第５項及び旧介護保険法第１１５条

の３４第５項の規定に基づく介護サービス事業者の措置命令違反

の内容に係る市町長 への通知及び厚生

労働大臣又は他の都道府県知事からの通知の受理に関すること

（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわたる社会福祉法人

である介護サービス事業者及び２以上の社会福祉施設を設置す

る社会福祉法人である介護サービス事業者に係るものを除く。）。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略
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ものを除く。）

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

�の２ 農業協同組合法第７２条の２２ の規定に基づく農事組合

法人の一時理事の選任に関すること。

�の３ 農業協同組合法第７２条の２９第２項の規定に基づく農事組

合法人の定款変更の届出の受理に関すること。

�の４ 農業協同組合法第７２条の３２第４項の規定に基づく農事組

合法人の設立の届出の受理に関すること。

�の５ 農業協同組合法第７２条の３４第２項の規定に基づく農事組

合法人の解散の届出の受理に関すること。

�の６ 農業協同組合法第７２条の３５第３項の規定に基づく農事組

合法人の合併の届出の受理に関すること。

�の７ 農業協同組合法第７２条の４３第３項 の規定に基づく農

事組合法人に係る裁判所に対する意見の具申及び裁判所からの

嘱託による調査に関すること。

�の８ 農業協同組合法第７２条の４３第４項 の規定に基づく農

事組合法人に係る裁判所に対する意見の具申に関すること。

�の９ 農業協同組合法第７２条の４４ の規定に基づく農事組合

法人の清算結了の届出の受理に関すること。

�の１０ 農業協同組合法第７３条第４項において準用する同法第６４

条の２の規定に基づく農事組合法人が事業を廃止していない旨

の届出をすべき旨の公告等に関すること。

�の１１ 農業協同組合法第７３条第４項において準用する同法第６４

条の３第３項の規定に基づく農事組合法人が継続した旨の届出

の受理に関すること。

�の１２ 農業協同組合法第７３条の１０（同法第８０条において準用す

る場合を含む。）の規定に基づく農事組合法人の組織変更の届

出の受理に関すること。

�の１３ 省略

�の１４ 省略

�の１５ 省略

�の１６ 省略

�の１７ 省略

�の１８ 組合等登記令第１４条第４項及び第２６条第２項の規定に基

づく農事組合法人の解散等の登記の嘱託に関すること。

�の１９ 省略

�～�の２ 省略

�の３ 次に掲げる補助金等に係る愛媛県補助金等交付規則第５

条から第７条（同規則第９条第３項及び第１７条第４項において

準用する場合を含む。）まで、第８条第１項、第９条第１項、

第１１条、第１２条第１項及び第２項、第１３条（同規則第１５条第２

項において準用する場合を含む。）、第１４条、第１５条第１項、第

１６条、第１７条第１項、第１８条、第２１条並びに第２４条の規定に基

づく知事の権限に属する事務に関すること。

ア～コ 省略

サ 知事の承認を得た次世代につなぐ果樹産地づくり推進事業

費補助金

シ 省略

ス 省略

セ 知事の承認を得た新規就農者拡大促進事業費補助金

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

�の２ 農業協同組合法第７２条の１２の６の規定に基づく農事組合

法人の一時理事の選任に関すること。

�の３ 農業協同組合法第７２条の１３第２項の規定に基づく農事組

合法人の定款変更の届出の受理に関すること。

�の４ 農業協同組合法第７２条の１６第４項の規定に基づく農事組

合法人の設立の届出の受理に関すること。

�の５ 農業協同組合法第７２条の１７第２項の規定に基づく農事組

合法人の解散の届出の受理に関すること。

�の６ 農業協同組合法第７２条の１８第３項の規定に基づく農事組

合法人の合併の届出の受理に関すること。

�の７ 農業協同組合法第７２条の１８の９第３項の規定に基づく農

事組合法人に係る裁判所に対する意見の具申及び裁判所からの

嘱託による調査に関すること。

�の８ 農業協同組合法第７２条の１８の９第４項の規定に基づく農

事組合法人に係る裁判所に対する意見の具申に関すること。

�の９ 農業協同組合法第７２条の１８の１０の規定に基づく農事組合

法人の清算結了の届出の受理に関すること。

�の１０ 農業協同組合法第７３条の１２（同法第８０条において準用す

る場合を含む。）の規定に基づく農事組合法人の組織変更の届

出の受理に関すること。

�の１１ 省略

�の１２ 省略

�の１３ 省略

�の１４ 省略

�の１５ 省略

�の１６ 省略

�～�の２ 省略

�の３ 次に掲げる補助金等に係る愛媛県補助金等交付規則第５

条から第７条（同規則第９条第３項及び第１７条第４項において

準用する場合を含む。）まで、第８条第１項、第９条第１項、

第１１条、第１２条第１項及び第２項、第１３条（同規則第１５条第２

項において準用する場合を含む。）、第１４条、第１５条第１項、第

１６条、第１７条第１項、第１８条、第２１条並びに第２４条の規定に基

づく知事の権限に属する事務に関すること。

ア～コ 省略

サ 知事の承認を得た果樹戦略品種等供給力強化事業費補助金

シ 知事の承認を得た愛媛水田営農活性化対策事業費補助金

ス 省略

セ 省略
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ソ 知事の承認を得た認定農業者経営改善支援事業費補助金

�～� 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～�の３７ 省略

�の３８ エネルギーの使用の合理化等に関する法律（以下「省エ

ネルギー法」という。）第７４条第１項の規定に基づく指導及び

助言に関すること。

�の３９～�の６１ 省略

�の６２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（以下

「建築物省エネ法」という。）第３０条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画の認定に関すること。

�の６３ 建築物省エネ法第３０条第３項（建築物省エネ法第３１条第

２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能向上計画及びその変更の建築主事への通知に

関すること。

�の６４ 建築物省エネ法第３１条第１項の規定に基づく建築物エネ

ルギー消費性能向上計画の変更の認定に関すること。

�の６５ 建築物省エネ法第３２条の規定に基づく報告の徴収に関す

ること。

�の６６ 建築物省エネ法第３３条の規定に基づく改善命令に関する

こと。

�の６７ 建築物省エネ法第３４条の規定に基づく建築物エネルギー

消費性能向上計画の認定の取消しに関すること。

�の６８ 建築物省エネ法第３６条第２項の規定に基づく建築物のエ

ネルギー消費性能に係る認定に関すること。

�の６９ 建築物省エネ法第３７条の規定に基づく建築物のエネルギ

ー消費性能に係る認定の取消しに関すること。

�の７０ 建築物省エネ法第３８条第１項の規定に基づく報告の徴収

及び立入検査に関すること。

�の７１ 省略

�の７２ 省略

�の７３ 省略

�の７４ 省略

�の７５ 省略

�の７６ 省略

�の７７ 省略

�の７８ 省略

�の７９ 省略

�の８０ 省略

�の８１ 省略

�の８２ 省略

�の８３ 省略

�の８４ 省略

�の８５ 省略

�の８６ 省略

�の８７ 省略

�～� 省略

６ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、総務企画部に関する事

ソ 知事の承認を得たキウイフルーツ全伐採農家営農再開支援

事業費補助金

�～� 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～�の３７ 省略

�の３８ エネルギーの使用の合理化に関する法律 （以下「省エ

ネルギー法」という。）第７４条第１項の規定に基づく指導及び

助言に関すること。

�の３９～�の６１ 省略

�の６２ 省略

�の６３ 省略

�の６４ 省略

�の６５ 省略

�の６６ 省略

�の６７ 省略

�の６８ 省略

�の６９ 省略

�の７０ 省略

�の７１ 省略

�の７２ 省略

�の７３ 省略

�の７４ 省略

�の７５ 省略

�の７６ 省略

�の７７ 省略

�の７８ 省略

�～� 省略

６ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、総務企画部に関する事
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項は、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 不当景品類及び不当表示防止法第７条第２項の規定に基づく

資料の提出の要求に関すること。

�の２ 不当景品類及び不当表示防止法第２９条第１項の規定に基

づく報告の徴収及び立入検査に関すること。

�～� 省略

３ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、健康福祉環境部に関す

る事項は、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則第８条（同規

則第２２条の３第１項及び第２４条第１項において準用する場合を

含む。）の規定に基づく貸付金の増額に関すること。

� 愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則第９条（同規

則第２２条の３第１項及び第２４条第１項において準用する場合を

含む。）の規定に基づく継続貸付けの決定に関すること。

� 愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則第１０条（同規

則第２２条の３第１項及び第２４条第１項において準用する場合を

含む。）の規定に基づく貸付けの辞退及び貸付金の減額の申出

の受理に関すること。

� 愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則第１１条（同規

則第２２条の３第１項及び第２４条第１項において準用する場合を

含む。）の規定に基づく繰上償還の申出の受理に関すること。

�の２～� 省略

４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～�の７ 省略

�の８ 農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２第１項、第

７項及び第８項並びに第１５条の３の規定に基づく開発行為の許

可等及び監督処分に関すること。

�の９～�の１２ 省略

�の１３ 農地法第４条第８項の規定に基づく農地の転用の協議に

関すること。

�の１４ 農地法第４条第９項（第５条第５項において準用する場

合を含む。）の規定に基づく農業委員会の意見の聴取に関する

こと。

�の１５～�の１７ 省略

�の１８ 農地法第１８条第３項の規定に基づく農業委員会ネットワ

ーク機構の意見の聴取に関すること。

�の１９ 省略

�の２０ 農地法第４９条第１項の規定に基づく立入調査等に関する

こと

。

�の２１ 農地法第５０条の規定に基づく土地の状況等に関する報告

の要求に関すること

。

�の２２ 省略

�の２３ 省略

�の２４ 省略

項は、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 不当景品類及び不当表示防止法第４条第２項の規定に基づく

資料の提出の要求に関すること。

�の２ 不当景品類及び不当表示防止法第９条第１項の規定に基

づく報告の徴収及び立入検査に関すること。

�～� 省略

３ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、健康福祉環境部に関す

る事項は、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則 第８条（同規

則第２２条の３第１項及び第２４条第１項において準用する場合を

含む。）の規定に基づく貸付金の増額に関すること。

� 愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則 第９条（同規

則第２２条の３第１項及び第２４条第１項において準用する場合を

含む。）の規定に基づく継続貸付けの決定に関すること。

� 愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則 第１０条（同規

則第２２条の３第１項及び第２４条第１項において準用する場合を

含む。）の規定に基づく貸付けの辞退及び貸付金の減額の申出

の受理に関すること。

� 愛媛県母子及び寡婦福祉法施行細則 第１１条（同規

則第２２条の３第１項及び第２４条第１項において準用する場合を

含む。）の規定に基づく繰上償還の申出の受理に関すること。

�の２～� 省略

４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～�の７ 省略

�の８ 農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２第１項及び

第７項 並びに第１５条の３の規定に基づく開発行為の許

可等及び監督処分に関すること。

�の９～�の１２ 省略

�の１３ 農地法第４条第３項（同条第６項並びに第５条第３項及

び第５項において準用する場合を含む。）及び第１８条第３項の

規定に基づく農業会議に対する諮問に関すること。

�の１４ 農地法第４条第５項の規定に基づく農地の転用の協議に

関すること。

�の１５～�の１７ 省略

�の１８ 省略

�の１９ 農地法第４９条第１項の規定に基づく立入調査等に関する

こと（第７号の１０から前号まで及び第７号の２２から第７号の２４

までに掲げる事項に係るものに限る。）。

�の２０ 農地法第５０条の規定に基づく土地の状況等に関する報告

の徴取に関すること（第７号の１０から第７号の１９まで及び次号

から第７号の２４までに掲げる事項に係るものに限る。）。

�の２１ 省略

�の２２ 省略

�の２３ 省略
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�の２５ 省略

�の２６ 省略

�～� 省略

� 愛媛県漁業調整規則第７条、第１４条及び第２１条の規定に基づ

く漁業の許可等に関すること。ただし、漁業法第６６条第１項に

規定する漁業（小型機船底びき網漁業のうち自家用つり餌料び

き網漁業を除く。）及び県外に住所を有する者の申請に係る漁

業の許可等並びに２以上の地方局の所管区域にわたるものに関

する許可等を除く。

�の２～� 省略

� 愛媛県内水面漁業調整規則第６条の規定に基づく採捕の許可

に関すること（２以上の地方局の所管区域にわたるものに関す

るものを除く。）。

�の２ 愛媛県内水面漁業調整規則第１４条第１項の規定に基づく

許可の内容の変更の許可に関すること（２以上の地方局の所管

区域にわたるものに関するものを除く。）。

�の３ 愛媛県内水面漁業調整規則第１７条の規定に基づく許可証

の書換え交付及び再交付に関すること（２以上の地方局の所管

区域にわたるものに関するものを除く。）。

�の４ 愛媛県内水面漁業調整規則第２４条第２項の規定に基づく

除害設備の設置又は変更の命令に関すること（２以上の地方局

の所管区域にわたるものに関するものを除く。）。

�～� 省略

６～９ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。

	～
の６６ 省略


の６７ 建築物省エネ法第３０条第１項の規定に基づく建築物エネ

ルギー消費性能向上計画の認定に関すること。


の６８ 建築物省エネ法第３０条第３項（建築物省エネ法第３１条第

２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく建築物エ

ネルギー消費性能向上計画及びその変更の建築主事への通知に

関すること。


の６９ 建築物省エネ法第３１条第１項の規定に基づく建築物エネ

ルギー消費性能向上計画の変更の認定に関すること。


の７０ 建築物省エネ法第３２条の規定に基づく報告の徴収に関す

ること。


の７１ 建築物省エネ法第３３条の規定に基づく改善命令に関する

こと。


の７２ 建築物省エネ法第３４条の規定に基づく建築物エネルギー

消費性能向上計画の認定の取消しに関すること。


の７３ 建築物省エネ法第３６条第２項の規定に基づく建築物のエ

ネルギー消費性能に係る認定に関すること。


の７４ 建築物省エネ法第３７条の規定に基づく建築物のエネルギ

ー消費性能に係る認定の取消しに関すること。


の７５ 建築物省エネ法第３８条第１項の規定に基づく報告の徴収

及び立入検査に関すること。


の７６ 省略


の７７ 省略


の７８ 省略


の７９ 省略

�の２４ 省略

�の２５ 省略

�～� 省略

� 愛媛県漁業調整規則第７条、第１４条及び第２１条の規定に基づ

く漁業の許可等に関すること。ただし、漁業法第６６条第１項に
じ

規定する漁業（小型機船底びき網漁業のうち自家用つり餌料び

き網漁業を除く。）及び県外に住所を有する者の申請に係る漁

業の許可等並びに２以上の地方局の所管区域にわたるものに関

する許可等を除く。

�の２～� 省略

� 愛媛県内水面漁業調整規則第２４条 の規定に基づく

除外設備の設置又は変更の命令に関すること（２以上の地方局

の所管区域にわたるものに関するものを除く。）。

�～� 省略

６～９ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。

	～
の６６ 省略


の６７ 省略


の６８ 省略


の６９ 省略


の７０ 省略
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�の８０ 省略

�の８１ 省略

�の８２ 省略

�の８３ 省略

�の８４ 省略

�の８５ 省略

�の８６ 省略

�の８７ 省略

�の８８ 省略

�の８９ 省略

�の９０ 省略

�の９１ 省略

�の９２ 省略

�の９３ 省略

�の９４ 省略

�の９５ 省略

�の９６ 省略

�の９７ 省略

�の９８ 省略

�の９９ 省略

�の１００ 省略

�の１０１ 省略

�の１０２ 省略

�の１０３ 省略

�の１０４ 省略

�の１０５ 省略

�の１０６ 省略

�の１０７ 省略

�の１０８ 省略

�の１０９ 省略

�の１１０ 省略

�の１１１ 省略

�の１１２ 省略

�の１１３ 省略

�の１１４ 省略

�の１１５ 省略

�の１１６ 省略

�の１１７ 省略

�の１１８ 省略

�～�の１６ 省略

２～４ 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第５号
地 方 局

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�の７１ 省略

�の７２ 省略

�の７３ 省略

�の７４ 省略

�の７５ 省略

�の７６ 省略

�の７７ 省略

�の７８ 省略

�の７９ 省略

�の８０ 省略

�の８１ 省略

�の８２ 省略

�の８３ 省略

�の８４ 省略

�の８５ 省略

�の８６ 省略

�の８７ 省略

�の８８ 省略

�の８９ 省略

�の９０ 省略

�の９１ 省略

�の９２ 省略

�の９３ 省略

�の９４ 省略

�の９５ 省略

�の９６ 省略

�の９７ 省略

�の９８ 省略

�の９９ 省略

�の１００ 省略

�の１０１ 省略

�の１０２ 省略

�の１０３ 省略

�の１０４ 省略

�の１０５ 省略

�の１０６ 省略

�の１０７ 省略

�の１０８ 省略

�の１０９ 省略

�～�の１６ 省略

２～４ 省略
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改 正 後 改 正 前

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者

局

長

専決者

部

長

課

長

課

長

補

佐

部

長

課

長

課

長

補

佐

総

務

県

民

課

１～１８

省略

総

務

県

民

課

１～１８

省略

１９ 不当

景品類

及び不

当表示

防止法

の施行

に関す

る事務

１ 資料提出要求（第７条第２

項、第３３条第１１項、不当景品類

及び不当表示防止法施行令

（以下この部において「政

令」という。）第２３条第１項）

○ １９ 不当

景品類

及び不

当表示

防止法

の施行

に関す

る事務

１ 資料提出要求（第４条第２

項、第１２条第１１項、不当景品類

及び不当表示防止法第１２条の規

定による権限の委任等に関する

政令（以下この部において「政

令」という。）第１０条第１項）

○

２ 報告の徴収及び立入検査（第

２９条第１項、第３３条第１１項、政

令第２３条第１項）

○ ２ 報告の徴収及び立入検査（第

９条第１項、第１２条第１１項、政

令第１０条第１項）

○

２０～４４

省略

２０～４４

省略

備考 省略

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

備考 省略

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

企

画

課

１～１８

省略

企

画

課

１～１８

省略

１９ 愛媛

県薬物

の濫用

の防止

に関す

る条例

の施行

に関す

る事務

１ 身分を示す証明書の交付（第

１４条第３項）

○

備考 省略 備考 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

地

域

１～３

省略

地

域

１～３

省略
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福

祉

課

４ 生活

困窮者

自立支

援法の

施行に

関する

事務

１・２ 省略 福

祉

課

４ 生活

困窮者

自立支

援法の

施行に

関する

事務

１・２ 省略

３ 生活困窮者就労準備支援事業

の実施及び委託に関すること

（第４条第２項、第６条第１項

第１号、第２項）。

○

４ 生活困窮者家計相談支援事業

の実施及び委託に関すること

（第４条第２項、第６条第１項

第３号、第２項）。

○

５ 省略 ３ 省略

６ 省略 ４ 省略

７ 省略 ５ 省略

５～９

省略

５～９

省略

１０ 母子

及び父

子並び

に寡婦

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 省略 １０ 母子

及び父

子並び

に寡婦

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 母子福祉資金貸付金、父子福

祉資金貸付金及び寡婦福祉資金

貸付金（行う事業が２以上の地

方局の管轄区域にわたる母子・

父子福祉団体に対する貸付金を

除く。）に関すること。

２ 母子福祉資金貸付金、父子福

祉資金貸付金及び寡婦福祉資金

貸付金（行う事業が２以上の地

方局の管轄区域にわたる母子・

父子福祉団体に対する貸付金を

除く。）に関すること。

� 資金の貸付けの決定（第１３

条、第１４条、第３１条の６第１

項から第４項まで、第３２条第

１項、第２項、第４項、愛媛

県母子及び父子並びに寡婦福

祉法施行細則（以下この部に

おいて「規則」という。）第

４条から第６条まで、第２２条

の３第１項、第２４条第１項）

○ � 資金の貸付けの決定（第１３

条、第１４条、第３１条の６第１

項から第４項まで、第３２条第

１項、第２項、第４項、愛媛

県母子及び寡婦福祉法施行細

則 （以下この部に

おいて「規則」という。）第

４条から第６条まで、第２２条

の３第１項、第２４条第１項）

○

�～� 省略 �～� 省略

� 貸付金の増額（規則第４条

から第６条第１項まで、第８

条、第２２条の３第１項、第２４

条第１項）

○ � 貸付金の増額（規則第４条

から第６条第１項まで、第８

条、第２２条の３第１項、第２４

条第１項）

○

� 継続貸付の決定（規則第９

条、第２２条の３第１項、第２４

条第１項）

○ � 継続貸付の決定（規則第９

条、第２２条の３第１項、第２４

条第１項）

○

� 貸付けの辞退及び貸付金の

減額の申出の受理（規則第１０

条、第２２条の３第１項、第２４

条第１項）

○ � 貸付けの辞退及び貸付金の

減額の申出の受理（規則第１０

条、第２２条の３第１項、第２４

条第１項）

○

� 繰上償還の申出の受理（規

則第１１条、第２２条の３第１

項、第２４条第１項）

○ � 繰上償還の申出の受理（規

則第１１条、第２２条の３第１

項、第２４条第１項）

○

� 貸付金に係る届出の受理

（規則第１８条、第２２条の３第

１項、第２４条第１項）

○ � 貸付金に係る届出の受理

（規則第１８条、第２２条の３第

１項、第２４条第１項）

○

３ 省略 ３ 省略
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１１～２３

省略

１１～２３

省略

２４ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

１～９ 省略 ２４ 介護

保険法

の施行

に関す

る事務

１～９ 省略

１０ 業務管理体制の整備に関する

こと。

１０ 業務管理体制の整備に関する

こと。

� 届出の受理（第１１５条の３２

第２項第１号、第２号、第３

項、第４項、旧法第１１５条の

３２第２項第１号、第２号、第

３項、第４項）

○ � 届出の受理（第１１５条の３２

第２項第１号、第２号、第３

項、第４項、旧法第１１５条の

３２第２項第１号、第２号、第

３項、第４項）

○

�～� 省略 �～� 省略

１１～１７ 省略 １１～１７ 省略

２５～３０

省略

２５～３０

省略

３１ 就学

前の子

どもに

関する

教育、

保育等

の総合

的な提

供の推

進に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１ 幼保連携型認定こども園に関

すること。

� 報告の徴収等（第１９条第１

項）

○

� 当該職員の証明書の交付

（第１９条第２項）

○

� 改善勧告及び改善命令（第

２０条）

○

� 事業停止命令（第２１条第１

項）

○

備考 省略

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

備考 省略

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

産

業

振

興

課

１・２

省略

産

業

振

興

課

１・２

省略

３ 農業

振興地

域の整

備に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１・２ 省略 ３ 農業

振興地

域の整

備に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１・２ 省略

３ 開発行為の許可等及び監督処

分（第１５条の２第１項、第３

項、第６項から第９項まで、第

１５条の３）

○ ３ 開発行為の許可等及び監督処

分（第１５条の２第１項、第３

項、第６項から第８項まで、第

１５条の３）

○

４ 省略 ４ 省略

４ 農業

協同組

１ 省略 ４ 農業

協同組

１ 省略

２ 農事組合法人に関すること。 ２ 農事組合法人に関すること。
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合、農

事組合

法人及

び農業

共済組

合に関

する事

務

� 設立、定款の変更、解散、

合併及び組織変更の届出の受

理（農業協同組合法第７２条の

２９第２項、第７２条の３２第４

項、第７２条の３４第２項、第７２

条の３５第３項、第７２条の４４、

第７３条の１０、第８０条）

○ 合、農

事組合

法人及

び農業

共済組

合に関

する事

務

� 設立、定款の変更、解散、

合併及び組織変更の届出の受

理（農業協同組合法第７２条の

１３第２項、第７２条の１６第４

項、第７２条の１７第２項、第７２

条の１８第３項、第７２条の１８の

１０、第７３条の１２ ）

○

� 省略 � 省略

� 一時理事の選任（農業協同

組合法第７２条の２２ ）

○ � 一時理事の選任（農業協同

組合法第７２条の１２の６）

○

� 裁判所からの嘱託による調

査及び裁判所に対する意見の

具申（農業協同組合法第７２条

の４３第３項 、第４項）

○ � 裁判所からの嘱託による調

査及び裁判所に対する意見の

具申（農業協同組合法第７２条

の１８の９第３項、第４項）

○

� 事業を廃止していない旨の

届出をすべき旨の官報公告等

（農業協同組合法第６４条の２、

第７３条第４項）

○

� 継続した旨の届出の受理

（農業協同組合法第６４条の３

第３項、第７３条第４項）

○

� 解散等の登記の嘱託（組合

等登記令第１４条第４項、第２６

条第２項）

○

５・６

省略

５・６

省略

７ 農地

法の施

行に関

する事

務

１ 農地の転用及び農地等の転用

のための権利移動の許可等

７ 農地

法の施

行に関

する事

務

１ 農地の転用及び農地等の転用

のための権利移動の許可等

� 面積３，０００平方メートルを超

えるもの（第４条第１項、第

８項、第５条第１項、第４

項

）

○ � 面積１，０００平方メートル以上

の もの（第４条第１項、第

５項、第５条第１項、第４

項、農地法施行令第３条第４

項、第７条第２項、第１５条第

２項）

○

� 面積３，０００平方メートル以下

のもの（第４条第１項、第８

項、第５条第１項、第４項

）

○ � 面積１，０００平方メートル未満

のもの（第４条第１項、第５

項、第５条第１項、第４項、

農地法施行令第３条第４項、

第７条第２項、第１５条第２

項）

○

２ 農業委員会の意見の聴取（第

４条第９項、第５条第５項）

○ ２ 農業会議に対する諮問（第４

条第３項、第６項、第５条第３

項、第５項、第１８条第３項）

○

３ 農地等の賃貸借の解除、解約

の申入れ、合意による解約及び

更新拒絶の許可（第１８条第１

項、

）

○ ３ 農地等の賃貸借の解除、解約

の申入れ、合意による解約及び

更新拒絶の許可（第１８条第１

項、農地法施行令第３条第４

項、第２７条第２項）

○

４ 農業委員会ネットワーク機構

の意見の聴取（第１８条第３項）

○
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５ 和解の仲介及び小作主事その

他の職員の指定（第２８条第１

項、第２項、農地法施行令第２６

条）

○ ４ 和解の仲介及び小作主事その

他の職員の指定（第２８条第１

項、第２項、農地法施行令第３３

条）

○

６ 省略 ５ 省略

７ 報告の要求（第５０条） ○ ６ 報告の徴取（第５０条） ○

８ 省略 ７ 省略

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

８～２０

省略

８～２０

省略

備考 省略 備考 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

水

産

課

１・２

省略

水

産

課

１・２

省略

３ 漁業

調整及

び漁業

取締り

に関す

る事務

１・２ 省略 ３ 漁業

調整及

び漁業

取締り

に関す

る事務

１・２ 省略

３ 愛媛県内水面漁業調整規則

（以下この項において「内水面

規則」という。）の施行に関す

ること。

３ 愛媛県内水面漁業調整規則

（以下この項において「内水面

規則」という。）の施行に関す

ること。

� 水産動植物の採捕の許可

（内水面規則第６条）

○

� 許可の内容の変更の許可

（内水面規則第１４条第１項）

○

� 許可証の書換え交付及び再

交付（内水面規則第１７条）

○

� 除害設備の設置又は変更の

命令（内水面規則第２４条第２

項 ）

○ � 除外設備の設置又は変更の

命令（愛媛県内水面漁業調整

規則第２４条）

○

４・５ 省略 ４・５ 省略

４～１５

省略

４～１５

省略

備考 省略

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

備考 省略

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

建

築

１～５

省略

建

築

１～５

省略
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指

導

課

６ エネ

ルギー

の使用

の合理

化等に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１～５ 省略 指

導

課

６ エネ

ルギー

の使用

の合理

化に関

する法

律 の

施行に

関する

事務

１～５ 省略

７・８

省略

７・８

省略

９ 建築

物のエ

ネルギ

ー消費

性能の

向上に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 建築物エネルギー消費性能向

上計画に関すること。

� 認定及び変更の認定（第３０

条第１項、第３１条第１項）

○

� 建築主事への通知（第３０条

第３項、第３１条第２項）

○

� 報告の徴収（第３２条） ○

� 改善命令（第３３条） ○

� 認定の取消し（第３４条） ○

２ 建築物のエネルギー消費性能

に関すること。

� 認定（第３６条第２項） ○

� 認定の取消し（第３７条） ○

� 報告の徴収及び立入検査

（第３８条第１項）

○

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

１３ 省略 １２ 省略

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

専決者
所

長

専決者

課

長

主

幹

課

長

主

幹

用

地

管

理

課

１～４５

省略

用

地

管

理

課

１～４５

省略

４６ エネ

ルギー

の使用

の合理

化等に

関する

１～５ 省略 ４６ エネ

ルギー

の使用

の合理

化に関

する法

１～５ 省略
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法律の

施行に

関する

事務

律 の

施行に

関する

事務

４７・４８

省略

４７・４８

省略

４９ 建築

物のエ

ネルギ

ー消費

性能の

向上に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 建築物エネルギー消費性能向

上計画に関すること。

○

� 認定及び変更の認定（第３０

条第１項、第３１条第１項）

○

� 建築主事への通知（第３０条

第３項、第３１条第２項）

○

� 報告の徴収（第３２条） ○

� 改善命令（第３３条） ○

� 認定の取消し（第３４条） ○

２ 建築物のエネルギー消費性能

に関すること。

○

� 認定（第３６条第２項） ○

� 認定の取消し（第３７条） ○

� 報告の徴収及び立入検査

（第３８条第１項）

○

５０ 省略 ４９ 省略

５１ 省略 ５０ 省略

５２ 省略 ５１ 省略

５３ 省略 ５２ 省略

備考 １ 東予地方局今治土木事務所においては、この表組織

名の欄中「用地管理課」とあるのは、同表１の部から

４の部まで、５の部２の項�から�まで、３の項及び

４の項、６の部から９の部まで、１２の部から３７の部ま

で、３９の部、４０の部、４３の部１の項並びに５３の部に掲

げる事務については「管理課」と、同表１０の部及び１１

の部に掲げる事務については「用地課」として、同表

の規定を適用する。

２・３ 省略

４ 南予地方局大洲土木事務所においては、この表組織

名の欄中「用地管理課」とあるのは、同表１の部から

４の部まで、５の部２の項�から�まで、３の項及び

４の項、６の部から９の部まで、１２の部から３７の部ま

で、４３の部１の項並びに５３の部に掲げる事務について

は「事業管理課」と、同表１０の部及び１１の部に掲げる

事務については「用地課」として、同表の規定を適用

する。

５ 南予地方局八幡浜土木事務所においては、この表組

織名の欄中「用地管理課」とあるのは、同表１の部か

ら９の部まで及び１２の部から５３の部までに掲げる事務

については「管理課」と、同表１０の部及び１１の部に掲

げる事務については「用地課」として、同表の規定を

適用する。

備考 １ 東予地方局今治土木事務所においては、この表組織

名の欄中「用地管理課」とあるのは、同表１の部から

４の部まで、５の部２の項�から�まで、３の項及び

４の項、６の部から９の部まで、１２の部から３７の部ま

で、３９の部、４０の部、４３の部１の項並びに５２の部に掲

げる事務については「管理課」と、同表１０の部及び１１

の部に掲げる事務については「用地課」として、同表

の規定を適用する。

２・３ 省略

４ 南予地方局大洲土木事務所においては、この表組織

名の欄中「用地管理課」とあるのは、同表１の部から

４の部まで、５の部２の項�から�まで、３の項及び

４の項、６の部から９の部まで、１２の部から３７の部ま

で、４３の部１の項並びに５２の部に掲げる事務について

は「事業管理課」と、同表１０の部及び１１の部に掲げる

事務については「用地課」として、同表の規定を適用

する。

５ 南予地方局八幡浜土木事務所においては、この表組

織名の欄中「用地管理課」とあるのは、同表１の部か

ら９の部まで及び１２の部から５２の部までに掲げる事務

については「管理課」と、同表１０の部及び１１の部に掲

げる事務については「用地課」として、同表の規定を

適用する。
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第６号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

組織改正に伴う関係訓令の整理に関する訓令を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県知事 中 村 時 広

組織改正に伴う関係訓令の整理に関する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線に示すように改正する。

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

専決

者
所

長

専決

者

課長 課長

建

設

課

１～３

省略

建

設

課

１～３

省略

備考 １ 建設企画課、河川港湾課、道路課、上島架橋建設課

又は大洲・八幡浜自動車道建設課においては、この表

１の部及び２の部に掲げる事務については、同表組織

名の欄中「建設課」とあるのは、それぞれ「建設企画

課」、「河川港湾課」、「道路課」、「上島架橋建設

課」又は「大洲・八幡浜自動車道建設課」として、同

表の規定を適用する。

２・３ 省略

備考 １ 建設企画課、河川港湾課又は道路課

又は大洲・八幡浜自動車道建設課においては、この表

１の部及び２の部に掲げる事務については、同表組織

名の欄中「建設課」とあるのは、それぞれ「建設企画

課」、「河川港湾課」又は「道路課」

課」又は「大洲・八幡浜自動車道建設課」として、同

表の規定を適用する。

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

課

長

主

幹

所

長

課

長

主

幹

企

画

課

１～４

省略

企

画

課

１～４

省略

５ 医療

法（昭

和２３年

法律第

２０５号）

の施行

に関す

る事務

１～６ 省略 ５ 医療

法（昭

和２３年

法律第

２０５号）

の施行

に関す

る事務

１～６ 省略

７ 地域医療構想調整会議の設置

等（第３０条の１４第１項）

○

６ 農業

協同組

合法の

施行に

１ 組織変更の認可（第８９条第１

項）

○

２ 認定（第９０条第１項） ○
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関する

事務

７ 省略 ６ 省略

８ 省略 ７ 省略

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

１３ 省略 １２ 省略

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略

１７ 省略 １６ 省略

１８ 省略 １７ 省略

１９ 省略 １８ 省略

２０ 省略 １９ 省略

２１ 省略 ２０ 省略

２２ 省略 ２１ 省略

備考 省略 備考 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

課

長

所

長

課

長

健

康

増

進

課

１～３

省略

健

康

増

進

課

１～３

省略

４ 感染

症の予

防及び

感染症

の患者

に対す

る医療

に関す

る法律

（平成

１０年法

律第１１

４号）

の施行

に関す

る事務

１ 感染症に関する情報の収集及び

公表に関すること。

４ 感染

症の予

防及び

感染症

の患者

に対す

る医療

に関す

る法律

（平成

１０年法

律第１１

４号）

の施行

に関す

る事務

１ 感染症に関する情報の収集及び

公表に関すること。

� 省略 � 省略

� 五類感染症患者等についての

届出等の受理（第１４条第２項、

第１４条の２第２項）

○ � 五類感染症患者等についての

届出 の受理（第１４条第２項、

第１４条の２第２項）

○

� 指定届出機関及び指定提出機

関の指定の辞退の申出の受理

（第１４条第４項、第１４条の２第

６項）

○ � 指定届出機関及び指定提出機

関の指定の辞退の申出の受理

（第１４条第４項、第１４条の２第

６項）

○

� 検体等の検査の実施（第１４条

の２第３項、第１５条第４項、第

１６条の３第７項、第２６条の３第

５項、第２６条の４第５項、第４４

条の７第５項、第５０条第２項、

第３項）

○

� 質問及び調査の実施（第１５条

第１項、第３項、第１５条の２第

１項、第１５条の３第２項）

○ � 質問及び調査の実施（第１５条

第１項 、第１５条の２第

１項、第１５条の３第２項）

○

� 省略 � 省略

２ 検体の採取等に関すること。

� 勧告（第１６条の３第１項、第

４４条の７第１項）

○
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（愛媛県研修所規程の一部改正）

第２条 愛媛県研修所規程（昭和３０年愛媛県訓令第２５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線に示すように改正する。

� 措置（第１６条の３第３項、第

４４条の７第３項）

○

３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略

５ 省略 ４ 省略

６ 省略 ５ 省略

７ 消毒その他の措置に関するこ

と。

６ 消毒その他の措置に関するこ

と。

� 検体等の提出命令（第２６条の

３第１項）

○

� 検体等の収去（第２６条の３第

３項）

○

� 検体の提出等の命令（第２６条

の４第１項）

○

� 検体の採取（第２６条の４第３

項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

	 省略 � 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

 省略 	 省略

８ 省略 ７ 省略

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

�～� 省略 �～� 省略

� 家庭訪問指導等（第５３条の

１４）

○ � 家庭訪問指導 （第５３条の

１４）

○

５～７

省略

５～７

省略

改 正 後 改 正 前

（専決事項）

第６条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 所長及び次長の出張に関すること。

� 所長及び次長の休暇、育児休業等その他服務に関すること。

（専決事項）

第６条 所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとする。

ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 所属職員 の出張に関すること。

� 所属職員 の休暇、育児休業等その他服務に関すること。
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（愛媛県公印規程の一部改正）

第３条 愛媛県公印規程（昭和３４年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

第６条の２ 次長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとす

る。ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらか

じめ所長の承認を受けなければならない。

� 所属職員（所長及び次長を除く。）の出張に関すること。

� 所属職員（所長及び次長を除く。）の休暇、育児休業等その

他服務に関すること。

� 日々雇用職員（短期）の雇用承認に関すること。

� １件１，０００万円未満の税外収入の決定（寄附の受入れの決定

を 除 く。）に 関 す る こ と（次 条 第２号 に 掲 げ る も の を 除

く。）。

� １件１００万円未満の支出を伴う事件の決定に関すること。

� 体育館及び運動場の使用の許可に関すること。

� 施設等の目的外使用の許可（電柱、掲示板等の設置を目的と

するものに限る。）に関すること。

第６条の３ 課長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおりとす

る。ただし、異例又は重要と認められるものについては、あらか

じめ所長の承認を受けなければならない。

� 所属職員の超過勤務命令に関すること。

� １件１０万円未満の税外収入の決定（寄附の受入れの決定を除

く。）に関すること（定例的なものに限る。）。

� 次の会計事務に関すること。

ア 決裁を経た１件１，０００万円未満の税外収入に係る収入の調

定及び納入の通知

イ 決裁を経た１件１，０００万円未満の事件（ウに掲げるものを

除く。）に係る支出負担行為

ウ 報酬、共済費及び賃金に係る支出負担行為

エ 決裁を経た事件の経費に係る支出命令

オ 歳入歳出外現金の出納通知

� その他軽易な事項

� 省略

	 その他軽易な事項

改 正 後 改 正 前

別表２（第３条関係）

専 用 公 印

別表２（第３条関係）

専 用 公 印

種別 管守場所 数 専 用 区 分 種別 管守場所 数 専 用 区 分

知事印 省略 知事印 省略

東予地方局 省略 東予地方局 省略

２ 漁業近代化資金用 ２ 漁業近代化資金用

２ 内水面採捕許可用

中予地方局 省略 中予地方局 省略

１ 漁業近代化資金用 １ 漁業近代化資金用

１ 内水面採捕許可用

南予地方局 省略 南予地方局 省略

２ 漁業近代化資金用 ２ 漁業近代化資金用

３ 内水面採捕許可用

省略 省略
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（愛媛県農業総合対策推進班規程の一部改正）

第４条 愛媛県農業総合対策推進班規程（平成６年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県地方局農業総合対策推進班規程の一部改正）

第５条 愛媛県地方局農業総合対策推進班規程（平成６年愛媛県訓令第１２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県農林水産業総合対策推進班規程

（設置）

第１条 愛媛農林水産業の振興対策の総合的かつ効果的な推進を図

るため、農林水産部に農林水産業総合対策推進班（以下「推進

班」という。）を設置する。

（任務）

第２条 推進班は、次に掲げる事項を処理する。

� 愛媛農林水産業の基本方向に沿った施策の総合企画、総合調

整及び推進に関すること。

� 農林水産物の輸入自由化に対処して緊急に講ずべき対策の検

討及び推進に関すること。

� その他愛媛農林水産業の振興対策の推進に関し必要な事項

別表（第３条関係）

愛媛県農業総合対策推進班規程

（設置）

第１条 愛媛農業 の振興対策の総合的かつ効果的な推進を図

るため、農林水産部に農業総合対策推進班 （以下「推進

班」という。）を設置する。

（任務）

第２条 推進班は、次に掲げる事項を処理する。

� 愛媛農業 の基本方向に沿った施策の総合企画、総合調

整及び推進に関すること。

� 農産物 の輸入自由化に対処して緊急に講ずべき対策の検

討及び推進に関すること。

� その他愛媛農業 の振興対策の推進に関し必要な事項

別表（第３条関係）

１～１３ 省略

１４ 農林水産部農業振興局農地整備課計画調整グループ担当

係長（農林水産部長が指定するものに限る。）

１５～２２ 省略

２３ 農林水産部農業振興局農産園芸課野菜・花き係長

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略

２８～３１ 省略

３２ 農林水産部森林局林業政策課林業企画係長

３３ 省略

３４ 農林水産部水産局漁政課主幹（農林水産部長が指定する

ものに限る。）

３５ 農林水産部水産局漁政課企画流通係長

１～１３ 省略

１４ 農林水産部農業振興局農地整備課計画係長

１５～２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 農林水産部農業振興局農産園芸課担い手・農地保全対策

室直接支払係長

２８～３１ 省略

３２ 農林水産部森林局林業政策課森林計画係長

３３ 省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

愛媛県地方局農林水産業総合対策推進班規程

（設置）

第１条 愛媛農林水産業の地方における振興対策の総合的かつ効果

的な推進を図るため、地方局に地方局農林水産業総合対策推進班

（以下「地方局推進班」という。）を設置する。

（任務）

第２条 地方局推進班は、次に掲げる事項を処理する。

愛媛県地方局農業総合対策推進班規程

（設置）

第１条 愛媛農業 の地方における振興対策の総合的かつ効果

的な推進を図るため、地方局に地方局農業総合対策推進班

（以下「地方局推進班」という。）を設置する。

（任務）

第２条 地方局推進班は、次に掲げる事項を処理する。
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（愛媛県福祉指導監査班規程の一部改正）

第６条 愛媛県福祉指導監査班規程（平成１７年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県発達障害者支援センター規程の一部改正）

第７条 愛媛県発達障害者支援センター規程（平成１９年愛媛県訓令第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛のくに えひめ営業本部規程の一部改正）

第８条 愛のくに えひめ営業本部規程（平成２４年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 愛媛農林水産業の地方における振興対策の管内総合調整及び

推進に関すること。

� 農林水産物の輸入自由化に対処して緊急に講ずべき対策の推

進に関すること。

� 愛媛農林水産業の地方における振興対策に係る市町及び農林

水産団体等との連絡調整に関すること。

� その他愛媛農林水産業の地方における振興対策の推進に関し

必要な事項

別表（第３条関係）

� 愛媛農業 の地方における振興対策の管内総合調整及び

推進に関すること。

� 農産物 の輸入自由化に対処して緊急に講ずべき対策の推

進に関すること。

� 愛媛農業 の地方における振興対策に係る市町及び農業

団体等 との連絡調整に関すること。

� その他愛媛農業 の地方における振興対策の推進に関し

必要な事項

別表（第３条関係）

１～４ 省略

５ 地方局産業経済部水産課長（南予地方局にあっては、愛

南水産課長を含む。）

６ 省略

７ 省略

８ 省略

１～４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

１・２ 省略

３ 保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課長

４・５ 省略

１・２ 省略

３ 保健福祉部生きがい推進局障害福祉課長

４・５ 省略

改 正 後 改 正 前

愛媛県発達障がい者支援センター規程

（設置）

第１条 発達障害者の自立及び社会参加に資するよう総合的な支援

を行うため、愛媛県立子ども療育センター（以下「子ども療育セ

ンター」という。）に、発達障がい者支援センター（以下「支援

センター」という。）を設置する。

愛媛県発達障害者支援センター規程

（設置）

第１条 発達障害者の自立及び社会参加に資するよう総合的な支援

を行うため、愛媛県立子ども療育センター（以下「子ども療育セ

ンター」という。）に、発達障害者支援センター （以下「支援

センター」という。）を設置する。

改 正 後 改 正 前

（組織）

第３条 営業本部は、本部長、営業部長 及び本部員を

もって組織する。

２ 本部長は、営業本部長の職にある者をもって充てる。

３ 営業部長は、営業本部マネージャーの職にある者をもって充て

る。

（組織）

第３条 営業本部は、本部長、営業部長、営業副部長及び本部員を

もって組織する。

２ 本部長は、参与 の職にある者をもって充てる。

３ 営業部長は、営業副本部長 の職にある者をもって充て

る。

４ 営業副部長は、営業本部マネージャーの職にある者をもって充
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（愛顔つなぐえひめ国体・えひめ大会開催準備推進班規程の一部改正）

第９条 愛顔つなぐえひめ国体・えひめ大会開催準備推進班規程（平成２６年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県福祉総合支援センター処務規程の一部改正）

第１０条 愛媛県福祉総合支援センター処務規程（平成２７年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

４ 省略

（職務）

第４条 本部長は、知事の命を受け、第２条の任務を自ら処理する

とともに、本部員を指揮監督し、営業本部の事務を統轄し、営業

本部を代表する。

２ 営業部長は、上司の命を受け、第２条の任務を処理するととも

に、本部長を補佐し 、営業本部の事務を管

理し、本部長に事故があるときは、その職務を代行する。

第６条 省略

（営業総括プロデューサー）

第７条 営業本部に、知事の命を受け、県産品の流通・販売対策等

を総合的に監督し、本部長に指導及び助言を行うとともに、特に

重要な県産品の流通・販売対策等を処理させるため、営業総括プ

ロデューサーを置く。

２ 営業総括プロデューサーは、参与の職にある者をもって充て

る。

第８条 省略

第９条 省略

第１０条 省略

第１１条 省略

てる。

５ 省略

（職務）

第４条 本部長は、知事の命を受け、第２条の任務を自ら処理する

とともに、本部員を指揮監督し、営業本部の事務を統轄し、営業

本部を代表する。

２ 営業部長は、上司の命を受け、第２条の任務を処理するととも

に、本部長を補佐し、本部員を指揮監督し、営業本部の事務を管

理し、本部長に事故があるときは、その職務を代行する。

３ 営業副部長は、上司の命を受け、第２条の任務を処理するとと

もに、営業部長を補佐し、本部長及び営業部長に事故があるとき

は、その職務を代行する。

第６条 省略

第７条 省略

第８条 省略

第９条 省略

第１０条 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

１～５ 省略

６ 保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課長

７～１０ 省略

１１ えひめ国体推進局国体総務企画課行幸啓室長

１２ えひめ国体推進局障がい者スポーツ大会課長

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

１～５ 省略

６ 保健福祉部生きがい推進局障害福祉課長

７～１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ えひめ国体推進局障害者スポーツ大会課長

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

改 正 後 改 正 前

（分掌事務） （分掌事務）
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教育委員会規則

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第３号
愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則

愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第３条 課の分掌事務は、次のとおりとする。

省略

障がい者支援課

�～� 省略

� 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する

こと。

� 障害を理由とする差別の解消の推進に関すること。

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する

法律（平成２３年法律第７９号。以下「障害者虐待防止法」とい

う。）第２２条第１項及び第２項並びに第２３条の規定による通報

等の受理に関すること。

� 障害者虐待防止法第３６条第２項第２号の規定による市町相互

間の連絡調整、市町に対する情報の提供、助言その他必要な援

助に関すること（２以上の地方局の所管区域にわたるものに関

するものに限る。）。

� 障害者虐待防止法第３６条第２項第３号の規定による相談又は

相談を行う機関の紹介に関すること。

	 障害者虐待防止法第３６条第２項第４号の規定による情報の提

供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助に関すること。


 障害者虐待防止法第３６条第２項第５号の規定による情報の収

集、分析及び提供に関すること。

� 障害者虐待防止法第３６条第２項第６号の規定による広報その

他の啓発活動に関すること。

� 障害者虐待防止法第３６条第２項第７号の規定によるその他障

害者に対する虐待の防止等のための必要な支援に関すること。

 愛媛県障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例

（平成２８年愛媛県条例第１９号）第８条第１項に掲げる事務に関

すること。

� 愛媛県障がいを理由とする差別の解消の推進に関する条例第

１０条第１項の規定による調査に関すること。

� 省略

第３条 課の分掌事務は、次のとおりとする。

省略

障害者支援課

�～� 省略

（専決事項）

第４条 所長の専決処理すべき事項は、次のとおりとする。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 省略

改 正 後 改 正 前

（職） （職）

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

８９



教育委員会告示

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会告示第４号
地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１９条第８項の規定による教育行政に関する相談に関する事務を行う職員の指定（平成１４年１

月愛媛県教育委員会告示第２号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２８年４月１日

愛媛県教育委員会

教育長 井 上 正

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第７条 法律に特別の定めがあるものを除き、事務局に置かれる職

員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 文化財専門監

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第１号から第２６号までの職は事務局職員、同項第２７号から

第３０号までの職はその他の職員をもって充てる。

第１０条 省略

（文化財保護課に置く職員）

第１０条の２ 文化財保護課に文化財専門監を置く。

２ 文化財専門監は、上司の命を受け、特命事項を処理するととも

に、文化財に関して、専門的な指導及び助言を行う。

第７条 法律に特別の定めがあるものを除き、事務局に置かれる職

員の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第１号から第２５号までの職は事務局職員、同項第２６号から

第２９号までの職はその他の職員をもって充てる。

第１０条 省略

改 正 後 改 正 前

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第１８条第８項の規定により、教育行政に関する相談に関する事

務を行う職員として教育委員会事務局管理部教育総務課総務係に属

する職員を指定する。

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第１９条第８項の規定により、教育行政に関する相談に関する事

務を行う職員として教育委員会事務局管理部教育総務課総務係に属

する職員を指定する。

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

９０



人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則６－１９８
職員の採用及び昇任に関する規則及び公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の採用及び昇任に関する規則及び公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則

（職員の採用及び昇任に関する規則の一部改正）

第１条 職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則６－５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部改正）

第２条 公益的法人等への職員の派遣等に関する規則（愛媛県人事委員会規則６―１５９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

行政職群級別職務区分表

別表第１（第４条関係）

行政職群級別職務区分表

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 管理者の事務部局 省略 省略 管理者の事務部局 省略

５級 省略 ５級 省略

課付（５級） 課付（５級）

管理事務所長（５級） 管理事務所長（５級）

省略 省略

６級 省略 ６級 省略

管理事務所長（６級） 管理事務所長

省略 省略

省略 省略 省略 省略

備考 省略

別表第５（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

備考 省略

別表第５（第４条関係）

医療職群�級別職務区分表

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分
部 局

職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 管理者の事務部局 省略 省略 管理者の事務部局 省略

５級 省略 ５級 省略

薬剤長（５級）

技師長（５級）

６級 省略 ６級 省略

薬剤長 薬剤長（６級）

技師長 技師長（６級）

省略 省略

省略 省略 省略 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

省略 省略

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

９１



��������������

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７－１１７５
職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－４３）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

財団法人愛媛県廃棄物処理センター（平成５年９月１日に財

団法人愛媛県廃棄物処理センターという名称で設立された法

人をいう。）

省略

財団法人愛媛県埋蔵文化財調査センター（昭和５２年６月９日

に財団法人愛媛県埋蔵文化財調査センターという名称で設立

された法人をいう。）

財団法人愛媛県体育協会

省略

学校法人ＲＷＦグループ

一般社団法人せとうち観光推進機構（平成２８年３月１０日に一

般社団法人せとうち観光推進機構という名称で設立された法

人をいう。）

財団法人砂防・地すべり技術センター（昭和５０年７月２９日に

財団法人砂防・地すべり技術センターという名称で設立され

た法人をいう。）

省略

財団法人愛媛県廃棄物処理センター（平成５年９月１日に財

団法人愛媛県廃棄物処理センターという名称で設立された法

人をいう。）

省略

財団法人愛媛県埋蔵文化財調査センター（昭和５２年６月９日

に財団法人愛媛県埋蔵文化財調査センターという名称で設立

された法人をいう。）

財団法人愛媛県体育協会（昭和４５年９月１４日に財団法人愛媛

県体育協会という名称で設立された法人をいう。）

省略

学校法人ＲＷＦグループ

一般社団法人せとうち観光推進機構（平成２８年３月１０日に一

般社団法人せとうち観光推進機構という名称で設立された法

人をいう。）

財団法人砂防・地すべり技術センター（昭和５０年７月２９日に

財団法人砂防・地すべり技術センターという名称で設立され

た法人をいう。）

省略

改 正 後 改 正 前

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１ 行政職給料表級別職務区分表

別表第１０（第３条関係）

級 別 職 務 区 分 表

１ 行政職給料表級別職務区分表

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

職務の

級区分
部 局 職務の級区分欄の級に含まれる職

省略 省略

６級 知事の事務部局 省略 ６級 知事の事務部局 省略

学校連携推進監（６級） 学校連携推進監（６級）

交通警備調整監（６級） 交通警備調整監（６級）

省略 省略

地方局産業経済部産業振興課商工観 東予地方局産業経済部産業振興課商

光室長 工観光室長

南予地方局産業経済部産業振興課商 南予地方局産業経済部産業振興課商

工観光室長 工観光室長

省略 省略

研修所次長 研修所次長

東京事務所副所長 東京事務所副所長

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

９２



（給料表の適用範囲に関する規則の一部改正）

第２条 給料表の適用範囲に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―４４）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

省略 省略

教育委員会の事 省略 教育委員会の事 省略

務部局 部付（６級） 務部局 部付（６級）

文化財専門監（６級） 文化財専門監（６級）

省略 省略

省略 省略

７級 知事の事務部局 省略 ７級 知事の事務部局 省略

環境技術専門監

省略 省略

学校連携推進監（７級） 学校連携推進監（７級）

交通警備調整監（７級） 交通警備調整監（７級）

省略 省略

省略 省略

教育委員会の事 省略 教育委員会の事 省略

務部局 部付（７級） 務部局 部付（７級）

文化財専門監（７級） 文化財専門監（７級）

省略 省略

省略 省略

８級 知事の事務部局 省略 ８級 知事の事務部局 省略

営業副本部長

環境技術専門監 環境技術専門監

省略 省略

総務担当次長 総務担当次長

運営・式典担当次長 運営・式典担当次長

省略 省略

東京事務所副所長

省略 省略

省略 省略

９級 知事の事務部局 特命理事 ９級 知事の事務部局

本庁部長 本庁部長

省略 省略

省略 省略

２～８ 省略 ２～８ 省略

改 正 後 改 正 前

（医療職給料表�の適用範囲）

第４条 医療職給料表�は、えひめ国体推進局国体競技式典課、子

ども療育センター、保健所、食肉衛生検査センター、動物愛護セ

ンター、家畜保健衛生所、家畜病性鑑定所、義務教育諸学校及び

共同調理場に勤務する職員並びに財団法人愛媛県動物園協会（昭

和６２年４月１日に財団法人愛媛県動物園協会という名称で設立さ

（医療職給料表�の適用範囲）

第４条 医療職給料表�は、えひめ国体推進局国体競技式典課、子

ども療育センター、保健所、食肉衛生検査センター、動物愛護セ

ンター、家畜保健衛生所、家畜病性鑑定所、義務教育諸学校及び

共同調理場に勤務する職員並びに財団法人愛媛県動物園協会（昭

和６２年４月１日に財団法人愛媛県動物園協会という名称で設立さ

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

９３



（教育職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部改正）

第３条 教育職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―６２）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（管理職手当に関する規則の一部改正）

第４条 管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―６８）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

れた法人をいう。）へ派遣されている職員で、次に掲げるものに

適用する。

�～� 省略

（医療職給料表�の適用範囲）

第５条 医療職給料表�は、保健所、子ども療育センター、心と体

の健康センター、児童相談所、身体障害者更生相談所及びえひめ

学園に勤務する職員並びに市町 へ派

遣されている職員で、保健指導若しくは看護等に従事し、又は学

生の実習等を指導する保健師、助産師、看護師及び准看護師であ

るものに適用する。

れた法人をいう。）へ派遣されている職員で、次に掲げるものに

適用する。

�～� 省略

（医療職給料表�の適用範囲）

第５条 医療職給料表�は、保健所、子ども療育センター、心と体

の健康センター、児童相談所及び身体障害者更生相談所

に勤務する職員並びに市町及び学校法人ＲＷＦグループへ派

遣されている職員で、保健指導若しくは看護等に従事し、又は学

生の実習等を指導する保健師、助産師、看護師及び准看護師であ

るものに適用する。

改 正 後 改 正 前

（教員特殊業務手当）

第４条 条例第６条の２の人事委員会の定めるものは、公立の小学

校、中学校、高等学校、中等教育学校又は特別支援学校に所属す

る 主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助

教諭、講師、実習助手又は寄宿舎指導員で職務の級が中学校・小

学校教育職員給料表又は高等学校等教育職員給料表の１級、２級

又は特２級のものとする。

（教員特殊業務手当）

第４条 条例第６条の２の人事委員会の定めるものは、公立の小学

校、中学校、高等学校、中等教育学校又は特別支援学校に所属す

る教頭、主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助

教諭、講師、実習助手又は寄宿舎指導員で職務の級が中学校・小

学校教育職員給料表又は高等学校等教育職員給料表の１級、２級

又は特２級のものとする。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

部局 公 職 区分 部局 公 職 区分

知事の

事務部

局

特命理事 １種 知事の

事務部

局

特命理事 １種

本庁部長 本庁部長

省略 省略

営業副本部長

環境技術専門監 環境技術専門監

省略 省略

総務担当次長 総務担当次長

運営・式典担当次長 運営・式典担当次長

省略 省略

東京事務所副所長

省略 省略

省略 ３種 省略 ３種

環境技術専門監

省略 省略

学校連携推進監 学校連携推進監

交通警備調整監 交通警備調整監

省略 省略

研修所次長

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１

９４



（教育職員の管理職手当に関する規則の一部改正）

第５条 教育職員の管理職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－３９０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

東京事務所副所長 東京事務所副所長

省略 省略

省略 ４種 省略 ４種

地方局産業経済部産業振興課商工観光室長 東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室

長

南予地方局産業経済部産業振興課商工観光室

長

省略 省略

地方局土木事務所用地管理課長 地方局土木事務所用地管理課長

研修所次長 研修所次長

省略 省略

省略 ５種 省略 ５種

企画工事検査専門員 企画工事検査専門員

東予地方局健康福祉環境部健康増進課医監 東予地方局健康福祉環境部健康増進課医監

南予地方局健康福祉環境部八幡浜支局健康増

進課医監

南予地方局健康福祉環境部八幡浜支局健康増

進課医監

省略 省略

委員会

等の事

務部局

省略 委員会

等の事

務部局

省略

省略 ３種 省略 ３種

部付 部付

文化財専門監 文化財専門監

省略 省略

省略 省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）

公 職 区 分 公 職 区 分

省略 省略

教頭（３種 に該当する教頭を除く。） 省略 教頭（３種及び５種に該当する教頭を除く。） 省略

教頭（条例別表第２の職務の級が２級である教頭

に限る。）

５ 種

別表第２（第３条関係）

１ 省略

２ 高等学校等教育職員給料表

別表第２（第３条関係）

１ 省略

２ 高等学校等教育職員給料表

職務の級 区 分 管理職手当 職務の級 区 分 管理職手当

省略 省略

２ 級 ５ 種 ３０，０００円

別表第３（第３条関係）

１ 省略

２ 高等学校等教育職員給料表

別表第３（第３条関係）

１ 省略

２ 高等学校等教育職員給料表

職務の級 区 分 管理職手当 職務の級 区 分 管理職手当
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公営企業管理規程

（地域手当に関する規則の一部改正）

第６条 地域手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―１０２６）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第４号
愛媛県公営企業組織規程等の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県公営企業組織規程等の一部を改正する管理規程

（愛媛県公営企業組織規程の一部改正）

第１条 愛媛県公営企業組織規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

省略 省略

２ 級 ５ 種 ２２，４００円

改 正 後 改 正 前

（支給地域及び級地）

第２条 条例第９条の２第１項の人事委員会規則で定める地域は、

次の各号に掲げる地域とし、同条第３項の地域手当の級地は、当

該各号に定める級地とする。

�～� 省略

� 広島県広島市 ５級地

� 省略

� 省略

附 則

２ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２６年愛

媛県条例第４８号）附則第１４項の規定により読み替えられた条例

（以下「読替え後の条例」という。）第９条の２第２項第１号の

人事委員会規則で定める割合は１００分の１８．５とし、同項第２号の

人事委員会規則で定める割合は１００分の１５．５とし、同項第３号の

人事委員会規則で定める割合は１００分の１４とし、同項第５号の人

事委員会規則で定める割合は１００分の１０とし、同項第６号の人事

委員会規則で定める割合は１００分の５とし、同項第７号の人事委

員会規則で定める割合は１００分の３とし、読替え後の条例第９条

の３の人事委員会規則で定める割合は１００分の１５．５とする。

（支給地域及び級地）

第２条 条例第９条の２第１項の人事委員会規則で定める地域は、

次の各号に掲げる地域とし、同条第３項の地域手当の級地は、当

該各号に定める級地とする。

�～� 省略

� 省略

� 省略

附 則

２ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２６年愛

媛県条例第４８号）附則第１４項の規定により読み替えられた条例

（以下「読替え後の条例」という。）第９条の２第２項第１号の

人事委員会規則で定める割合は１００分の１８．５とし、同項第２号の

人事委員会規則で定める割合は１００分の１５．５とし、同項第３号の

人事委員会規則で定める割合は１００分の１４とし、同項第５号の人

事委員会規則で定める割合は１００分の１０とし、同項第６号の人事

委員会規則で定める割合は１００分の５とし、同項第７号の人事委

員会規則で定める割合は１００分の３とし、読替え後の条例第９条

の３の人事委員会規則で定める割合は１００分の１５．５とする。

改 正 後 改 正 前

（病院の係）

第１１条 事務局（愛媛県立中央病院、愛媛県立今治病院及び愛媛県

立新居浜病院にあつては、課）、愛媛県立中央病院の検査部、放

射線部 、輸血部及び薬剤部、愛媛県立今

治病院の検査部、放射線部及び薬剤部並びに愛媛県立新居浜病院

の検査部、放射線部及び薬剤部に係を置く。

２ 省略

別表第３（第１１条関係）

（病院の係）

第１１条 事務局（愛媛県立中央病院、愛媛県立今治病院及び愛媛県

立新居浜病院にあつては、課）、愛媛県立中央病院の検査部、放

射線部、リハビリテーション部、輸血部及び薬剤部、愛媛県立今

治病院の検査部、放射線部及び薬剤部並びに愛媛県立新居浜病院

の検査部、放射線部及び薬剤部に係を置く。

２ 省略

別表第３（第１１条関係）
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（愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部改正）

第２条 愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

病院 係の名称 病院 係の名称

省略 省略

愛媛県立中央病院 愛媛県立中央病院
（リハビリテーション部）

作業療法係、理学療法係

省略 省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第３条関係）

給料表級別職務区分表

別表第１（第３条関係）

給料表級別職務区分表

職務の級

給料表区分

１

級

２

級

３

級

４

級

５

級

６

級

７

級

８

級

９

級

職務の級

給料表区分

１

級

２

級

３

級

４

級

５

級

６

級

７

級

８

級

９

級

行政職給料表

（１～９）

省略 ○高度

の知

識又

は経

験を

必要

とす

る業

務を

行う

主事

又は

技師

○主任

主事

○主任

技師

省

略

省略

○課付

（５級）

○管理

事務

所長

（５級）

省略

省略

○管理

事務

所長

（６級）

省略

行政職給料表

（１～９）

省略 ○高度

の知

識又

は経

験を

必要

とす

る業

務を

行う

主事

又は

技師

省

略

省略

○課付

（５級）

省略

省略

○管理

事務

所長

省略

省略 省略

医療職給料表

�

（１～７）

省略 ○高度

の知

識又

は経

験を

必要

とす

る業

務を

行う

技師

○主任

技師

省

略

省略

○技師

長

省略

○薬剤

長

省略

省

略

医療職給料表

�

（１～７）

省略 ○高度

の知

識又

は経

験を

必要

とす

る業

務を

行う

技師

省

略

○技師

長

（５級）

○薬剤

長

（５級）

省略

○技師

長

（６級）

省略

○薬剤

長

（６級）

省略

省

略

医療職給料表

�

（１～７）

○定型

的な

業務

省略 医療職給料表

�

（１～７）

○定型

的な

業務

省略
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（愛媛県公営企業公舎貸与規程の一部改正）

第３条 愛媛県公営企業公舎貸与規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

を行

う技

師

○主任

技師

を行

う技

師

別表第２（第５条関係）

管理職手当の支給を受ける者の範囲及び区分

別表第２（第５条関係）

管理職手当の支給を受ける者の範囲及び区分

公職 区分 公職 区分

省略 省略

省略 ４種 省略 ４種

管理事務所長（５種に該当する職を除く。） 管理事務所長（５種に該当する職を除く。）

省略 省略

省略 ５種 省略 ５種

本局主幹 本局主幹

管理事務所長（４種に該当する職を除く。） 管理事務所長（４種に該当する職を除く。）

省略 省略

改 正 後 改 正 前

別表第１（第７条関係） 別表第１（第７条関係）

公舎の延べ面積（当該公

舎に附属する別棟の物置

舎等がある場合は、その

延べ面積を除く。）

単 位

基準使用料の額 公舎の延べ面積（当該公

舎に附属する別棟の物置

舎等がある場合は、その

延べ面積を除く。）

単 位

基準使用料の額

松山市
松山市

以外
松山市

松山市

以外

５５平方メートル未満 １平方メートル

１月につき
３８６円 ３７１円

５５平方メートル未満 １平方メートル

１月につき
３５８円 ３５１円

５５平方メートル以上７０平

方メートル未満

１平方メートル

１月につき
４８３円 ４６５円

５５平方メートル以上７０平

方メートル未満

１平方メートル

１月につき
４４９円 ４３９円

７０平方メートル以上８０平

方メートル未満

１平方メートル

１月につき
５８４円 ５６１円

７０平方メートル以上８０平

方メートル未満

１平方メートル

１月につき
５４６円 ５３５円

８０平方メートル以上１００

平方メートル未満

１平方メートル

１月につき
７２０円 ６９２円

８０平方メートル以上１００

平方メートル未満

１平方メートル

１月につき
６６２円 ６４８円

１００平方メートル以上 １平方メートル

１月につき
８７８円 ８４４円

１００平方メートル以上 １平方メートル

１月につき
８２３円 ８０７円

別表第２（第７条関係） 別表第２（第７条関係）

金 額 金 額

構造 年数

５５平方

メ ー ト

ル未満

５５平方

メ ー ト

ル 以 上

７０平方

メ ー ト

ル未満

７０平方

メ ー ト

ル 以 上

８０平方

メ ー ト

ル未満

８０平方

メ ー ト

ル 以 上

１００平方

メ ー ト

ル未満

１００平方

メ ー ト

ル以上

構造 年数

５５平方

メ ー ト

ル未満

５５平方

メ ー ト

ル 以 上

７０平方

メ ー ト

ル未満

７０平方

メ ー ト

ル 以 上

８０平方

メ ー ト

ル未満

８０平方

メ ー ト

ル 以 上

１００平方

メ ー ト

ル未満

１００平方

メ ー ト

ル以上

松

山

松

山

市

松

山

松

山

市

松

山

松

山

市

松

山

松

山

市

松

山

松

山

市

松

山

松

山

市

松

山

松

山

市

松

山

松

山

市

松

山

松

山

市

松

山

松

山

市
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市 以

外

市 以

外

市 以

外

市 以

外

市 以

外

市 以

外

市 以

外

市 以

外

市 以

外

市 以

外

木造 ５年 ３５

円

１０２

円

４４

円

１２７

円

５０

円

１３３

円

６０

円

１８１

円

７６

円

１９３

円

木造 ５年 ７１

円

１０５

円

８８

円

１２９

円

１０１

円

１４２

円

１１９

円

１８０

円

１５０

円

２１０

円

１０年 １１８

円

１７８

円

１３８

円

２１７

円

１３７

円

２４０

円

１８７

円

３０８

円

１９６

円

３５４

円

１０年 １４３

円

１７４

円

１７３

円

２１１

円

１８９

円

２４０

円

２３５

円

２９６

円

２７８

円

３５７

円

１５年 １７９

円

２２２

円

２１５

円

２７２

円

２２４

円

３０２

円

２９２

円

３８４

円

３３０

円

４５０

円

１５年 １９３

円

２１５

円

２３４

円

２６２

円

２５８

円

２９８

円

３１９

円

３６５

円

３８４

円

４４５

円

２０年 ２４９

円

２７３

円

３１１

円

３４２

円

３３９

円

３８５

円

４２７

円

４８１

円

５１６

円

５８４

円

２０年 ２４９

円

２６１

円

３１２

円

３２６

円

３５０

円

３７３

円

４２７

円

４５５

円

５３４

円

５６８

円

２５年 ２９６

円

３０６

円

３６１

円

３７８

円

４０９

円

４３５

円

５２２

円

５５０

円

６１１

円

６５２

円

２５年 ２８６

円

２９２

円

３５２

円

３５９

円

４０６

円

４２０

円

５０３

円

５１７

円

６１０

円

６３１

円

３０年 ３０８

円

３１５

円

４００

円

４０５

円

４７６

円

４８３

円

６０２

円

６０７

円

７１５

円

７２７

円

３０年 ２９５

円

２９９

円

３８２

円

３８４

円

４５９

円

４６４

円

５６７

円

５７０

円

６９２

円

６９９

円

組積

造

５年 ２４

円

６２

円

２９

円

７５

円

３４

円

７４

円

４１

円

１１１

円

５１

円

１０５

円

組積

造

５年 ４８

円

６７

円

６０

円

８２

円

６８

円

８９

円

８０

円

１１６

円

１０２

円

１３０

円

１０年 ５３

円

１３１

円

５８

円

１５９

円

６１

円

１７１

円

７５

円

２２８

円

９２

円

２５３

円

１０年 ９１

円

１３１

円

１０９

円

１５９

円

１２２

円

１７８

円

１４６

円

２２２

円

１８４

円

２６５

円

１５年 １３９

円

１７７

円

１７３

円

２１７

円

２０４

円

２３７

円

２５０

円

３０７

円

３０６

円

３５１

円

１５年 １５３

円

１７３

円

１９０

円

２１１

円

２２１

円

２３８

円

２６７

円

２９５

円

３３２

円

３５５

円

２０年 １８９

円

２１０

円

２３６

円

２５９

円

２７９

円

２８７

円

３４３

円

３６３

円

４１９

円

４２４

円

２０年 １９３

円

２０４

円

２３９

円

２５０

円

２７９

円

２８３

円

３３７

円

３４７

円

４１９

円

４２２

円

２５年 ２１５

円

２３０

円

２６８

円

２８３

円

３１７

円

３１７

円

３９１

円

３９７

円

４７７

円

４７６

円

２５年 ２１４

円

２２１

円

２６５

円

２７２

円

３１０

円

３１０

円

３７５

円

３７８

円

４６５

円

４６６

円

３０年 ２３２

円

２５４

円

２８８

円

３１２

円

３４２

円

３４７

円

４２０

円

４３４

円

５１３

円

５１５

円

３０年 ２３２

円

２４３

円

２８８

円

２９８

円

３３５

円

３３８

円

４０５

円

４１２

円

５０４

円

５０６

円

３５年 ２４６

円

２６６

円

３０５

円

３２６

円

３６２

円

３６３

円

４４６

円

４５６

円

５４４

円

５４３

円

３５年 ２４４

円

２５４

円

３０２

円

３１２

円

３５２

円

３５４

円

４２６

円

４３１

円

５２９

円

５３０

円

鉄骨

鉄筋

コン

クリ

ート

造及

び鉄

筋コ

ンク

リー

ト造

５年 １８

円

４０

円

２２

円

４９

円

２６

円

４４

円

３１

円

７５

円

３９

円

５９

円

鉄骨

鉄筋

コン

クリ

ート

造及

び鉄

筋コ

ンク

リー

ト造

５年 ３６

円

４８

円

４５

円

５７

円

５１

円

６１

円

６０

円

８３

円

７６

円

８８

円

１０年 ３２

円

９２

円

３９

円

１１１

円

４６

円

１１６

円

５５

円

１６２

円

６９

円

１６９

円

１０年 ６５

円

９５

円

８０

円

１１５

円

９１

円

１２７

円

１０８

円

１６２

円

１３７

円

１８８

円

１５年 ９９

円

１３３

円

１２２

円

１６０

円

１４５

円

１７２

円

１７７

円

２２９

円

２１８

円

２５４

円

１５年 １１５

円

１３２

円

１４２

円

１６０

円

１６４

円

１７９

円

１９８

円

２２４

円

２４７

円

２６６

円

２０年 １２６

円

１６４

円

１５７

円

２００

円

１８４

円

２１７

円

２２７

円

２８２

円

２７７

円

３２１

円

２０年 １４２

円

１６１

円

１７５

円

１９６

円

２０３

円

２１９

円

２４４

円

２７２

円

３０５

円

３２８

円

２５年 １５１

円

１８８

円

１８８

円

２３０

円

２２１

円

２５２

円

２７２

円

３２３

円

３３３

円

３７３

円

２５年 １６４

円

１８３

円

２０３

円

２２４

円

２３６

円

２５１

円

２８４

円

３０９

円

３５４

円

３７５

円

３０年 １７５

円

２０８

円

２１７

円

２５４

円

２５６

円

２７９

円

３１５

円

３５５

円

３８５

円

４１４

円

３０年 １８５

円

２０２

円

２２８

円

２４６

円

２６５

円

２７７

円

３１９

円

３３９

円

３９７

円

４１２

円

３５年 １９７

円

２２２

円

２４５

円

２７２

円

２９０

円

３０１

円

３５７

円

３８０

円

４３５

円

４４６

円

３５年 ２０２

円

２１５

円

２４９

円

２６２

円

２９０

円

２９６

円

３５０

円

３６２

円

４３６

円

４４２

円

４０年 ２１９

円

２３４

円

２７１

円

２８７

円

３２２

円

３２１

円

３９６

円

４０１

円

４８４

円

４８３

円

４０年 ２１７

円

２２６

円

２６９

円

２７５

円

３１３

円

３１４

円

３７９

円

３８１

円

４７０

円

４７１

円

４５年 ２３９

円

２４２

円

２９６

円

２９７

円

３５２

円

３５１

円

４３３

円

４３３

円

５２８

円

５２８

円

４５年 ２３１

円

２３２

円

２８５

円

２８４

円

３３２

円

３３３

円

４０２

円

４０２

円

４９９

円

４９９

円

５０年 ２５４

円

２７７

円

３０９

円

３３９

円

３６６

円

３７８

円

４５０

円

４７１

円

５４９

円

５６１

円

５０年 ２５３

円

２６４

円

３０９

円

３２４

円

３６０

円

３６７

円

４３５

円

４４６

円

５４１

円

５４８

円
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公営企業訓令

附 則

（施行期日）

１ この管理規程は、公布の日から施行する。

（愛媛県公営企業公舎貸与規程の一部改正に伴う経過措置）

２ 第３条の規定による改正後の愛媛県公営企業公舎貸与規程（以下「新貸与規程」という。）第７条第１項から第４項までの規定によっ

て算定した職員公舎及び職員アパート（以下「職員公舎等」という。）の使用料の額が、第３条の規定による改正前の愛媛県公営企業公

舎貸与規程（以下「旧貸与規程」という。）第７条第１項ただし書の規定の適用がないものとして、同項から同条第４項までの規定によ

って算定した職員公舎等の使用料の額（その額が、愛媛県公営企業公舎貸与規程の一部を改正する管理規程（昭和６３年愛媛県公営企業管

理規程第７号）による改正前の愛媛県公営企業公舎貸与規程第７条第１項から第４項までの規定によって算定した額、愛媛県公営企業公

舎貸与規程の一部を改正する管理規程（平成１６年愛媛県公営企業管理規程第３号）による改正前の愛媛県公営企業公舎貸与規程第７条第

１項から第４項までの規定によって算定した額又は愛媛県公営企業公舎貸与規程の一部を改正する管理規程（平成２６年愛媛県公営企業管

理規程第４号）による改正前の愛媛県公営企業公舎貸与規程第７条第１項から第４項までの規定によって算定した額を下回るときは、こ

れらの額のうちいずれか多い額。以下「旧使用料の額」という。）を下回るときは、職員公舎等の使用料の額は、当分の間、旧使用料の

額に新貸与規程第７条第５項及び第６項の規定を適用して算定した額とする。

３ 新貸与規程第７条第１項から第４項までの規定によって算定した看護師宿舎の使用料の額が、旧貸与規程第７条第１項ただし書の規定

の適用がないものとして、同項から同条第４項までの規定によって算定した看護師宿舎の使用料の額（その額が、愛媛県公営企業公舎貸

与規程の一部を改正する管理規程（平成２６年愛媛県公営企業管理規程第４号）による改正前の愛媛県公営企業公舎貸与規程第７条第８項

の適用がなく、かつ、同条第１項から第４項までの規定の適用があるものとして算定した額を下回るときは、当該額。以下「旧看護師宿

舎使用料の額」という。）を下回るときは、看護師宿舎の使用料の額は、当分の間、旧看護師宿舎使用料の額に新貸与規程第７条第５項

及び第６項の規定を適用して算定した額とする。

�愛媛県公営企業訓令第２号
公営企業管理局

各 事 業 所

愛媛県企業臨時職員の給与に関する規則等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２８年４月１日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県企業臨時職員の給与に関する規則等の一部を改正する訓令

（愛媛県企業臨時職員の給与に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県企業臨時職員の給与に関する規則（昭和４６年愛媛県公営企業訓令第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

注１ 省略

２ 年数の算定基準日は、平成２８年４月１日とする。

別表第３（第７条関係）

注１ 省略

２ 年数の算定基準日は、平成２６年４月１日とする。

別表第３（第７条関係）

駐車場の種類
金 額

駐車場の種類
金 額

松山市 松山市以外 松山市 松山市以外

屋根なし舗装なし ２，７５０円 ２，３９０円 屋根なし舗装なし ２，３４０円 ２，１６０円

屋根なし舗装あり ３，４４０円 ２，９９０円 屋根なし舗装あり ２，９３０円 ２，７００円

屋根あり舗装なし ５，１６０円 ４，７４０円 屋根あり舗装なし ４，４００円 ４，２００円

屋根あり舗装あり ５，８５０円 ５，３４０円 屋根あり舗装あり ４，９９０円 ４，７４０円

改 正 後 改 正 前

１ 愛媛県企業職員中地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１７

条の規定に基づく試験又は選考に合格し、２箇月の期間をもつて

任用された職員及び同法第２２条第２項の規定により、６箇月以下

の期間を定めて雇用される職員及び日々雇用される職員（以下

「臨時職員」という。）の給与に関しては、臨時職員の給与規程

１ 愛媛県企業職員中地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１７

条の規定に基づく試験又は選考に合格し、２箇月の期間をもつて

任用された職員及び同法第２２条第２項の規定により任用された職

員並びに日々雇用された職員

の給与に関しては、臨時職員の給与規程

愛 媛 県 報平成２８年４月１日 第２７６１号外１
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（愛媛県公営企業管理局事務決裁規則の一部改正）

第２条 愛媛県公営企業管理局事務決裁規則（昭和６３年愛媛県公営企業訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県公営企業事業所事務決裁規則の一部改正）

第３条 愛媛県公営企業事業所事務決裁規則（平成９年愛媛県公営企業訓令第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（昭和５０年６月訓第３７２号）を準用する。

２ 前項の規定にかかわらず、地方公務員法第２２条第２項の規定に

より任用された職員のうち、病院に勤務する臨時職員に係る給与

について、前項において準用する臨時職員の給与規程の規定によ

り難い事情があると認められるときは、別に定めるところによ

る。

（昭和５０年６月訓第３７２号）を準用する。

２ 前項の規定にかかわらず、地方公務員法第２２条第２項の規定に

より任用された職員のうち、病院に勤務する看護職員に係る基本

給の日額については

、別に定めるところによ

る。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第４条関係） 管理者の権限に属する事務に係る特定決

裁事項

別表第２（第４条関係） 管理者の権限に属する事務に係る特定決

裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

管

理

者

専決者 管

理

者

専決者

局

長

課

長

主

幹

局

長

課

長

主

幹

総

務

課

１～９

省略

総

務

課

１～９

省略

１０ 職員

の退職

管理に

関する

事務

１ 再就職者による依頼等の承

認（地公法第３８条の２第６項

第６号）

○

２ 違反行為の疑いに係る報告

（地公法第３８条の３）

○

３ 規制違反行為に係る調査に

関すること。

� 実施及び通知（地公法第

３８条の４第１項）

○

� 調査経過の報告（地公法

第３８条の４第２項、第３８条

の５第２項）

○

� 調査結果の報告（地公法

第３８条の４第３項、第３８条

の５第２項）

○

４ 届出の受理（職員の退職管

理に関する条例第３条）

○

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

１３ 省略 １２ 省略

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

省

略

省

略

備考 省略 備考 省略
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改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

所長及び院長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

別表第１（第４条関係）

所長及び院長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

事務の

種 類
事 項

発電

工水

管理

事務

所及

び工

業用

水道

管理

事務

所に

おけ

る決

裁区

分

愛媛県立中

央病院、愛

媛県立今治

病院及び愛

媛県立新居

浜病院にお

ける決裁区

分

愛媛

県立

南宇

和病

院に

おけ

る決

裁区

分

事務の

種 類
事 項

発電

工水

管理

事務

所及

び工

業用

水道

管理

事務

所に

おけ

る決

裁区

分

愛媛県立中

央病院、愛

媛県立今治

病院及び愛

媛県立新居

浜病院にお

ける決裁区

分

愛媛

県立

南宇

和病

院に

おけ

る決

裁区

分

所

長

専

決

者
院

長

専決者

院

長

専

決

者
所

長

専

決

者
院

長

専決者

院

長

専

決

者

課

長

事

務

局

長

課

長

主

幹

事

務

局

長

課

長

事

務

局

長

課

長

主

幹

事

務

局

長

１～５

省略

１～５

省略

６ 収

入又

は支

出を

伴う

事務

１・２ 省略 ６ 収

入又

は支

出を

伴う

事務

１・２ 省略

３ 次に掲げる事件の決定

に関すること。

３ 次に掲げる事件の決定

に関すること。

� １件５００万円以上の

支出を伴う事件

○ ○ ○ � １件１００万円以上の

支出を伴う事件

○ ○ ○

� １件１００万円以上５００

万円未満の支出を伴う

事件

○ ○ ○

� １件３０万円以上１００

万円未満の支出を伴う

事件

○ ○ ○ � １件３０万円以上１００

万円未満の支出を伴う

事件

○ ○ ○

� 省略 � 省略

７ そ

の他

の事

務

１ 重要な会議の開催に関

すること。

○ ○ ○ ７ そ

の他

の事

務

１ 重要な会議の開催に関

すること。

○ ○ ○

２～５ 省略 ２～５ 省略

備考 省略

別表第３（第４条関係）

院長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

備考 省略

別表第３（第４条関係）

院長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

愛媛県立中

央病院、愛

媛県立今治

愛媛

県立

南宇

愛媛県立中

央病院、愛

媛県立今治

愛媛

県立

南宇
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組

織

名

事務の

種 類
事 項

病院及び愛

媛県立新居

浜病院にお

ける決裁区

分

和病

院に

おけ

る決

裁区

分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

病院及び愛

媛県立新居

浜病院にお

ける決裁区

分

和病

院に

おけ

る決

裁区

分

院

長

専決者

院

長

専

決

者
院

長

専決者

院

長

専

決

者

事

務

局

長

課

長

主

幹

事

務

局

長

事

務

局

長

課

長

主

幹

事

務

局

長

総

務

課

１ 省

略

総

務

課

１ 省

略

２ 人

事管

理に

関す

る事

務

１ 院内職員の身分及び服

務に関すること。

２ 人

事管

理に

関す

る事

務

１ 院内職員の身分及び服

務に関すること。

� 出張、休暇、育児休

業等、職務専念義務の

免除等（職員の海外出

張及び院長の県外出張

を除く。）

� 出張、休暇、育児休

業等、職務専念義務の

免除等（職員の海外出

張及び院長の県外出張

を除く。）

ア・イ 省略 ア・イ 省略

ウ ア及びイ以外のも

の

○ ○ ウ ア及びイ以外のも

の

○ ○

� 省略 � 省略

２ 院内職員の住居手当及

び通勤手当の決定

○ ○ ２ 院内職員の住居手当及

び通勤手当の決定

○ ○

３・４ 省略 ３・４ 省略

３～６

省略

３～６

省略

７ 財

産の

管理

及び

処分

に関

する

事務

１～３ 省略 ７ 財

産の

管理

及び

処分

に関

する

事務

１～３ 省略

４ 庁舎管理に関するこ

と。

４ 庁舎管理に関するこ

と。

� 庁舎内における行為

の許可

○ ○ � 庁舎内における行為

の許可

○ ○

５ 省略 ５ 省略

８・９

省略

８・９

省略

１０ 広

報、

統計

及び

調査

に関

する

事務

１ 広報、統計（他の主管

に属するものを除く。）

及び調査に関すること。

１０ 広

報、

統計

及び

調査

に関

する

事務

１ 広報、統計（他の主管

に属するものを除く。）

及び調査に関すること。

○ ○

� 重要なもの ○ ○

� 軽易なもの ○ ○
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附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

備考 省略 備考 省略

組

織

名

事務の

種 類
事 項

愛媛県

立中央

病院、

愛媛県

立今治

病院及

び愛媛

県立新

居浜病

院にお

ける決

裁区分

愛媛

県立

南宇

和病

院に

おけ

る決

裁区

分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

愛媛県

立中央

病院、

愛媛県

立今治

病院及

び愛媛

県立新

居浜病

院にお

ける決

裁区分

愛媛

県立

南宇

和病

院に

おけ

る決

裁区

分

院

長

専決

者

院

長

専

決

者
院

長

専決

者

院

長

専

決

者

事

務

局

長

課

長

事

務

局

長

事

務

局

長

課

長

事

務

局

長

医

事

課

１・２

省略

医

事

課

１・２

省略

３ 社

会保

険に

関す

る事

務

１

証明に関する

こと。

○ ○ ３ 社

会保

険に

関す

る事

務

１ 自動車損害賠償責任保険に

係る医療費等の証明に関する

こと。

○ ○

２ １以外の証明に関するこ

と。

○ ○

４～７

省略

４～７

省略

８ 物

品の

管理

及び

処分

に関

する

事務

１ 不用物品の処分に関するこ

と。

８ 物

品の

管理

及び

処分

に関

する

事務

１ 不用物品の処分に関するこ

と。

○ ○

� 予定価格が１件１０万円以

上のもの

○ ○

� 予定価格が１件１０万円未

満のもの

○ ○

２ その他物品の管理に関する

こと。

○ ○ ２ その他物品の管理に関する

こと。

○ ○

９ 給

食及

び栄

養に

関す

る事

務

１ 省略 ９ 給

食及

び栄

養に

関す

る事

務

１ 省略

２ 給食従事者の検便結果報告

に関すること。

○ ○ ２ 給食従事者の検便結果報告

に関すること。

○ ○

３ 栄養月報及び給食調査票に

関すること。

○ ○ ３ 栄養月報及び給食調査票に

関すること。

○ ○

備考 省略 備考 省略
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